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〇
厚
生
労
働
省
告
示
第
三
百
十
号

診
療
報
酬
の
算
定
方
法
（
平
成
二
十
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
五
十
九
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、使
用
薬
剤
の
薬
価（
薬

価
基
準
）
等
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

厚
生
労
働
大
臣

上
野
賢
一
郎

〔
法
規
的
告
示
〕

〇
使
用
薬
剤
の
薬
価
（
薬
価
基
準
）
等
の
一

部
を
改
正
す
る
告
示（
厚
生
労
働
三
一
〇
）

〇
療
担
規
則
及
び
薬
担
規
則
並
び
に
療
担
基

準
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
掲

示
事
項
等
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
三
一
一
）

〇
厚
生
労
働
大
臣
が
指
定
す
る
病
院
の
病
棟

に
お
け
る
療
養
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算

定
方
法
第
一
項
第
五
号
の
規
定
に
基
づ
き

厚
生
労
働
大
臣
が
別
に
定
め
る
者
の
一
部

を
改
正
す
る
件
（
同
三
一
二
）

〔
そ
の
他
告
示
〕

〇
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令
第
五
条
第

十
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行
し
た
利
付

国
債
の
発
行
条
件
等
を
告
示

（
財
務
二
二
二
〜
二
二
九
）

〇
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令
第
六
条
第

十
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行
し
た
利
付

国
債
の
発
行
条
件
等
を
告
示

（
同
二
三
〇
〜
二
三
二
）

〇
個
人
向
け
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令

第
四
条
第
十
四
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行

し
た
個
人
向
け
国
債
の
発
行
条
件
等
を
告

示
（
同
二
三
三
〜
二
三
五
）

〇
改
良
す
べ
き
踏
切
道
を
指
定
し
た
件

（
国
土
交
通
一
〇
四
八
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

地
方
公
務
員
共
済
組
合
連
合
会
、
土
地
家

屋
調
査
士
名
簿
登
録
等
、
日
本
弁
護
士
連

合
会
懲
戒
処
分
関
係

地
方
公
共
団
体

公
示
送
達
関
係

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告





使 用 薬 剤 の 薬 価 （ 薬 価 基 準 ） 等 の 一 部 を 改 正 す る 告 示

（ 使 用 薬 剤 の 薬 価 （ 薬 価 基 準 ） の 一 部 改 正 ）

第 一 条 使 用 薬 剤 の 薬 価 （ 薬 価 基 準 ）（ 平 成 二 十 年 厚 生 労 働 省 告 示 第 六 十 号 ） の 一 部 を 次 の 表 の よ う に 改 正 す る 。

（ 傍 線 部 分 は 改 正 部 分 ）

改 正 後 改 正 前

別 表 別 表

注 １ 〜 ３ （ 略 ） 注 １ 〜 ３ （ 略 ）

第１部～第９部 （略） 第１部～第９部 （略）
第10部 追 補 


（新設）
内 用 薬


品 名


規 格 単 位


薬 価

円


（あ）


イソトレックスカプセル８㎎


８㎎１カプセル


50790


イソトレックスカプセル16㎎


16㎎１カプセル


98400


ウェイリズ錠400㎎


400㎎１錠


616830


（さ）


サデルガカプセル25㎎


25㎎１カプセル


2502310


ジャクスタピッドカプセル小児用２㎎


２㎎１カプセル


7212750


ジョエンジャ錠10㎎


10㎎１錠


2707790


ジョエンジャ錠30㎎


30㎎１錠


10211570


ジョエンジャ錠70㎎


70㎎１錠


13317650


ゾコーバ錠25㎎


25㎎１錠


257540


（ま）


マルシロン配合錠


１錠


27690


注 射 薬


品 名


規 格 単 位


薬 価

円


（か）


キネレット皮下注100mgシリンジ


100㎎067mL１筒


23702


（さ）


サークリサ皮下注1400㎎


1400㎎10mL１瓶


270495


（た）


テロメライシン注


２mL１瓶


3102489


外 用 薬


品 名


規 格 単 位


薬 価

円


（ら）


ロープレッサ点眼液002％


002％１mL


98780


令
和

年

月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報





第 二 条 使 用 薬 剤 の 薬 価 （ 薬 価 基 準 ） の 一 部 を 次 の 表 の よ う に 改 正 す る 。

（ 傍 線 部 分 は 改 正 部 分 ）

改 正 後 改 正 前

別 表 別 表

注 １ 〜 ３ （ 略 ） 注 １ 〜 ３ （ 略 ）

第１部 内 用 薬 第１部 内 用 薬
品 名 規 格 単 位 薬 価 品 名 規 格 単 位 薬 価

円 円
（あ）～（の） （略） （あ）～（の） （略）
（は） （は）

（略） （略）
パキロビッドパック300 １シート 1200120


パキロビッドパック300 １シート 1253860


パキロビッドパック600 １シート 1895670


パキロビッドパック600 １シート 1980550


（略） （略）

（ひ）～（わ） （略） （ひ）～（わ） （略）
第２部 注 射 薬 第２部 注 射 薬

品 名 規 格 単 位 薬 価 品 名 規 格 単 位 薬 価
円 円

（あ） （あ）
（略） （略）
アウィクリ注 フレックスタッチ 総量300単位 300単位１キット 2074


アウィクリ注 フレックスタッチ 総量300単位 300単位１キット 2081


アウィクリ注 フレックスタッチ 総量700単位 700単位１キット 3793


アウィクリ注 フレックスタッチ 総量700単位 700単位１キット 3809


（略） （略）

（い）～（そ） （略） （い）～（そ） （略）
（た） （た）

（略） （略）
ダトロウェイ点滴静注用100㎎ 100㎎１瓶 277672


ダトロウェイ点滴静注用100㎎ 100㎎１瓶 311990


（略） （略）

（ち）～（つ） （略） （ち）～（つ） （略）
（て） （て）

（略） （略）
テッペーザ点滴静注用500㎎ 500㎎１瓶 1111100


テッペーザ点滴静注用500㎎ 500㎎１瓶 1175904


デュピクセント皮下注200㎎シリンジ 200㎎114mL１筒 38087


デュピクセント皮下注200㎎シリンジ 200㎎114mL１筒 39549


デュピクセント皮下注200㎎ペン 200㎎114mL１キット 38238


デュピクセント皮下注200㎎ペン 200㎎114mL１キット 39706


デュピクセント皮下注300㎎シリンジ 300㎎２mL１筒 51515


デュピクセント皮下注300㎎シリンジ 300㎎２mL１筒 53493


デュピクセント皮下注300㎎ペン 300㎎２mL１キット 51675


デュピクセント皮下注300㎎ペン 300㎎２mL１キット 53659


（略） （略）

（と） （と）
（略） （略）
トロデルビ点滴静注用200㎎ 200㎎１瓶 166604


トロデルビ点滴静注用200㎎ 200㎎１瓶 187195


（略） （略）

令
和

年

月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報





（
な
）
～
（
に
）
（
略
）

（
な
）
～
（
に
）
（
略
）

（
ぬ
）

（
ぬ
）

（
略
）

（
略
）

ヌ
ー
カ
ラ
皮
下
注
100㎎

シ
リ
ン
ジ

100㎎
１
mL１
筒

143766





ヌ
ー
カ
ラ
皮
下
注
100㎎

シ
リ
ン
ジ

100㎎
１
mL１
筒

159891





ヌ
ー
カ
ラ
皮
下
注
100㎎

ペ
ン

100㎎
１
mL１
キ
ッ
ト

143766





ヌ
ー
カ
ラ
皮
下
注
100㎎

ペ
ン

100㎎
１
mL１
キ
ッ
ト

159891





（
略
）

（
略
）

（
ね
）
～
（
は
）
（
略
）

（
ね
）
～
（
は
）
（
略
）

（
ひ
）

（
ひ
）

（
略
）

（
略
）

ヒ
フ
デ
ュ
ラ
配
合
皮
下
注

56mL１
瓶

539577





ヒ
フ
デ
ュ
ラ
配
合
皮
下
注

56mL１
瓶

634797





ヒ
フ
デ
ュ
ラ
配
合
皮
下
注
シ
リ
ン
ジ

５
mL１
筒

565272





ヒ
フ
デ
ュ
ラ
配
合
皮
下
注
シ
リ
ン
ジ

５
mL１
筒

665026





（
略
）

（
略
）

（
ふ
）
～
（
わ
）
（
略
）

（
ふ
）
～
（
わ
）
（
略
）

（
特
掲
診
療
料
の
施
設
基
準
等
の
一
部
改
正
）

第
三
条

特
掲
診
療
料
の
施
設
基
準
等
（
平
成
二
十
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
六
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
表
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

別
表
第
九

在
宅
自
己
注
射
指
導
管
理
料
、
間
歇け

つ

注
入
シ
リ
ン
ジ
ポ
ン
プ
加
算
、
持
続
血
糖
測
定
器
加
算
及
び
注

入
器
用
注
射
針
加
算
に
規
定
す
る
注
射
薬

別
表
第
九

在
宅
自
己
注
射
指
導
管
理
料
、
間
歇け
つ

注
入
シ
リ
ン
ジ
ポ
ン
プ
加
算
、
持
続
血
糖
測
定
器
加
算
及
び
注

入
器
用
注
射
針
加
算
に
規
定
す
る
注
射
薬

（
略
）

（
略
）

ｐ
Ｈ
４
処
理
酸
性
人
免
疫
グ
ロ
ブ
リ
ン
（
皮
下
注
射
）・
ボ
ル
ヒ
ア
ル
ロ
ニ
ダ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤

ｐ
Ｈ
４
処
理
酸
性
人
免
疫
グ
ロ
ブ
リ
ン
（
皮
下
注
射
）・
ボ
ル
ヒ
ア
ル
ロ
ニ
ダ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤

ア
ナ
キ
ン
ラ
製
剤

（
新
設
）

附

則

こ
の
告
示
は
、
令
和
八
年
八
月
十
三
日
か
ら
適
用
す
る
。
た
だ
し
、
第
二
条
の
規
定
は
、
令
和
八
年
十
一
月
一
日
か
ら
適
用
す
る
。

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

第
十

厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
注
射
薬
等

第
十

厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
注
射
薬
等

一

療
担
規
則
第
二
十
条
第
二
号
ト
及
び
療
担
基
準
第
二
十
条
第
三
号
ト
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
保
険
医

が
投
与
す
る
こ
と
が
で
き
る
注
射
薬

一

療
担
規
則
第
二
十
条
第
二
号
ト
及
び
療
担
基
準
第
二
十
条
第
三
号
ト
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
保
険
医

が
投
与
す
る
こ
と
が
で
き
る
注
射
薬

イ
ン
ス
リ
ン
製
剤
、
ヒ
ト
成
長
ホ
ル
モ
ン
剤
、
遺
伝
子
組
換
え
活
性
型
血
液
凝
固
第
Ⅶ
因
子
製
剤
、
乾
燥

濃
縮
人
血
液
凝
固
第
Ⅹ
因
子
加
活
性
化
第
Ⅶ
因
子
製
剤
、
乾
燥
人
血
液
凝
固
第
Ⅷ
因
子
製
剤
、
遺
伝
子
組
換

え
型
血
液
凝
固
第
Ⅷ
因
子
製
剤
、
乾
燥
人
血
液
凝
固
第
Ⅸ
因
子
製
剤
、
遺
伝
子
組
換
え
型
血
液
凝
固
第
Ⅸ
因

子
製
剤
、
活
性
化
プ
ロ
ト
ロ
ン
ビ
ン
複
合
体
、
乾
燥
人
血
液
凝
固
因
子
抗
体
迂う

回
活
性
複
合
体
、
性
腺
刺
激

ホ
ル
モ
ン
放
出
ホ
ル
モ
ン
剤
、
性
腺
刺
激
ホ
ル
モ
ン
製
剤
、
ゴ
ナ
ド
ト
ロ
ピ
ン
放
出
ホ
ル
モ
ン
誘
導
体
、
ソ

マ
ト
ス
タ
チ
ン
ア
ナ
ロ
グ
、
顆か

粒
球
コ
ロ
ニ
ー
形
成
刺
激
因
子
製
剤
、
自
己
連
続
携
行
式
腹
膜
灌か
ん

流
用
灌か
ん

流

イ
ン
ス
リ
ン
製
剤
、
ヒ
ト
成
長
ホ
ル
モ
ン
剤
、
遺
伝
子
組
換
え
活
性
型
血
液
凝
固
第
Ⅶ
因
子
製
剤
、
乾
燥

濃
縮
人
血
液
凝
固
第
Ⅹ
因
子
加
活
性
化
第
Ⅶ
因
子
製
剤
、
乾
燥
人
血
液
凝
固
第
Ⅷ
因
子
製
剤
、
遺
伝
子
組
換

え
型
血
液
凝
固
第
Ⅷ
因
子
製
剤
、
乾
燥
人
血
液
凝
固
第
Ⅸ
因
子
製
剤
、
遺
伝
子
組
換
え
型
血
液
凝
固
第
Ⅸ
因

子
製
剤
、
活
性
化
プ
ロ
ト
ロ
ン
ビ
ン
複
合
体
、
乾
燥
人
血
液
凝
固
因
子
抗
体
迂う

回
活
性
複
合
体
、
性
腺
刺
激

ホ
ル
モ
ン
放
出
ホ
ル
モ
ン
剤
、
性
腺
刺
激
ホ
ル
モ
ン
製
剤
、
ゴ
ナ
ド
ト
ロ
ピ
ン
放
出
ホ
ル
モ
ン
誘
導
体
、
ソ

マ
ト
ス
タ
チ
ン
ア
ナ
ロ
グ
、
顆か

粒
球
コ
ロ
ニ
ー
形
成
刺
激
因
子
製
剤
、
自
己
連
続
携
行
式
腹
膜
灌か
ん

流
用
灌か
ん

流

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報
〇
厚
生
労
働
省
告
示
第
三
百
十
一
号

保
険
医
療
機
関
及
び
保
険
医
療
養
担
当
規
則
（
昭
和
三
十
二
年
厚
生
省
令
第
十
五
号
）
第
十
九
条
第
一
項
本
文
、
第
二
十
条
第
二
号
ヘ
及
び
ト
並
び
に
第
二
十
一
条
第
二
号
ヘ
並
び
に
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
の
規
定
に
よ
る

療
養
の
給
付
等
の
取
扱
い
及
び
担
当
に
関
す
る
基
準
（
昭
和
五
十
八
年
厚
生
省
告
示
第
十
四
号
）
第
十
九
条
第
一
項
本
文
、
第
二
十
条
第
三
号
ヘ
及
び
ト
、
第
二
十
一
条
第
三
号
ヘ
並
び
に
第
三
十
一
条
本
文
の
規
定
に
基
づ
き
、
療
担
規
則
及

び
薬
担
規
則
並
び
に
療
担
基
準
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
掲
示
事
項
等
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
百
七
号
）
の
一
部
を
次
の
表
の
よ
う
に
改
正
し
、
令
和
八
年
八
月
十
三
日
か
ら
適
用
す
る
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

厚
生
労
働
大
臣

上
野
賢
一
郎





液
、
在
宅
中
心
静
脈
栄
養
法
用
輸
液
、
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ロ
ン
ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ロ
ン
ベ
ー
タ

製
剤
、
ブ
プ
レ
ノ
ル
フ
ィ
ン
製
剤
、
抗
悪
性
腫
瘍
剤
、
グ
ル
カ
ゴ
ン
製
剤
、
グ
ル
カ
ゴ
ン
様
ペ
プ
チ
ド

１

受
容
体
ア
ゴ
ニ
ス
ト
、
ヒ
ト
ソ
マ
ト
メ
ジ
ン
Ｃ
製
剤
、
人
工
腎
臓
用
透
析
液
（
在
宅
血
液
透
析
を
行
っ
て
い

る
患
者
（
以
下
「
在
宅
血
液
透
析
患
者
」
と
い
う
。）に
対
し
て
使
用
す
る
場
合
に
限
る
。）、
血
液
凝
固
阻
止

剤
（
在
宅
血
液
透
析
患
者
に
対
し
て
使
用
す
る
場
合
に
限
る
。）、
生
理
食
塩
水
（
在
宅
血
液
透
析
患
者
に
対

し
て
使
用
す
る
場
合
及
び
本
号
に
掲
げ
る
注
射
薬
を
投
与
す
る
に
当
た
り
そ
の
溶
解
又
は
希
釈
に
用
い
る
場

合
に
限
る
。）、
プ
ロ
ス
タ
グ
ラ
ン
ジ
ン
I２
製
剤
、
モ
ル
ヒ
ネ
塩
酸
塩
製
剤
、
エ
タ
ネ
ル
セ
プ
ト
製
剤
、
注
射

用
水
（
本
号
に
掲
げ
る
注
射
薬
を
投
与
す
る
に
当
た
り
そ
の
溶
解
又
は
希
釈
に
用
い
る
場
合
に
限
る
。）、
ペ

グ
ビ
ソ
マ
ン
ト
製
剤
、
ス
マ
ト
リ
プ
タ
ン
製
剤
、
フ
ェ
ン
タ
ニ
ル
ク
エ
ン
酸
塩
製
剤
、
複
方
オ
キ
シ
コ
ド
ン

製
剤
、
ベ
タ
メ
タ
ゾ
ン
リ
ン
酸
エ
ス
テ
ル
ナ
ト
リ
ウ
ム
製
剤
、
デ
キ
サ
メ
タ
ゾ
ン
リ
ン
酸
エ
ス
テ
ル
ナ
ト
リ

ウ
ム
製
剤
、
デ
キ
サ
メ
タ
ゾ
ン
メ
タ
ス
ル
ホ
安
息
香
酸
エ
ス
テ
ル
ナ
ト
リ
ウ
ム
製
剤
、
プ
ロ
ト
ン
ポ
ン
プ
阻

害
剤
、
H２
遮
断
剤
、
カ
ル
バ
ゾ
ク
ロ
ム
ス
ル
ホ
ン
酸
ナ
ト
リ
ウ
ム
製
剤
、
ト
ラ
ネ
キ
サ
ム
酸
製
剤
、
フ
ル
ル

ビ
プ
ロ
フ
ェ
ン
ア
キ
セ
チ
ル
製
剤
、
メ
ト
ク
ロ
プ
ラ
ミ
ド
製
剤
、
プ
ロ
ク
ロ
ル
ペ
ラ
ジ
ン
製
剤
、
ブ
チ
ル
ス

コ
ポ
ラ
ミ
ン
臭
化
物
製
剤
、
グ
リ
チ
ル
リ
チ
ン
酸
モ
ノ
ア
ン
モ
ニ
ウ
ム
・
グ
リ
シ
ン
・
Ｌ

シ
ス
テ
イ
ン
塩

酸
塩
配
合
剤
、
ア
ダ
リ
ム
マ
ブ
製
剤
、
エ
リ
ス
ロ
ポ
エ
チ
ン
（
在
宅
血
液
透
析
又
は
在
宅
腹
膜
灌か

ん

流
を
行
っ

て
い
る
患
者
の
う
ち
腎
性
貧
血
状
態
に
あ
る
も
の
に
対
し
て
使
用
す
る
場
合
に
限
る
。）、
ダ
ル
ベ
ポ
エ
チ
ン

（
在
宅
血
液
透
析
又
は
在
宅
腹
膜
灌か
ん

流
を
行
っ
て
い
る
患
者
の
う
ち
腎
性
貧
血
状
態
に
あ
る
も
の
に
対
し
て

使
用
す
る
場
合
に
限
る
。）、
テ
リ
パ
ラ
チ
ド
製
剤
、
ア
ド
レ
ナ
リ
ン
製
剤
、
ヘ
パ
リ
ン
カ
ル
シ
ウ
ム
製
剤
、

オ
キ
シ
コ
ド
ン
塩
酸
塩
製
剤
、
ア
ポ
モ
ル
ヒ
ネ
塩
酸
塩
製
剤
、
セ
ル
ト
リ
ズ
マ
ブ
ペ
ゴ
ル
製
剤
、
ト
シ
リ
ズ

液
、
在
宅
中
心
静
脈
栄
養
法
用
輸
液
、
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ロ
ン
ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ロ
ン
ベ
ー
タ

製
剤
、
ブ
プ
レ
ノ
ル
フ
ィ
ン
製
剤
、
抗
悪
性
腫
瘍
剤
、
グ
ル
カ
ゴ
ン
製
剤
、
グ
ル
カ
ゴ
ン
様
ペ
プ
チ
ド

１

受
容
体
ア
ゴ
ニ
ス
ト
、
ヒ
ト
ソ
マ
ト
メ
ジ
ン
Ｃ
製
剤
、
人
工
腎
臓
用
透
析
液
（
在
宅
血
液
透
析
を
行
っ
て
い

る
患
者
（
以
下
「
在
宅
血
液
透
析
患
者
」
と
い
う
。）に
対
し
て
使
用
す
る
場
合
に
限
る
。）、
血
液
凝
固
阻
止

剤
（
在
宅
血
液
透
析
患
者
に
対
し
て
使
用
す
る
場
合
に
限
る
。）、
生
理
食
塩
水
（
在
宅
血
液
透
析
患
者
に
対

し
て
使
用
す
る
場
合
及
び
本
号
に
掲
げ
る
注
射
薬
を
投
与
す
る
に
当
た
り
そ
の
溶
解
又
は
希
釈
に
用
い
る
場

合
に
限
る
。）、
プ
ロ
ス
タ
グ
ラ
ン
ジ
ン
I２
製
剤
、
モ
ル
ヒ
ネ
塩
酸
塩
製
剤
、
エ
タ
ネ
ル
セ
プ
ト
製
剤
、
注
射

用
水
（
本
号
に
掲
げ
る
注
射
薬
を
投
与
す
る
に
当
た
り
そ
の
溶
解
又
は
希
釈
に
用
い
る
場
合
に
限
る
。）、
ペ

グ
ビ
ソ
マ
ン
ト
製
剤
、
ス
マ
ト
リ
プ
タ
ン
製
剤
、
フ
ェ
ン
タ
ニ
ル
ク
エ
ン
酸
塩
製
剤
、
複
方
オ
キ
シ
コ
ド
ン

製
剤
、
ベ
タ
メ
タ
ゾ
ン
リ
ン
酸
エ
ス
テ
ル
ナ
ト
リ
ウ
ム
製
剤
、
デ
キ
サ
メ
タ
ゾ
ン
リ
ン
酸
エ
ス
テ
ル
ナ
ト
リ

ウ
ム
製
剤
、
デ
キ
サ
メ
タ
ゾ
ン
メ
タ
ス
ル
ホ
安
息
香
酸
エ
ス
テ
ル
ナ
ト
リ
ウ
ム
製
剤
、
プ
ロ
ト
ン
ポ
ン
プ
阻

害
剤
、
H２
遮
断
剤
、
カ
ル
バ
ゾ
ク
ロ
ム
ス
ル
ホ
ン
酸
ナ
ト
リ
ウ
ム
製
剤
、
ト
ラ
ネ
キ
サ
ム
酸
製
剤
、
フ
ル
ル

ビ
プ
ロ
フ
ェ
ン
ア
キ
セ
チ
ル
製
剤
、
メ
ト
ク
ロ
プ
ラ
ミ
ド
製
剤
、
プ
ロ
ク
ロ
ル
ペ
ラ
ジ
ン
製
剤
、
ブ
チ
ル
ス

コ
ポ
ラ
ミ
ン
臭
化
物
製
剤
、
グ
リ
チ
ル
リ
チ
ン
酸
モ
ノ
ア
ン
モ
ニ
ウ
ム
・
グ
リ
シ
ン
・
Ｌ

シ
ス
テ
イ
ン
塩

酸
塩
配
合
剤
、
ア
ダ
リ
ム
マ
ブ
製
剤
、
エ
リ
ス
ロ
ポ
エ
チ
ン
（
在
宅
血
液
透
析
又
は
在
宅
腹
膜
灌か

ん

流
を
行
っ

て
い
る
患
者
の
う
ち
腎
性
貧
血
状
態
に
あ
る
も
の
に
対
し
て
使
用
す
る
場
合
に
限
る
。）、
ダ
ル
ベ
ポ
エ
チ
ン

（
在
宅
血
液
透
析
又
は
在
宅
腹
膜
灌か
ん

流
を
行
っ
て
い
る
患
者
の
う
ち
腎
性
貧
血
状
態
に
あ
る
も
の
に
対
し
て

使
用
す
る
場
合
に
限
る
。）、
テ
リ
パ
ラ
チ
ド
製
剤
、
ア
ド
レ
ナ
リ
ン
製
剤
、
ヘ
パ
リ
ン
カ
ル
シ
ウ
ム
製
剤
、

オ
キ
シ
コ
ド
ン
塩
酸
塩
製
剤
、
ア
ポ
モ
ル
ヒ
ネ
塩
酸
塩
製
剤
、
セ
ル
ト
リ
ズ
マ
ブ
ペ
ゴ
ル
製
剤
、
ト
シ
リ
ズ

マ
ブ
製
剤
、
メ
ト
レ
レ
プ
チ
ン
製
剤
、
ア
バ
タ
セ
プ
ト
製
剤
、
ｐ
Ｈ
４
処
理
酸
性
人
免
疫
グ
ロ
ブ
リ
ン
（
皮

下
注
射
）
製
剤
、
電
解
質
製
剤
、
注
射
用
抗
菌
薬
、
エ
ダ
ラ
ボ
ン
製
剤
（
筋
萎
縮
性
側
索
硬
化
症
患
者
に
対

し
て
使
用
す
る
場
合
に
限
る
。）、
ア
ス
ホ
タ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
グ
ラ
チ
ラ
マ
ー
酢
酸
塩
製
剤
、
脂
肪

乳
剤
、
セ
ク
キ
ヌ
マ
ブ
製
剤
、
エ
ボ
ロ
ク
マ
ブ
製
剤
、
ブ
ロ
ダ
ル
マ
ブ
製
剤
、
ア
リ
ロ
ク
マ
ブ
製
剤
、
ベ
リ

ム
マ
ブ
製
剤
、
イ
キ
セ
キ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
ゴ
リ
ム
マ
ブ
製
剤
、
エ
ミ
シ
ズ
マ
ブ
製
剤
、イ
カ
チ
バ
ン
ト
製
剤
、

サ
リ
ル
マ
ブ
製
剤
、
デ
ュ
ピ
ル
マ
ブ
製
剤
、
ヒ
ド
ロ
モ
ル
フ
ォ
ン
塩
酸
塩
製
剤
、
イ
ン
ス
リ
ン
・
グ
ル
カ
ゴ

ン
様
ペ
プ
チ
ド

１
受
容
体
ア
ゴ
ニ
ス
ト
配
合
剤
、
ヒ
ド
ロ
コ
ル
チ
ゾ
ン
コ
ハ
ク
酸
エ
ス
テ
ル
ナ
ト
リ
ウ
ム

製
剤
、
遺
伝
子
組
換
え
ヒ
トv
o
n
W
illeb
ra
n
d

因
子
製
剤
、
ブ
ロ
ス
マ
ブ
製
剤
、
ア
ガ
ル
シ
ダ
ー
ゼ

ア

ル
フ
ァ
製
剤
、
ア
ガ
ル
シ
ダ
ー
ゼ

ベ
ー
タ
製
剤
、
ア
ル
グ
ル
コ
シ
ダ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
イ
デ
ュ
ル

ス
ル
フ
ァ
ー
ゼ
製
剤
、
イ
ミ
グ
ル
セ
ラ
ー
ゼ
製
剤
、
エ
ロ
ス
ル
フ
ァ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
ガ
ル
ス
ル

フ
ァ
ー
ゼ
製
剤
、
セ
ベ
リ
パ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、ベ
ラ
グ
ル
セ
ラ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、ラ
ロ
ニ
ダ
ー

ゼ
製
剤
、
メ
ポ
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
オ
マ
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
（
季
節
性
ア
レ
ル
ギ
ー
性
鼻
炎
の
治
療
の
た
め
に
使

用
す
る
場
合
を
除
く
。）、
テ
デ
ュ
グ
ル
チ
ド
製
剤
、
サ
ト
ラ
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
ビ
ル
ト
ラ
ル
セ
ン
製
剤
、
レ

ム
デ
シ
ビ
ル
製
剤
、
ガ
ル
カ
ネ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
オ
フ
ァ
ツ
ム
マ
ブ
製
剤
、
ボ
ソ
リ
チ
ド
製
剤
、
エ
レ
ヌ
マ
ブ

製
剤
、
ア
バ
ロ
パ
ラ
チ
ド
酢
酸
塩
製
剤
、
カ
プ
ラ
シ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
乾
燥
濃
縮
人
Ｃ
１

イ
ン
ア
ク
チ
ベ
ー

タ
ー
製
剤
、
フ
レ
マ
ネ
ズ
マ
ブ
製
剤
（
四
週
間
に
一
回
投
与
す
る
場
合
に
限
る
。）、
メ
ト
ト
レ
キ
サ
ー
ト
製

剤
、
チ
ル
ゼ
パ
チ
ド
製
剤
、
ビ
メ
キ
ズ
マ
ブ
製
剤
（
四
週
間
を
超
え
る
間
隔
で
投
与
す
る
場
合
を
除
く
。）、

ホ
ス
レ
ボ
ド
パ
・
ホ
ス
カ
ル
ビ
ド
パ
水
和
物
配
合
剤
、ペ
グ
バ
リ
ア
ー
ゼ
製
剤
、パ
ビ
ナ
フ
ス
プ

ア
ル
フ
ァ

マ
ブ
製
剤
、
メ
ト
レ
レ
プ
チ
ン
製
剤
、
ア
バ
タ
セ
プ
ト
製
剤
、
ｐ
Ｈ
４
処
理
酸
性
人
免
疫
グ
ロ
ブ
リ
ン
（
皮

下
注
射
）
製
剤
、
電
解
質
製
剤
、
注
射
用
抗
菌
薬
、
エ
ダ
ラ
ボ
ン
製
剤
（
筋
萎
縮
性
側
索
硬
化
症
患
者
に
対

し
て
使
用
す
る
場
合
に
限
る
。）、
ア
ス
ホ
タ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
グ
ラ
チ
ラ
マ
ー
酢
酸
塩
製
剤
、
脂
肪

乳
剤
、
セ
ク
キ
ヌ
マ
ブ
製
剤
、
エ
ボ
ロ
ク
マ
ブ
製
剤
、
ブ
ロ
ダ
ル
マ
ブ
製
剤
、
ア
リ
ロ
ク
マ
ブ
製
剤
、
ベ
リ

ム
マ
ブ
製
剤
、
イ
キ
セ
キ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
ゴ
リ
ム
マ
ブ
製
剤
、
エ
ミ
シ
ズ
マ
ブ
製
剤
、イ
カ
チ
バ
ン
ト
製
剤
、

サ
リ
ル
マ
ブ
製
剤
、
デ
ュ
ピ
ル
マ
ブ
製
剤
、
ヒ
ド
ロ
モ
ル
フ
ォ
ン
塩
酸
塩
製
剤
、
イ
ン
ス
リ
ン
・
グ
ル
カ
ゴ

ン
様
ペ
プ
チ
ド

１
受
容
体
ア
ゴ
ニ
ス
ト
配
合
剤
、
ヒ
ド
ロ
コ
ル
チ
ゾ
ン
コ
ハ
ク
酸
エ
ス
テ
ル
ナ
ト
リ
ウ
ム

製
剤
、
遺
伝
子
組
換
え
ヒ
トv

o
n
W
illeb
ra
n
d

因
子
製
剤
、
ブ
ロ
ス
マ
ブ
製
剤
、
ア
ガ
ル
シ
ダ
ー
ゼ

ア

ル
フ
ァ
製
剤
、
ア
ガ
ル
シ
ダ
ー
ゼ

ベ
ー
タ
製
剤
、
ア
ル
グ
ル
コ
シ
ダ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
イ
デ
ュ
ル

ス
ル
フ
ァ
ー
ゼ
製
剤
、
イ
ミ
グ
ル
セ
ラ
ー
ゼ
製
剤
、
エ
ロ
ス
ル
フ
ァ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
ガ
ル
ス
ル

フ
ァ
ー
ゼ
製
剤
、
セ
ベ
リ
パ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、ベ
ラ
グ
ル
セ
ラ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、ラ
ロ
ニ
ダ
ー

ゼ
製
剤
、
メ
ポ
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
オ
マ
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
（
季
節
性
ア
レ
ル
ギ
ー
性
鼻
炎
の
治
療
の
た
め
に
使

用
す
る
場
合
を
除
く
。）、
テ
デ
ュ
グ
ル
チ
ド
製
剤
、
サ
ト
ラ
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
ビ
ル
ト
ラ
ル
セ
ン
製
剤
、
レ

ム
デ
シ
ビ
ル
製
剤
、
ガ
ル
カ
ネ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
オ
フ
ァ
ツ
ム
マ
ブ
製
剤
、
ボ
ソ
リ
チ
ド
製
剤
、
エ
レ
ヌ
マ
ブ

製
剤
、
ア
バ
ロ
パ
ラ
チ
ド
酢
酸
塩
製
剤
、
カ
プ
ラ
シ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
乾
燥
濃
縮
人
Ｃ
１

イ
ン
ア
ク
チ
ベ
ー

タ
ー
製
剤
、
フ
レ
マ
ネ
ズ
マ
ブ
製
剤
（
四
週
間
に
一
回
投
与
す
る
場
合
に
限
る
。）、
メ
ト
ト
レ
キ
サ
ー
ト
製

剤
、
チ
ル
ゼ
パ
チ
ド
製
剤
、
ビ
メ
キ
ズ
マ
ブ
製
剤
（
四
週
間
を
超
え
る
間
隔
で
投
与
す
る
場
合
を
除
く
。）、

ホ
ス
レ
ボ
ド
パ
・
ホ
ス
カ
ル
ビ
ド
パ
水
和
物
配
合
剤
、ペ
グ
バ
リ
ア
ー
ゼ
製
剤
、パ
ビ
ナ
フ
ス
プ

ア
ル
フ
ァ
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製
剤
、
ア
バ
ル
グ
ル
コ
シ
ダ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
ラ
ナ
デ
ル
マ
ブ
製
剤
、
ネ
モ
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
ペ
グ

セ
タ
コ
プ
ラ
ン
製
剤
、
ジ
ル
コ
プ
ラ
ン
ナ
ト
リ
ウ
ム
製
剤
、
コ
ン
シ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
テ
ゼ
ペ
ル
マ
ブ
製
剤
、

オ
ゾ
ラ
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
ト
ラ
ロ
キ
ヌ
マ
ブ
製
剤
、
エ
フ
ガ
ル
チ
ギ
モ
ド

ア
ル
フ
ァ
・
ボ
ル
ヒ
ア
ル
ロ
ニ

ダ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
配
合
剤
、
ド
ブ
タ
ミ
ン
塩
酸
塩
製
剤
、
ド
パ
ミ
ン
塩
酸
塩
製
剤
、
ノ
ル
ア
ド
レ
ナ
リ
ン

製
剤
、
ベ
ド
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
ミ
リ
キ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
乾
燥
濃
縮
人
プ
ロ
テ
イ
ン
Ｃ
製
剤
、
メ
コ
バ
ラ
ミ
ン

製
剤
、
ベ
ン
ラ
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
（
四
週
間
を
超
え
る
間
隔
で
投
与
す
る
場
合
を
除
く
。）、
マ
ル
ス
タ
シ
マ
ブ

製
剤
、
ロ
ザ
ノ
リ
キ
シ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
レ
ブ
リ
キ
ズ
マ
ブ
製
剤
、ク
ロ
バ
リ
マ
ブ
製
剤
、シ
パ
グ
ル
コ
シ
ダ
ー

ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
パ
ロ
ペ
グ
テ
リ
パ
ラ
チ
ド
製
剤
、
ア
パ
ダ
ム
タ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
・
シ
ナ
キ
サ
ダ
ム

タ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
オ
リ
プ
ダ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
ア
ニ
フ
ロ
ル
マ
ブ
製
剤
、
ガ
ラ
ダ
シ
マ
ブ

製
剤
、
グ
セ
ル
ク
マ
ブ
製
剤
（
四
週
間
を
超
え
る
間
隔
で
投
与
す
る
場
合
を
除
く
。）、
ｐ
Ｈ
４
処
理
酸
性
人

免
疫
グ
ロ
ブ
リ
ン
（
皮
下
注
射
）・
ボ
ル
ヒ
ア
ル
ロ
ニ
ダ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
ア
ナ
キ
ン
ラ
製
剤
及
び

イ
サ
ツ
キ
シ
マ
ブ
製
剤

製
剤
、
ア
バ
ル
グ
ル
コ
シ
ダ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
ラ
ナ
デ
ル
マ
ブ
製
剤
、
ネ
モ
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
ペ
グ

セ
タ
コ
プ
ラ
ン
製
剤
、
ジ
ル
コ
プ
ラ
ン
ナ
ト
リ
ウ
ム
製
剤
、
コ
ン
シ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
テ
ゼ
ペ
ル
マ
ブ
製
剤
、

オ
ゾ
ラ
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
ト
ラ
ロ
キ
ヌ
マ
ブ
製
剤
、
エ
フ
ガ
ル
チ
ギ
モ
ド

ア
ル
フ
ァ
・
ボ
ル
ヒ
ア
ル
ロ
ニ

ダ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
配
合
剤
、
ド
ブ
タ
ミ
ン
塩
酸
塩
製
剤
、
ド
パ
ミ
ン
塩
酸
塩
製
剤
、
ノ
ル
ア
ド
レ
ナ
リ
ン

製
剤
、
ベ
ド
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
ミ
リ
キ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
乾
燥
濃
縮
人
プ
ロ
テ
イ
ン
Ｃ
製
剤
、
メ
コ
バ
ラ
ミ
ン

製
剤
、
ベ
ン
ラ
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
（
四
週
間
を
超
え
る
間
隔
で
投
与
す
る
場
合
を
除
く
。）、
マ
ル
ス
タ
シ
マ
ブ

製
剤
、
ロ
ザ
ノ
リ
キ
シ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
レ
ブ
リ
キ
ズ
マ
ブ
製
剤
、ク
ロ
バ
リ
マ
ブ
製
剤
、シ
パ
グ
ル
コ
シ
ダ
ー

ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
パ
ロ
ペ
グ
テ
リ
パ
ラ
チ
ド
製
剤
、
ア
パ
ダ
ム
タ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
・
シ
ナ
キ
サ
ダ
ム

タ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
オ
リ
プ
ダ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
ア
ニ
フ
ロ
ル
マ
ブ
製
剤
、
ガ
ラ
ダ
シ
マ
ブ

製
剤
、
グ
セ
ル
ク
マ
ブ
製
剤
（
四
週
間
を
超
え
る
間
隔
で
投
与
す
る
場
合
を
除
く
。）及
び
ｐ
Ｈ
４
処
理
酸
性

人
免
疫
グ
ロ
ブ
リ
ン
（
皮
下
注
射
）・
ボ
ル
ヒ
ア
ル
ロ
ニ
ダ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤

二

投
薬
期
間
に
上
限
が
設
け
ら
れ
て
い
る
医
薬
品

二

投
薬
期
間
に
上
限
が
設
け
ら
れ
て
い
る
医
薬
品

療
担
規
則
第
二
十
条
第
二
号
ヘ
及
び
ト
並
び
に
第
二
十
一
条
第
二
号
ヘ
並
び
に
療
担
基
準
第
二
十
条
第

三
号
ヘ
及
び
ト
並
び
に
第
二
十
一
条
第
三
号
ヘ
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
投
薬
量
又
は
投
与
量
が
十
四

日
分
を
限
度
と
さ
れ
る
内
服
薬
及
び
外
用
薬
並
び
に
注
射
薬

療
担
規
則
第
二
十
条
第
二
号
ヘ
及
び
ト
並
び
に
第
二
十
一
条
第
二
号
ヘ
並
び
に
療
担
基
準
第
二
十
条
第

三
号
ヘ
及
び
ト
並
び
に
第
二
十
一
条
第
三
号
ヘ
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
投
薬
量
又
は
投
与
量
が
十
四

日
分
を
限
度
と
さ
れ
る
内
服
薬
及
び
外
用
薬
並
び
に
注
射
薬

イ
・
ロ

（
略
）

イ
・
ロ

（
略
）

ハ

新
医
薬
品
（
医
薬
品
、
医
療
機
器
等
の
品
質
、
有
効
性
及
び
安
全
性
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
（
昭

和
三
十
五
年
法
律
第
百
四
十
五
号
）
第
十
四
条
の
四
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
新
医
薬
品
を
い
う
。）

で
あ
っ
て
、
使
用
薬
剤
の
薬
価
（
薬
価
基
準
）
へ
の
収
載
の
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
の
初
日
か
ら
起
算

し
て
一
年
（
厚
生
労
働
大
臣
が
指
定
す
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
厚
生
労
働
大
臣
が
指
定
す
る
期
間
）
を

経
過
し
て
い
な
い
も
の
（
次
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。）

ハ

新
医
薬
品
（
医
薬
品
、
医
療
機
器
等
の
品
質
、
有
効
性
及
び
安
全
性
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
（
昭

和
三
十
五
年
法
律
第
百
四
十
五
号
）
第
十
四
条
の
四
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
新
医
薬
品
を
い
う
。）

で
あ
っ
て
、
使
用
薬
剤
の
薬
価
（
薬
価
基
準
）
へ
の
収
載
の
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
の
初
日
か
ら
起
算

し
て
一
年
（
厚
生
労
働
大
臣
が
指
定
す
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
厚
生
労
働
大
臣
が
指
定
す
る
期
間
）
を

経
過
し
て
い
な
い
も
の
（
次
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。）

エ
ブ
リ
ス
デ
ィ
ド
ラ
イ
シ
ロ
ッ
プ
六
〇
㎎
、
シ
ア
リ
ス
錠
五
㎎
、
シ
ア
リ
ス
錠
一
〇
㎎
、
シ
ア
リ
ス

錠
二
〇
㎎
、
バ
イ
ア
グ
ラ
錠
二
五
㎎
、
バ
イ
ア
グ
ラ
錠
五
〇
㎎
、バ
イ
ア
グ
ラ
Ｏ
Ｄ
フ
ィ
ル
ム
二
五
㎎
、

バ
イ
ア
グ
ラ
Ｏ
Ｄ
フ
ィ
ル
ム
五
〇
㎎
、
ガ
ニ
レ
ス
ト
皮
下
注
〇
・
二
五
㎎
シ
リ
ン
ジ
、
セ
ト
ロ
タ
イ
ド

注
射
用
〇
・
二
五
㎎
、
ウ
ト
ロ
ゲ
ス
タ
ン
腟ち
つ

用
カ
プ
セ
ル
二
〇
〇
㎎
、
ル
テ
ィ
ナ
ス
腟ち
つ

錠
一
〇
〇
㎎
、

ル
テ
ウ
ム
腟ち
つ

用
坐ざ

剤
四
〇
〇
㎎
、
ワ
ン
ク
リ
ノ
ン
腟ち
つ

用
ゲ
ル
九
〇
㎎
、
ボ
カ
ブ
リ
ア
錠
三
〇
㎎
、
コ
セ

ル
ゴ
カ
プ
セ
ル
一
〇
㎎
（
一
回
の
投
薬
量
が
二
十
八
日
分
以
内
で
あ
る
場
合
に
限
る
。）、
コ
セ
ル
ゴ
カ

プ
セ
ル
二
五
㎎
（
一
回
の
投
薬
量
が
二
十
八
日
分
以
内
で
あ
る
場
合
に
限
る
。）、
リ
バ
ゼ
ブ
配
合
錠
Ｌ

Ｄ
、
リ
バ
ゼ
ブ
配
合
錠
Ｈ
Ｄ
、
グ
ラ
ア
ル
フ
ァ
配
合
点
眼
液
、
ゾ
キ
ン
ヴ
ィ
カ
プ
セ
ル
五
〇
㎎
、
ゾ
キ

ン
ヴ
ィ
カ
プ
セ
ル
七
五
㎎
、
ア
リ
ッ
サ
配
合
錠
、
ユ
バ
ン
シ
配
合
錠
、
リ
ブ
マ
ー
リ
内
用
液
一
〇
㎎
／

mL
、
ビ
ル
ベ
イ
顆
粒
二
〇
〇
㎍
、
ビ
ル
ベ
イ
顆
粒
六
〇
〇
㎍
（
一
回
の
投
薬
量
が
三
十
日
分
以
内
で
あ

る
場
合
に
限
る
。）、
ボ
ラ
ニ
ゴ
錠
一
〇
㎎（
一
回
の
投
薬
量
が
三
十
日
分
以
内
で
あ
る
場
合
に
限
る
。）、

イ
ド
ビ
ン
ソ
配
合
錠
、
ド
ジ
ョ
ル
ビ
内
用
液
一
〇
〇
％
及
び
マ
ル
シ
ロ
ン
配
合
錠
（
一
回
の
投
薬
量
が

二
十
日
分
以
内
で
あ
る
場
合
に
限
る
。）

エ
ブ
リ
ス
デ
ィ
ド
ラ
イ
シ
ロ
ッ
プ
六
〇
㎎
、
シ
ア
リ
ス
錠
五
㎎
、
シ
ア
リ
ス
錠
一
〇
㎎
、
シ
ア
リ
ス

錠
二
〇
㎎
、
バ
イ
ア
グ
ラ
錠
二
五
㎎
、
バ
イ
ア
グ
ラ
錠
五
〇
㎎
、バ
イ
ア
グ
ラ
Ｏ
Ｄ
フ
ィ
ル
ム
二
五
㎎
、

バ
イ
ア
グ
ラ
Ｏ
Ｄ
フ
ィ
ル
ム
五
〇
㎎
、
ガ
ニ
レ
ス
ト
皮
下
注
〇
・
二
五
㎎
シ
リ
ン
ジ
、
セ
ト
ロ
タ
イ
ド

注
射
用
〇
・
二
五
㎎
、
ウ
ト
ロ
ゲ
ス
タ
ン
腟ち

つ

用
カ
プ
セ
ル
二
〇
〇
㎎
、
ル
テ
ィ
ナ
ス
腟ち
つ

錠
一
〇
〇
㎎
、

ル
テ
ウ
ム
腟ち
つ

用
坐ざ

剤
四
〇
〇
㎎
、
ワ
ン
ク
リ
ノ
ン
腟ち
つ

用
ゲ
ル
九
〇
㎎
、
ボ
カ
ブ
リ
ア
錠
三
〇
㎎
、
コ
セ

ル
ゴ
カ
プ
セ
ル
一
〇
㎎
（
一
回
の
投
薬
量
が
二
十
八
日
分
以
内
で
あ
る
場
合
に
限
る
。）、
コ
セ
ル
ゴ
カ

プ
セ
ル
二
五
㎎
（
一
回
の
投
薬
量
が
二
十
八
日
分
以
内
で
あ
る
場
合
に
限
る
。）、
リ
バ
ゼ
ブ
配
合
錠
Ｌ

Ｄ
、
リ
バ
ゼ
ブ
配
合
錠
Ｈ
Ｄ
、
グ
ラ
ア
ル
フ
ァ
配
合
点
眼
液
、
ゾ
キ
ン
ヴ
ィ
カ
プ
セ
ル
五
〇
㎎
、
ゾ
キ

ン
ヴ
ィ
カ
プ
セ
ル
七
五
㎎
、
ア
リ
ッ
サ
配
合
錠
、
ユ
バ
ン
シ
配
合
錠
、
リ
ブ
マ
ー
リ
内
用
液
一
〇
㎎
／

mL
、
ビ
ル
ベ
イ
顆
粒
二
〇
〇
㎍
、
ビ
ル
ベ
イ
顆
粒
六
〇
〇
㎍
（
一
回
の
投
薬
量
が
三
十
日
分
以
内
で
あ

る
場
合
に
限
る
。）、
ボ
ラ
ニ
ゴ
錠
一
〇
㎎（
一
回
の
投
薬
量
が
三
十
日
分
以
内
で
あ
る
場
合
に
限
る
。）、

イ
ド
ビ
ン
ソ
配
合
錠
及
び
ド
ジ
ョ
ル
ビ
内
用
液
一
〇
〇
％

・

（
略
）

・

（
略
）
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（ 傍 線 部 分 は 改 正 部 分 ）

改 正 後 改 正 前

別表１ 別表１

薬 剤 番 号 薬 剤 番 号

（略） （略）

10


インコボツリヌストキシンＡ（当該薬剤の注意事項等情

報として公表された効能又は効果及び用法又は用量（令

和７年６月24日に、医薬品医療機器等法第14条第13項の

規定により、既に承認された効能又は効果及び用法又は

用量の変更について承認されたものに限る。）に係るもの

に限る。


）

194、198、201、205、

210、253、255、271、

2226から2228まで、

2230、2234及び2412


10


インコボツリヌストキシンＡ（当該薬剤の注意事項等情

報として公表された効能又は効果及び用法又は用量（令

和７年６月24日に、医薬品医療機器等法第14条第13項の

規定により、既に承認された効能又は効果及び用法又は

用量の変更について承認されたものに限る。）に係るもの

に限る。


）

194、198、201、205、

210、253、255、271、

2226から2228まで、

2230、2234及び2412


インコボツリヌストキシンＡ（当該薬剤の注意事項等情

報として公表された効能又は効果及び用法又は用量（令

和８年６月19日に、医薬品医療機器等法第14条第13項の

規定により、既に承認された効能又は効果及び用法又は

用量の変更について承認されたものに限る。）に係るもの

に限る。


）

277から279まで


（略） （略）

18


トアルクエタマブ（遺伝子組換え）（当該薬剤の注意事項

等情報として公表された効能又は効果及び用法又は用量

（令和７年６月24日に、医薬品医療機器等法第14条第１

項の規定により承認されたものに限る。）に係るものに限

る。

）

2007、2008、2014及

び2015


18


トアルクエタマブ（遺伝子組換え）（当該薬剤の注意事項

等情報として公表された効能又は効果及び用法又は用量

（令和７年６月24日に、医薬品医療機器等法第14条第１

項の規定により承認されたものに限る。）に係るものに限

る。

）

2007、2008、2014及

び2015
トアルクエタマブ（遺伝子組換え）（当該薬剤の注意事項


等情報として公表された効能又は効果及び用法又は用量

（令和８年６月19日に、医薬品医療機器等法第14条第13

項の規定により、既に承認された用法又は用量の変更に

ついて承認されたものに限る。）に係るものに限る。


）

2011及び2019


（略） （略）

令
和

年

月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

〇 厚 生 労 働 省 告 示 第 三 百 十 二 号

厚 生 労 働 大 臣 が 指 定 す る 病 院 の 病 棟 に お け る 療 養 に 要 す る 費 用 の 額 の 算 定 方 法 （ 平 成 二 十 年 厚 生 労 働 省 告 示 第 九 十 三 号 ） 第 一 項 第 五 号 の 規 定 に 基 づ き 、 厚 生 労 働 大 臣 が 指 定 す る 病 院 の 病 棟 に お け る 療 養

に 要 す る 費 用 の 額 の 算 定 方 法 第 一 項 第 五 号 の 規 定 に 基 づ き 厚 生 労 働 大 臣 が 別 に 定 め る 者 （ 平 成 二 十 四 年 厚 生 労 働 省 告 示 第 百 四 十 号 ） の 一 部 を 次 の 表 の よ う に 改 正 し 、 令 和 八 年 八 月 十 三 日 か ら 適 用 す る 。

令 和 八 年 八 月 十 二 日 厚 生 労 働 大 臣 上 野 賢 一 郎


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

リツキシマブ（遺伝子組換え）（医薬品医療機器等法第14
条第13項の規定による承認事項の一部変更の承認の申請
であって、その申請書に添付しなければならない資料に
ついて、当該申請に係る事項が医学薬学上公知であると
認められる場合その他資料の添付を必要としない合理的
理由がある場合において、その申請者の依頼により実施
された臨床試験の試験成績に関する資料の添付を省略し
て行うことが適当と認められるものとして薬事審議会が
令和７年７月31日に事前の評価を終了したものに係る効
能又は効果及び用法又は用量の変更について承認された
ものに限る。


）

2049から2052まで


21


リツキシマブ（遺伝子組換え）（医薬品医療機器等法第14
条第13項の規定による承認事項の一部変更の承認の申請
であって、その申請書に添付しなければならない資料に
ついて、当該申請に係る事項が医学薬学上公知であると
認められる場合その他資料の添付を必要としない合理的
理由がある場合において、その申請者の依頼により実施
された臨床試験の試験成績に関する資料の添付を省略し
て行うことが適当と認められるものとして薬事審議会が
令和７年７月31日に事前の評価を終了したものに係る効
能又は効果及び用法又は用量の変更について承認された
ものに限る。


）

2049から2052まで


リツキシマブ（遺伝子組換え）（当該薬剤の注意事項等情
報として公表された効能又は効果及び用法又は用量（令
和８年６月19日に、医薬品医療機器等法第14条第13項の
規定により、既に承認された用法又は用量の変更につい
て承認されたものに限る。）に係るものに限る。


）

1753


（略） （略）

27


デュルバルマブ（遺伝子組換え）（当該薬剤の注意事項等
情報として公表された効能又は効果及び用法又は用量
（令和７年９月19日に、医薬品医療機器等法第14条第13
項の規定により、既に承認された効能又は効果及び用法
又は用量の変更について承認されたものに限る。）に係る
ものに限る。


）

511、512、1688から
1690 ま で、 1694、
1695、1698及び1699


27


デュルバルマブ（遺伝子組換え）（当該薬剤の注意事項等
情報として公表された効能又は効果及び用法又は用量
（令和７年９月19日に、医薬品医療機器等法第14条第13
項の規定により、既に承認された効能又は効果及び用法
又は用量の変更について承認されたものに限る。）に係る
ものに限る。


）

511、512、1688から
1690 ま で、 1694、
1695、1698及び1699


デュルバルマブ（遺伝子組換え）（当該薬剤の注意事項等
情報として公表された効能又は効果及び用法又は用量
（令和８年６月19日に、医薬品医療機器等法第14条第13
項の規定により、既に承認された効能又は効果及び用法
又は用量の変更について承認されたものに限る。）に係る
ものに限る。


）

894から897まで、
901から906まで、
909、910、914から
917まで、922から
924まで及び926から
929まで


（略） （略）

53


タファシタマブ（遺伝子組換え）（当該薬剤の注意事項等
情報として公表された効能又は効果及び用法又は用量
（令和７年12月22日に、医薬品医療機器等法第14条第１
項の規定により承認されたものに限る。）に係るものに限
る。

）

1982、2001、2003及
び2004


53


タファシタマブ（遺伝子組換え）（当該薬剤の注意事項等
情報として公表された効能又は効果及び用法又は用量
（令和７年12月22日に、医薬品医療機器等法第14条第１
項の規定により承認されたものに限る。）に係るものに限
る。

）

1982、2001、2003及
び2004


タファシタマブ（遺伝子組換え）（当該薬剤の注意事項等
情報として公表された効能又は効果及び用法又は用量
（令和８年６月19日に、医薬品医療機器等法第14条第13
項の規定により、既に承認された効能又は効果及び用法
又は用量の変更について承認されたものに限る。）に係る
ものに限る。


）

1982、2001、2003及
び2004


令
和

年

月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報





（略） （略）

81


ベバシズマブ（遺伝子組換え）（当該薬剤の注意事項等情

報として公表された効能又は効果及び用法又は用量（令

和８年６月19日に、医薬品医療機器等法第14条第13項の

規定により、既に承認された効能又は効果及び用法又は

用量の変更について承認されたものに限る。）に係るもの

に限る。


）

1295


（新設） （新設） （新設）

82


ｐＨ４処理酸性人免疫グロブリン（当該薬剤の注意事項

等情報として公表された効能又は効果及び用法又は用量

（令和８年６月19日に、医薬品医療機器等法第14条第13

項の規定により、既に承認された効能又は効果の変更に

ついて承認されたものに限る。）に係るものに限る。


）

220


（新設） （新設） （新設）

83


ポリエチレングリコール処理人免疫グロブリン（当該薬

剤の注意事項等情報として公表された効能又は効果及び

用法又は用量（令和８年６月19日に、医薬品医療機器等

法第14条第13項の規定により、既に承認された効能又は

効果の変更について承認されたものに限る。）に係るもの

に限る。


）

220、221及び230


（新設） （新設） （新設）

84


ソマプシタン（遺伝子組換え）（当該薬剤の注意事項等情

報として公表された効能又は効果及び用法又は用量（令

和８年６月19日に、医薬品医療機器等法第14条第13項の

規定により、既に承認された効能又は効果及び用法又は

用量の変更について承認されたものに限る。）に係るもの

に限る。


）

1641、2081、2082、

2085、2086、2089、

2090、2092、2094か

ら2096まで、2098、

2100、2102、2104、

2106、2109、2110、

2210及び2211


（新設） （新設） （新設）

85


エリグルスタット酒石酸塩（当該薬剤の注意事項等情報

として公表された効能又は効果及び用法又は用量（令和

８年６月19日に、医薬品医療機器等法第14条第13項の規

定により、既に承認された用法又は用量の変更について

承認されたものに限る。）に係るものに限る。


）

1635から1640まで


（新設） （新設） （新設）
エリグルスタット酒石酸塩（当該薬剤の注意事項等情報

として公表された効能又は効果及び用法又は用量（令和

８年６月19日に、医薬品医療機器等法第14条第１項の規

定により承認されたものに限る。）に係るものに限る。


）

1635から1640まで


86


イボシデニブ（当該薬剤の注意事項等情報として公表さ

れた効能又は効果及び用法又は用量（令和８年６月19日

に、医薬品医療機器等法第14条第13項の規定により、既

に承認された効能又は効果及び用法又は用量の変更につ

いて承認されたものに限る。）に係るものに限る。


）

1021から1023まで、

1030、1040、1044及

び1047


（新設） （新設） （新設）

令
和

年

月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報





87


セルペルカチニブ（当該薬剤の注意事項等情報として公
表された効能又は効果及び用法又は用量（令和８年６月
19日に、医薬品医療機器等法第14条第13項の規定により、
既に承認された用法又は用量の変更について承認された
ものに限る。）に係るものに限る。


）

1063、1068、1069、
1296、1299、1301、
1303、1304、1308、
1309、1311、1312、
1314、1320、1321、
1475、1480、1481、


（新設） （新設） （新設）

４から６まで、14、
15、25、26、317、
320、383から385ま
で、394、395、402、
458から460まで、
463、515、516、520、
660、894から897ま
で、901から904まで、
909、913、914、921、
922、932、934、940、
941、948、949、957、
958、967、975、982
から984まで、993、
994、 1000、 1012、
1021から1023まで、
1030、1040、1044、
1047、1056、1057、


1484、1526から1528
まで、1537、1538、
1562、1564、1596、
1650、1651、1655、
1658、1660、1665、
1668、1670、1672、
1676、1677、1681、
1685、1688、1689、
1694、1698、1699、
1707、1710、1717、
1724、1725、1727、
1728、1811、1812、
1818から1820まで、
1824、1828、1833、
1834、1840、1842、
1843、1847、1848、
1851、2445及び2447


88


Ａ型ボツリヌス毒素（当該薬剤の注意事項等情報として
公表された効能又は効果及び用法又は用量（令和８年６
月19日に、医薬品医療機器等法第14条第13項の規定によ
り、既に承認された用法又は用量の変更について承認さ
れたものに限る。）に係るものに限る。


）

全ての番号


（新設） （新設） （新設）

令
和

年

月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






89


チスレリズマブ（遺伝子組換え）（当該薬剤の注意事項等

情報として公表された効能又は効果及び用法又は用量

（令和８年６月19日に、医薬品医療機器等法第14条第13

項の規定により、既に承認された効能又は効果及び用法

又は用量の変更について承認されたものに限る。）に係る

ものに限る。


）

913から915まで及び

921から923まで


（新設） （新設） （新設）

90


バリシチニブ（当該薬剤の注意事項等情報として公表さ

れた効能又は効果及び用法又は用量（令和８年６月19日

に、医薬品医療機器等法第14条第13項の規定により、既

に承認された用法又は用量の変更について承認されたも

のに限る。）に係るものに限る。


）

1512


（新設） （新設） （新設）

91


テクリスタマブ（遺伝子組換え）（当該薬剤の注意事項等

情報として公表された効能又は効果及び用法又は用量

（令和８年６月19日に、医薬品医療機器等法第14条第13

項の規定により、既に承認された用法又は用量の変更に

ついて承認されたものに限る。）に係るものに限る。


）

2011及び2019


（新設） （新設） （新設）

92


リルザブルチニブ（当該薬剤の注意事項等情報として公

表された効能又は効果及び用法又は用量（令和８年６月

19日に、医薬品医療機器等法第14条第１項の規定により

承認されたものに限る。）に係るものに限る。


）

2061及び2065


（新設） （新設） （新設）

93


レニオリシブリン酸塩（当該薬剤の注意事項等情報とし

て公表された効能又は効果及び用法又は用量（令和８年

３月23日に、医薬品医療機器等法第14条第１項の規定に

より承認されたものに限る。）に係るものに限る。


）

2077


（新設） （新設） （新設）

94


イソトレチノイン（当該薬剤の注意事項等情報として公

表された効能又は効果及び用法又は用量（令和８年６月

19日に、医薬品医療機器等法第14条第１項の規定により

承認されたものに限る。）に係るものに限る。


）

317、458及び932


（新設） （新設） （新設）

95


アナキンラ（遺伝子組換え）（当該薬剤の注意事項等情報

として公表された効能又は効果及び用法又は用量（令和

８年６月19日に、医薬品医療機器等法第14条第１項の規

定により承認されたものに限る。）に係るものに限る。


）

1445から1447まで及

び1449


（新設） （新設） （新設）

96


スラタデノツレブ（当該薬剤の注意事項等情報として公

表された効能、効果又は性能及び用法、用量又は使用方

法（令和８年６月８日に、医薬品医療機器等法第23条の

25第１項の規定により承認されたものに限る。）に係るも

のに限る。


）

901、902、905、906

及び910


（新設） （新設） （新設）令
和

年

月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






そ の 他 告 示

５ 募 入 決 定 の 方 法
 価格競争入札発行 各申込みのうち応募価格の高いものからその応募額を順次割り当てる。
 非競争入札発行 各申込みの応募額を案分により割り当てる。
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行及び国
債市場特別参加者
・第Ⅱ非価格競争
入札発行

各国債市場特別参加者ごとの応募限度額の範囲内において各申込みの応募
額を割り当てる。

６ 発 行 額
 価格競争入札発行 額面金額で2153400000000円

うち、財政運営に必要な財源の確保を図るための公債の発行の特例に関す
る法律第３条第１項の規定に基づき発行した利付国債については、額面金
額で1916286600000円、特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基
づき発行した利付国債については、額面金額で237113400000円

 非競争入札発行 特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で105000000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で646200000000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅱ非価格競
争入札発行

特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で109100000000円

令
和

年

月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

４ 発 行 方 法 価格を競争に付して行われる入札（以下「価格競争入札」という。）による
発行（以下「価格競争入札発行」という。）、価格競争入札と同時に行われ
る入札であって、価格競争入札において定められた利率をその利率とし、
価格競争入札において募入の決定を受けた各申込みの応募価格を募入額に
より加重平均して得られる価格をその発行価格とするものによる発行（以
下「非競争入札発行」という。）、価格競争入札と同時に行われる入札であっ
て、財務大臣が各国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定めるものによ
る発行（以下「国債市場特別参加者・第Ⅰ非価格競争入札発行」という。）
及び価格競争入札の募入の決定をした後に行われる入札であって、財務大
臣が各国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定めるものによる発行（以
下「国債市場特別参加者・第Ⅱ非価格競争入札発行」という。）

７ 払 込 金 額
 価格競争入札発行 2153078210000円
 非競争入札発行 104984250円
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

646103070000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅱ非価格競
争入札発行

109083635000円

８ 最 低 額 面 金 額 50000円
９ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
10 発 行 日 令和８年７月１日
11 発 行 価 格
 価格競争入札発行 額面金額100円につき99円98銭以上のそれぞれの応募価格
 非競争入札発行、
国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行及び国
債市場特別参加者
・第Ⅱ非価格競争
入札発行

額面金額100円につき99円98銭５厘

12 利 率 年14％
13 初 期 利 子 令和９年１月１日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。

ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第15号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 14100 ×
１
２

14 第２期以後の利子 毎年１月１日及び７月１日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

15 償 還 期 限 令和10年７月１日
16 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
17 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
18 入 札 参 加 者 財務大臣から通知を受けた者
19 払 込 期 日 令和８年７月１日

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 二 十 二 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 五 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 七 月 一 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 八 月 十 二 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（２年）（第486回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

財政運営に必要な財源の確保を図るための公債の発行の特例に関する法律
（平成24年法律第101号）第３条第１項及び特別会計に関する法律（平成
19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 二 十 三 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 五 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 七 月 十 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 八 月 十 二 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（５年）（第186回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

財政運営に必要な財源の確保を図るための公債の発行の特例に関する法律
（平成24年法律第101号）第３条第１項及び特別会計に関する法律（平成
19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 価格を競争に付して行われる入札（以下「価格競争入札」という。）による
発行（以下「価格競争入札発行」という。）、価格競争入札と同時に行われ
る入札であって、価格競争入札において定められた利率をその利率とし、
価格競争入札において募入の決定を受けた各申込みの応募価格を募入額に
より加重平均して得られる価格をその発行価格とするものによる発行（以
下「非競争入札発行」という。）及び価格競争入札と同時に行われる入札で
あって、財務大臣が各国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定めるもの
による発行（以下「国債市場特別参加者・第Ⅰ非価格競争入札発行」とい
う。）






５ 募 入 決 定 の 方 法
 価格競争入札発行 各申込みのうち応募価格の高いものからその応募額を順次割り当てる。
 非競争入札発行 各申込みの応募額を案分により割り当てる。
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

各国債市場特別参加者ごとの応募限度額の範囲内において各申込みの応募
額を割り当てる。

６ 発 行 額
 価格競争入札発行 額面金額で1905900000000円

うち、財政運営に必要な財源の確保を図るための公債の発行の特例に関す
る法律第３条第１項の規定に基づき発行した利付国債については、額面金
額で790729700000円、特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づ
き発行した利付国債については、額面金額で1115170300000円

 非競争入札発行 特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で140000000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で593300000000円

５ 募 入 決 定 の 方 法
 価格競争入札発行 各申込みのうち応募価格の高いものからその応募額を順次割り当てる。
 非競争入札発行 各申込みの応募額を案分により割り当てる。
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

各国債市場特別参加者ごとの応募限度額の範囲内において各申込みの応募
額を割り当てる。

６ 発 行 額
 価格競争入札発行 額面金額で1963100000000円

うち、財政法第４条第１項の規定に基づき発行した利付国債については、
額面金額で292670750000円、財政運営に必要な財源の確保を図るための
公債の発行の特例に関する法律第３条第１項の規定に基づき発行した利付
国債については、額面金額で1342432200000円、特別会計に関する法律
第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債については、額面金額で
327997050000円

 非競争入札発行 特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で1424000000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で635300000000円
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７ 払 込 金 額
 価格競争入札発行 1904127640000円
 非競争入札発行 139874000円
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

592766030000円

８ 最 低 額 面 金 額 50000円
９ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
10 発 行 日 令和８年７月10日
11 発 行 価 格
 価格競争入札発行 額面金額100円につき99円88銭以上のそれぞれの応募価格
 非競争入札発行及
び国債市場特別参
加者・第Ⅰ非価格
競争入札発行

額面金額100円につき99円91銭

12 利 率 年20％
13 経過利子の払込み 募入決定の通知を受けた者は、払込金額に加え、次の算式により算出した

金額を第20号に規定する期日に払い込むものとする。

額面金額の総額× 20100 ×
20
365

14 初 期 利 子 令和８年12月20日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第16号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 20100 ×
１
２

15 第２期以後の利子 毎年６月20日及び12月20日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

16 償 還 期 限 令和13年６月20日
17 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
19 入 札 参 加 者 財務大臣から通知を受けた者
20 払 込 期 日 令和８年７月10日

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 二 十 四 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 五 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 七 月 三 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 八 月 十 二 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（10年）（第383回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

財政法（昭和22年法律第34号）第４条第１項及び財政運営に必要な財源の
確保を図るための公債の発行の特例に関する法律（平成24年法律第101号）
第３条第１項並びに特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条
第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 価格を競争に付して行われる入札（以下「価格競争入札」という。）による
発行（以下「価格競争入札発行」という。）、価格競争入札と同時に行われ
る入札であって、価格競争入札において定められた利率をその利率とし、
価格競争入札において募入の決定を受けた各申込みの応募価格を募入額に
より加重平均して得られる価格をその発行価格とするものによる発行（以
下「非競争入札発行」という。）及び価格競争入札と同時に行われる入札で
あって、財務大臣が各国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定めるもの
による発行（以下「国債市場特別参加者・第Ⅰ非価格競争入札発行」とい
う。）






５ 募 入 決 定 の 方 法
 価格競争入札発行 各申込みのうち応募価格の高いものからその応募額を順次割り当てる。
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行及び国
債市場特別参加者
・第Ⅱ非価格競争
入札発行

各国債市場特別参加者ごとの応募限度額の範囲内において各申込みの応募
額を割り当てる。

６ 発 行 額
 価格競争入札発行 額面金額で530900000000円

うち、財政法第４条第１項の規定に基づき発行した利付国債については、
額面金額で312345050000円、財政運営に必要な財源の確保を図るための
公債の発行の特例に関する法律第３条第１項の規定に基づき発行した利付
国債については、額面金額で6941000000円、特別会計に関する法律第46
条第１項の規定に基づき発行した利付国債については、額面金額で
211613950000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で169000000000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅱ非価格競
争入札発行

特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で38900000000円
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７ 払 込 金 額
 価格競争入札発行 1958605890000円
 非競争入札発行 1420724800円
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

633838810000円

８ 最 低 額 面 金 額 50000円
９ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
10 発 行 日 令和８年７月３日
11 発 行 価 格
 価格競争入札発行 額面金額100円につき99円57銭以上のそれぞれの応募価格
 非競争入札発行及
び国債市場特別参
加者・第Ⅰ非価格
競争入札発行

額面金額100円につき99円77銭

12 利 率 年27％
13 経過利子の払込み 募入決定の通知を受けた者は、払込金額に加え、次の算式により算出した

金額を第20号に規定する期日に払い込むものとする。

額面金額の総額× 27100 ×
13
365

14 初 期 利 子 令和８年12月20日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第16号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 27100 ×
１
２

15 第２期以後の利子 毎年６月20日及び12月20日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

16 償 還 期 限 令和18年６月20日
17 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
19 入 札 参 加 者 財務大臣から通知を受けた者
20 払 込 期 日 令和８年７月３日

７ 払 込 金 額
 価格競争入札発行 535412650000円
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

170436500000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅱ非価格競
争入札発行

39230650000円

８ 最 低 額 面 金 額 50000円
９ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
10 発 行 日 令和８年７月15日
11 発 行 価 格
 価格競争入札発行 額面金額100円につき100円85銭
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行及び国
債市場特別参加者
・第Ⅱ非価格競争
入札発行

額面金額100円につき100円85銭

12 利 率 年37％

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 二 十 五 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 五 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 七 月 十 五 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 八 月 十 二 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（20年）（第197回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

財政法（昭和22年法律第34号）第４条第１項及び財政運営に必要な財源の
確保を図るための公債の発行の特例に関する法律（平成24年法律第101号）
第３条第１項並びに特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条
第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 価格を競争に付して行われる入札（以下「価格競争入札」という。）による
発行（以下「価格競争入札発行」という。）、価格競争入札と同時に行われ
る入札であって、財務大臣が各国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定
めるものによる発行（以下「国債市場特別参加者・第Ⅰ非価格競争入札発
行」という。）及び価格競争入札の募入の決定をした後に行われる入札で
あって、財務大臣が各国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定めるもの
による発行（以下「国債市場特別参加者・第Ⅱ非価格競争入札発行」とい
う。）


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５ 募 入 決 定 の 方 法
 価格競争入札発行 各申込みのうち応募価格の高いものからその応募額を順次割り当てる。
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行及び国
債市場特別参加者
・第Ⅱ非価格競争
入札発行

各国債市場特別参加者ごとの応募限度額の範囲内において各申込みの応募
額を割り当てる。

６ 発 行 額
 価格競争入札発行 額面金額で454900000000円

うち、財政法第４条第１項の規定に基づき発行した利付国債については、
額面金額で453599350000円、特別会計に関する法律第46条第１項の規定
に基づき発行した利付国債については、額面金額で1300650000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で144800000000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅱ非価格競
争入札発行

特別会計に関する法律第46条第１項の規定に基づき発行した利付国債につ
いて、額面金額で37900000000円
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13 経過利子の払込み 募入決定の通知を受けた者は、払込金額に加え、次の算式により算出した
金額を第20号に規定する期日に払い込むものとする。

額面金額の総額× 37100 ×
25
365

14 初 期 利 子 令和８年12月20日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第16号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 37100 ×
１
２

15 第２期以後の利子 毎年６月20日及び12月20日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

16 償 還 期 限 令和28年６月20日
17 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
19 入 札 参 加 者 財務大臣から通知を受けた者
20 払 込 期 日 令和８年７月15日

７ 払 込 金 額
 価格競争入札発行 455299350000円
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行

144930320000円

 国債市場特別参加
者・第Ⅱ非価格競
争入札発行

37934110000円

８ 最 低 額 面 金 額 50000円
９ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
10 発 行 日 令和８年７月８日
11 発 行 価 格
 価格競争入札発行 額面金額100円につき100円５銭以上のそれぞれの応募価格
 国債市場特別参加
者・第Ⅰ非価格競
争入札発行及び国
債市場特別参加者
・第Ⅱ非価格競争
入札発行

額面金額100円につき100円９銭

12 利 率 年40％
13 経過利子の払込み 募入決定の通知を受けた者は、払込金額に加え、次の算式により算出した

金額を第20号に規定する期日に払い込むものとする。

額面金額の総額× 40100 ×
18
365

14 初 期 利 子 令和８年12月20日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第16号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 40100 ×
１
２

15 第２期以後の利子 毎年６月20日及び12月20日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

16 償 還 期 限 令和38年６月20日
17 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
19 入 札 参 加 者 財務大臣から通知を受けた者
20 払 込 期 日 令和８年７月８日

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 二 十 六 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 五 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 七 月 八 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 八 月 十 二 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（30年）（第91回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

財政法（昭和22年法律第34号）第４条第１項及び特別会計に関する法律（平
成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 価格を競争に付して行われる入札（以下「価格競争入札」という。）による
発行（以下「価格競争入札発行」という。）、価格競争入札と同時に行われ
る入札であって、財務大臣が各国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定
めるものによる発行（以下「国債市場特別参加者・第Ⅰ非価格競争入札発
行」という。）及び価格競争入札の募入の決定をした後に行われる入札で
あって、財務大臣が各国債市場特別参加者ごとに応募限度額を定めるもの
による発行（以下「国債市場特別参加者・第Ⅱ非価格競争入札発行」とい
う。）

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 二 十 七 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 五 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 七 月 二 十 三 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 八 月 十 二 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（40年）（第19回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

財政法（昭和22年法律第34号）第４条第１項及び特別会計に関する法律（平
成19年法律第23号）第46条第１項
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15 償 還 期 限
16 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
17 入札の基準とする各
発行対象国債の利回
り

銘柄毎の基準利回は、令和８年７月16日付で日本証券業協会が発表した公
社債店頭売買参考統計値表に掲載された平均値の単利利回りとする。

（別表のとおり）

（別表）

名 称 及 び 記 号 利率（年） 償 還 期 限 発 行 額
（額面金額）

利付国庫債券（２年）（第479回） 10％ 令和９年12月１日 20000000000円

利付国庫債券（５年）（第155回） 03％ 令和９年12月20日 13100000000円

利付国庫債券（５年）（第156回） 02％ 令和９年12月20日 31000000000円

利付国庫債券（５年）（第157回） 02％ 令和10年３月20日 15500000000円

利付国庫債券（５年）（第158回） 01％ 令和10年３月20日 9400000000円
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３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 利回りを競争に付して行われる入札による発行
５ 募 入 決 定 の 方 法 各申込みのうち応募利回りの低いものからその応募額を順次割り当てる。
６ 発 行 額 額面金額で299800000000円

うち、財政法第４条第１項の規定に基づき発行した利付国債については、
額面金額で119578400000円、特別会計に関する法律第46条第１項の規定
に基づき発行した利付国債については、額面金額で180221600000円

７ 払 込 金 額 295842640000円
８ 最 低 額 面 金 額 50000円
９ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
10 発 行 日 令和８年７月23日
11 発 行 価 格 額面金額100円につき98円68銭
12 利 率 年38％
13 経過利子の払込み 募入決定の通知を受けた者は、払込金額に加え、次の算式により算出した

金額を第20号に規定する期日に払い込むものとする。

額面金額の総額× 38100 ×
125
365

14 初 期 利 子 令和８年９月20日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第16号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 38100 ×
１
２

15 第２期以後の利子 毎年３月20日及び９月20日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

16 償 還 期 限 令和48年３月20日
17 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
19 入 札 参 加 者 財務大臣から通知を受けた者
20 払 込 期 日 令和８年７月23日

10 発 行 日 令和８年７月17日
11 発 行 価 格 発行対象国債ごとに、額面金額100円につき、次の算式により算出した金

額
100＋表面利率×残存年数

第17号に規定する利回り＋募入利回り格差１＋ 


100 
×残存年数

12 利 率 （別表のとおり）
13 経過利子の払込み 募入決定の通知を受けた者は、払込金額に加え、次の算式により算出した

金額を払込期日に払い込むものとする。
各発行対象国債の額面金額の総額×各発行対象国債の利率／100×各発行
対象国債の前利子支払期日の翌日から第10号に規定する発行日までの経過
日数（利子支払期日が発行日と同日になる場合には、零。）／365

14 利 子 第10号に規定する発行日後の各発行対象国債の支払期を支払期とし、各支
払期において、次の算式により算出した金額を支払う。ただし、支払期が
銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（償還期限について同
じ。）。

各発行対象国債の額面金額×各発行対象国債の利率100 ×１２

18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
19 入 札 参 加 者 財務大臣から通知を受けた者
20 払 込 期 日 令和８年７月17日

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 二 十 八 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 五 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 七 月 十 七 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 八 月 十 二 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（２年）（第479回）、利付国庫債券（５年）（第155回、第156回、
第157回、第158回、第159回、第160回及び第161回）、利付国庫債券（10年）
（第350回、第351回、第352回、第353回、第354回、第355回、第356回、
第357回、第358回、第359回、第360回、第361回、第362回及び第363回）
及び利付国庫債券（20年）（第99回、第103回、第104回、第109回、第114回、
第115回、第116回、第117回、第120回、第121回、第123回及び第124回）

２ 発行の根拠法律及び
その条項

特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 利回り格差（第17号に規定する利回りに応募した者が加算する数値をいう。
次号において同じ。）を競争に付して行われる入札による発行

５ 募 入 決 定 の 方 法 各申込みのうち利回り格差の小さいものからその応募額を順次割り当て
る。

６ 発 行 額 額面金額で699000000000円
内訳（別表のとおり）

７ 払 込 金 額 671457683000円
８ 最 低 額 面 金 額 50000円
９ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。






利付国庫債券（５年）（第159回） 01％ 令和10年６月20日 65000000000円

利付国庫債券（５年）（第160回） 02％ 令和10年６月20日 11400000000円

利付国庫債券（５年）（第161回） 03％ 令和10年６月20日 10000000000円

利付国庫債券（10年）（第350回） 01％ 令和10年３月20日 13200000000円

利付国庫債券（10年）（第351回） 01％ 令和10年６月20日 3900000000円

利付国庫債券（10年）（第352回） 01％ 令和10年９月20日 11200000000円

利付国庫債券（10年）（第353回） 01％ 令和10年12月20日 1700000000円

利付国庫債券（10年）（第354回） 01％ 令和11年３月20日 20300000000円

利付国庫債券（10年）（第355回） 01％ 令和11年６月20日 42500000000円

利付国庫債券（10年）（第356回） 01％ 令和11年９月20日 11000000000円

利付国庫債券（10年）（第357回） 01％ 令和11年12月20日 41800000000円

利付国庫債券（10年）（第358回） 01％ 令和12年３月20日 60700000000円

利付国庫債券（10年）（第359回） 01％ 令和12年６月20日 27500000000円

利付国庫債券（10年）（第360回） 01％ 令和12年９月20日 56800000000円

利付国庫債券（10年）（第361回） 01％ 令和12年12月20日 77200000000円

利付国庫債券（10年）（第362回） 01％ 令和13年３月20日 46200000000円

利付国庫債券（10年）（第363回） 01％ 令和13年６月20日 8500000000円

利付国庫債券（20年）（第99回） 21％ 令和９年12月20日 700000000円

利付国庫債券（20年）（第103回） 23％ 令和10年６月20日 2200000000円

利付国庫債券（20年）（第104回） 21％ 令和10年６月20日 300000000円

利付国庫債券（20年）（第109回） 19％ 令和11年３月20日 2000000000円

利付国庫債券（20年）（第114回） 21％ 令和11年12月20日 3900000000円

利付国庫債券（20年）（第115回） 22％ 令和11年12月20日 1000000000円

利付国庫債券（20年）（第116回） 22％ 令和12年３月20日 12600000000円

利付国庫債券（20年）（第117回） 21％ 令和12年３月20日 9900000000円

利付国庫債券（20年）（第120回） 16％ 令和12年６月20日 2500000000円

利付国庫債券（20年）（第121回） 19％ 令和12年９月20日 40200000000円

利付国庫債券（20年）（第123回） 21％ 令和12年12月20日 2100000000円

利付国庫債券（20年）（第124回） 20％ 令和12年12月20日 23700000000円

令
和

年

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

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


号
)

官
報

10 発 行 日 令和８年７月29日
11 発 行 価 格 発行対象国債ごとに、額面金額100円につき、次の算式により算出した金

額
100＋表面利率×残存年数

第17号に規定する利回り＋募入利回り格差１＋ 


100 
×残存年数

12 利 率 （別表のとおり）
13 経過利子の払込み 募入決定の通知を受けた者は、払込金額に加え、次の算式により算出した

金額を払込期日に払い込むものとする。
各発行対象国債の額面金額の総額×各発行対象国債の利率／100×各発行
対象国債の前利子支払期日の翌日から第10号に規定する発行日までの経過
日数（利子支払期日が発行日と同日になる場合には、零。）／365

14 利 子 第10号に規定する発行日後の各発行対象国債の支払期を支払期とし、各支
払期において、次の算式により算出した金額を支払う。ただし、支払期が
銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（償還期限について同
じ。）。

各発行対象国債の額面金額×各発行対象国債の利率100 ×１２

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 二 十 九 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 五 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 七 月 二 十 九 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 八 月 十 二 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（10年）（第364回、第365回、第369回及び第370回）、利付国
庫債券（20年）（第130回、第131回、第132回、第133回、第134回、第135回、
第136回、第138回、第139回、第140回、第141回、第142回、第144回、第
145回、第146回、第147回、第148回、第149回、第150回、第151回、第152
回、第153回、第154回、第155回、第156回、第158回、第159回及び第161
回）及び利付国庫債券（30年）（第６回、第７回、第８回、第11回、第12回、
第13回、第14回、第15回、第16回、第22回、第23回、第24回、第25回及び
第26回）

２ 発行の根拠法律及び
その条項

特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 利回り格差（第17号に規定する利回りに応募した者が加算する数値をいう。
次号において同じ。）を競争に付して行われる入札による発行

５ 募 入 決 定 の 方 法 各申込みのうち利回り格差の小さいものからその応募額を順次割り当て
る。

６ 発 行 額 額面金額で649000000000円
内訳（別表のとおり）

７ 払 込 金 額 605921115000円
８ 最 低 額 面 金 額 50000円
９ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。






15 償 還 期 限
16 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
17 入札の基準とする各
発行対象国債の利回
り

銘柄毎の基準利回は、令和８年７月28日付で日本証券業協会が発表した公
社債店頭売買参考統計値表に掲載された平均値の単利利回りとする。

（別表のとおり）

（別表）

名 称 及 び 記 号 利率（年） 償 還 期 限 発 行 額
（額面金額）

利付国庫債券（10年）（第364回） 01％ 令和13年９月20日 54800000000円

利付国庫債券（10年）（第365回） 01％ 令和13年12月20日 19100000000円

利付国庫債券（10年）（第369回） 05％ 令和14年12月20日 8000000000円

利付国庫債券（10年）（第370回） 05％ 令和15年３月20日 32400000000円

利付国庫債券（20年）（第130回） 18％ 令和13年９月20日 15000000000円

利付国庫債券（20年）（第131回） 17％ 令和13年９月20日 23000000000円

利付国庫債券（20年）（第132回） 17％ 令和13年12月20日 1500000000円

利付国庫債券（20年）（第133回） 18％ 令和13年12月20日 30700000000円

利付国庫債券（20年）（第134回） 18％ 令和14年３月20日 6100000000円

利付国庫債券（20年）（第135回） 17％ 令和14年３月20日 51900000000円

利付国庫債券（20年）（第136回） 16％ 令和14年３月20日 78000000000円

利付国庫債券（20年）（第138回） 15％ 令和14年６月20日 3200000000円

利付国庫債券（20年）（第139回） 16％ 令和14年６月20日 1100000000円

利付国庫債券（20年）（第140回） 17％ 令和14年９月20日 5200000000円

利付国庫債券（20年）（第141回） 17％ 令和14年12月20日 3600000000円

利付国庫債券（20年）（第142回） 18％ 令和14年12月20日 3300000000円

利付国庫債券（20年）（第144回） 15％ 令和15年３月20日 1900000000円

利付国庫債券（20年）（第145回） 17％ 令和15年６月20日 15300000000円

利付国庫債券（20年）（第146回） 17％ 令和15年９月20日 4300000000円

利付国庫債券（20年）（第147回） 16％ 令和15年12月20日 1200000000円

利付国庫債券（20年）（第148回） 15％ 令和16年３月20日 10000000000円

利付国庫債券（20年）（第149回） 15％ 令和16年６月20日 15000000000円

利付国庫債券（20年）（第150回） 14％ 令和16年９月20日 200000000円

利付国庫債券（20年）（第151回） 12％ 令和16年12月20日 100000000円

利付国庫債券（20年）（第152回） 12％ 令和17年３月20日 100000000円

利付国庫債券（20年）（第153回） 13％ 令和17年６月20日 46300000000円

利付国庫債券（20年）（第154回） 12％ 令和17年９月20日 200000000円

利付国庫債券（20年）（第155回） 10％ 令和17年12月20日 2000000000円

利付国庫債券（20年）（第156回） 04％ 令和18年３月20日 66800000000円

利付国庫債券（20年）（第158回） 05％ 令和18年９月20日 11700000000円

利付国庫債券（20年）（第159回） 06％ 令和18年12月20日 500000000円

利付国庫債券（20年）（第161回） 06％ 令和19年６月20日 2900000000円

利付国庫債券（30年）（第６回） 24％ 令和13年11月20日 2600000000円

利付国庫債券（30年）（第７回） 23％ 令和14年５月20日 8400000000円

利付国庫債券（30年）（第８回） 18％ 令和14年11月22日 500000000円

利付国庫債券（30年）（第11回） 17％ 令和15年６月20日 100000000円

利付国庫債券（30年）（第12回） 21％ 令和15年９月20日 1300000000円

利付国庫債券（30年）（第13回） 20％ 令和15年12月20日 200000000円

利付国庫債券（30年）（第14回） 24％ 令和16年３月20日 400000000円

利付国庫債券（30年）（第15回） 25％ 令和16年６月20日 200000000円

利付国庫債券（30年）（第16回） 25％ 令和16年９月20日 19800000000円

利付国庫債券（30年）（第22回） 25％ 令和18年３月20日 63700000000円

利付国庫債券（30年）（第23回） 25％ 令和18年６月20日 1000000000円

利付国庫債券（30年）（第24回） 25％ 令和18年９月20日 10500000000円

利付国庫債券（30年）（第25回） 23％ 令和18年12月20日 18000000000円

利付国庫債券（30年）（第26回） 24％ 令和19年３月20日 6900000000円
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18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
19 入 札 参 加 者 財務大臣から通知を受けた者
20 払 込 期 日 令和８年７月29日

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 三 十 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 六 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 七 月 九 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 八 月 十 二 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（２年）（第485回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。



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４ 発 行 方 法 募集取扱機関による募集の取扱いによる発行
５ 発 行 額 額面金額で11900200000円
６ 払 込 金 額 11915670260円
７ 最 低 額 面 金 額 50000円
８ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
９ 発 行 日 令和８年７月９日
10 発 行 価 格 額面金額100円につき100円13銭
11 利 率 年14％
12 経過利子の払込み 各募集取扱機関は、払込金額に加え、次の算式により算出した金額を第18

号に規定する期日に払い込むものとする。

額面金額の総額× 14100 ×
38
365

13 初 期 利 子 令和８年12月１日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第15号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 14100 ×
１
２

14 第２期以後の利子 毎年６月１日及び12月１日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

15 償 還 期 限 令和10年６月１日
16 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
17 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
18 払 込 期 日 令和８年７月９日

13 初 期 利 子 令和８年９月20日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第15号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 20100 ×
１
２

14 第２期以後の利子 毎年３月20日及び９月20日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

15 償 還 期 限 令和13年３月20日
16 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
17 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
18 払 込 期 日 令和８年７月10日

13 初 期 利 子 令和８年９月20日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第15号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 24100 ×
１
２

14 第２期以後の利子 毎年３月20日及び９月20日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

15 償 還 期 限 令和18年３月20日
16 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
17 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行
18 払 込 期 日 令和８年７月９日

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 三 十 一 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 六 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 七 月 十 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 八 月 十 二 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（５年）（第185回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 募集取扱機関による募集の取扱いによる発行
５ 発 行 額 額面金額で4048100000円
６ 払 込 金 額 4076436700円
７ 最 低 額 面 金 額 50000円
８ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
９ 発 行 日 令和８年７月10日
10 発 行 価 格 額面金額100円につき100円70銭
11 利 率 年20％
12 経過利子の払込み 各募集取扱機関は、払込金額に加え、次の算式により算出した金額を第18

号に規定する期日に払い込むものとする。

額面金額の総額× 20100 ×
112
365

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 三 十 二 号

国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 五 十 七 年 大 蔵 省 令 第 三 十 号 ） 第 六 条 第 十 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令

和 八 年 七 月 九 日 に 発 行 し た 利 付 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 八 月 十 二 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 利付国庫債券（10年）（第382回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 方 法 募集取扱機関による募集の取扱いによる発行
５ 発 行 額 額面金額で19778650000円
６ 払 込 金 額 19474058790円
７ 最 低 額 面 金 額 50000円
８ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
９ 発 行 日 令和８年７月９日
10 発 行 価 格 額面金額100円につき98円46銭
11 利 率 年24％
12 経過利子の払込み 各募集取扱機関は、払込金額に加え、次の算式により算出した金額を第18

号に規定する期日に払い込むものとする。

額面金額の総額× 24100 ×
111
365
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11 第２期以後の利子 毎年１月15日及び７月15日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

12 償 還 期 限 令和11年７月15日
13 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
14 払 込 期 日 令和８年７月15日
15 払 込 場 所 日本銀行の本店又は支店
16 中途換金の取扱い 中途換金の買取りは、令和９年７月15日以後において行うこととし、その

買取金額は、次の区分に応じ、それぞれの算式により算出した金額とする。
 令和９年７月15日から令和10年１月15日前までの間の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－（初期利子に相当する金額×
79685
100 ＋第２期利子に相当する金額×

79685
100 ）

 令和10年１月15日以後の場合

額面金額＋経過利子に相当する金額－利子に相当する金額× 79685100 ×
２

17 中 途 換 金 の 特 例 前号による取扱いのほか、個人向け国債を有する者（相続税法（昭和25年
法律第73号）第21条の４第１項に規定する特定障害者扶養信託契約の受益
者及び所得税法等の一部を改正する法律（平成25年法律第５号）第３条の
規定による改正前の相続税法第21条の４第１項に規定する特別障害者扶養
信託契約の受益者を含む。）が、死亡したときにはその相続人が、又はその
居住する市町村（特別区を含み、地方自治法（昭和22年法律第67号）第
252条の19第１項の指定都市にあっては、当該市又は当該市の区若しくは
総合区とする。）の区域において、災害救助法（昭和22年法律第118号）に
よる救助の行われる災害が発生し、当該災害にかかったときには当該個人

向け国債を有する者が、令和９年７月15日前であっても、当該個人向け国
債の中途換金を請求することができるものとし、その買取金額は、次の区
分に応じ、それぞれの算式により算出した金額とする。
 令和９年１月15日から令和９年７月15日前までの間の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－（初期利子に相当する金額×
79685
100 ＋経過利子に相当する金額）

 令和９年１月15日前の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－経過利子に相当する金額

18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行

10 初 期 利 子 令和９年１月15日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第12号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 186100 ×
１
２

11 第２期以後の利子 毎年１月15日及び７月15日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子を支払う。

12 償 還 期 限 令和13年７月15日
13 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
14 払 込 期 日 令和８年７月15日
15 払 込 場 所 日本銀行の本店又は支店
16 中途換金の取扱い 中途換金の買取りは、令和９年７月15日以後において行うこととし、その

買取金額は、次の区分に応じ、それぞれの算式により算出した金額とする。
 令和９年７月15日から令和10年１月15日前までの間の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－（初期利子に相当する金額×
79685
100 ＋第２期利子に相当する金額×

79685
100 ）

 令和10年１月15日以後の場合

額面金額＋経過利子に相当する金額－利子に相当する金額× 79685100 ×
２

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 三 十 三 号

個 人 向 け 国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 平 成 十 四 年 財 務 省 令 第 六 十 八 号 ） 第 四 条 第 十 四 項 の 規 定 に 基

づ き 、 令 和 八 年 七 月 十 五 日 に 発 行 し た 個 人 向 け 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 八 月 十 二 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 個人向け利付国庫債券（固定・３年）（第193回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 額 額面金額で91375490000円
５ 最 低 額 面 金 額 10000円
６ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
７ 発 行 日 令和８年７月15日
８ 発 行 価 格 額面金額100円につき100円
９ 利 率 年151％
10 初 期 利 子 令和９年１月15日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。

ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第12号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 151100 ×
１
２

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 三 十 四 号

個 人 向 け 国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 平 成 十 四 年 財 務 省 令 第 六 十 八 号 ） 第 四 条 第 十 四 項 の 規 定 に 基

づ き 、 令 和 八 年 七 月 十 五 日 に 発 行 し た 個 人 向 け 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 八 月 十 二 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 個人向け利付国庫債券（固定・５年）（第183回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 額 額面金額で296158950000円
５ 最 低 額 面 金 額 10000円
６ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
７ 発 行 日 令和８年７月15日
８ 発 行 価 格 額面金額100円につき100円
９ 利 率 年186％
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17 中 途 換 金 の 特 例 前号による取扱いのほか、個人向け国債を有する者（相続税法（昭和25年
法律第73号）第21条の４第１項に規定する特定障害者扶養信託契約の受益
者及び所得税法等の一部を改正する法律（平成25年法律第５号）第３条の
規定による改正前の相続税法第21条の４第１項に規定する特別障害者扶養
信託契約の受益者を含む。）が、死亡したときにはその相続人が、又はその
居住する市町村（特別区を含み、地方自治法（昭和22年法律第67号）第
252条の19第１項の指定都市にあっては、当該市又は当該市の区若しくは
総合区とする。）の区域において、災害救助法（昭和22年法律第118号）に
よる救助の行われる災害が発生し、当該災害にかかったときには当該個人
向け国債を有する者が、令和９年７月15日前であっても、当該個人向け国
債の中途換金を請求することができるものとし、その買取金額は、次の区
分に応じ、それぞれの算式により算出した金額とする。
 令和９年１月15日から令和９年７月15日前までの間の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－（初期利子に相当する金額×
79685
100 ＋経過利子に相当する金額）

 令和９年１月15日前の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－経過利子に相当する金額

18 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行

10 第２期以後の利子の
適用利率

年当たり、各利払期における利子計算期間開始日前に行われた、発行から
償還までの期間が９年５か月超の10年利付国債の直近における入札（当該
開始日の属する月に行われた入札を除く。）の結果に基づき算出された複利
利回りに、066を乗じた率。ただし、乗じた率が005％を下回るときは、
その率は005％とする。

11 初 期 利 子 令和９年１月15日を支払期とし、次の算式により算出した金額を支払う。
ただし、支払期が銀行休業日に当たるときは、その翌営業日に支払う（以
下、次号及び第13号において規定する期日について同じ。）。

額面金額× 174100 ×
１
２

12 第２期以後の利子 毎年１月15日及び７月15日を支払期とし、各支払期において、その日以前
６月間に属する利子として、次の算式により算出した金額を支払う。

額面金額×第10号に規定する第２期以後の利子の適用利率100 ×１２
13 償 還 期 限 令和18年７月15日
14 償 還 金 額 額面金額100円につき100円
15 払 込 期 日 令和８年７月15日
16 払 込 場 所 日本銀行の本店又は支店
17 中途換金の取扱い 中途換金の買取りは、令和９年７月15日以後において行うこととし、その

買取金額は、次の区分に応じ、それぞれの算式により算出した金額とする。
 令和９年７月15日から令和10年１月15日前までの間の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－（初期利子に相当する金額×
79685
100 ＋第２期利子に相当する金額×

79685
100 ）

 令和10年１月15日以後の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－（買い取る日の直前の利子支払期
に支払われた利子に相当する金額× 79685100 ＋その直前の利子支払期に

支払われた利子に相当する金額× 79685100 ）

18 中 途 換 金 の 特 例 前号による取扱いのほか、個人向け国債を有する者（相続税法（昭和25年
法律第73号）第21条の４第１項に規定する特定障害者扶養信託契約の受益
者及び所得税法等の一部を改正する法律（平成25年法律第５号）第３条の
規定による改正前の相続税法第21条の４第１項に規定する特別障害者扶養
信託契約の受益者を含む。）が、死亡したときにはその相続人が、又はその
居住する市町村（特別区を含み、地方自治法（昭和22年法律第67号）第
252条の19第１項の指定都市にあっては、当該市又は当該市の区若しくは
総合区とする。）の区域において、災害救助法（昭和22年法律第118号）に
よる救助の行われる災害が発生し、当該災害にかかったときには当該個人
向け国債を有する者が、令和９年７月15日前であっても、当該個人向け国
債の中途換金を請求することができるものとし、その買取金額は、次の区
分に応じ、それぞれの算式により算出した金額とする。
 令和９年１月15日から令和９年７月15日前までの間の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－（初期利子に相当する金額×
79685
100 ＋経過利子に相当する金額）

 令和９年１月15日前の場合
額面金額＋経過利子に相当する金額－経過利子に相当する金額

19 元 利 金 支 払 場 所 日本銀行

〇 財 務 省 告 示 第 二 百 三 十 五 号

個 人 向 け 国 債 の 発 行 等 に 関 す る 省 令 （ 平 成 十 四 年 財 務 省 令 第 六 十 八 号 ） 第 四 条 第 十 四 項 の 規 定 に 基

づ き 、 令 和 八 年 七 月 十 五 日 に 発 行 し た 個 人 向 け 国 債 の 発 行 条 件 等 を 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 八 年 八 月 十 二 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

１ 名 称 及 び 記 号 個人向け利付国庫債券（変動・10年）（第195回）
２ 発行の根拠法律及び
その条項

特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第46条第１項

３ 振 替 法 の 適 用 等 社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。以下「振替法」
という。）の規定の適用を受けるものとし、その振替機関は日本銀行とする。

４ 発 行 額 額面金額で268698830000円
５ 最 低 額 面 金 額 10000円
６ 振 替 単 位 振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録は、最低額面金額の整数倍

の金額によるものとする。
７ 発 行 日 令和８年７月15日
８ 発 行 価 格 額面金額100円につき100円
９ 初期利子の適用利率 年174％
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踏切道改良促進法に基づく法指定箇所

№
踏 切 道 鉄 道 道 路 該当する指定に係る基準第二条

（踏切道改良促進法施行規則）名 称 位 置 事 業 者 線 名 管 理 者 種 別 路 線 名

１ 六道 茨城県ひたちなか市 ひたちなか海浜鉄道㈱ 湊線 ひたちなか市 市道 中央地区420号線 第12号 

２ 沢メキ 茨城県ひたちなか市 ひたちなか海浜鉄道㈱ 湊線 ひたちなか市 市道 湊１級２号線 第12号 

３ 海老原４ 茨城県つくばみらい市 関東鉄道㈱ 常総線 つくばみらい市 市道 24368 第６号 

４ 小絹 茨城県つくばみらい市 関東鉄道㈱ 常総線 つくばみらい市 市道 128 第12号 

５ 中堀 群馬県高崎市 上信電鉄㈱ 上信線 高崎市 市道 Ｉ242号線 第６号 

６ 根小屋支線32号 群馬県高崎市 上信電鉄㈱ 上信線 高崎市 市道 Ｉ479号線 第６号 

７ 鹿島 群馬県高崎市 上信電鉄㈱ 上信線 高崎市 市道 Ｉ648号線 第６号 

８ 権現堂 群馬県高崎市 上信電鉄㈱ 上信線 高崎市 市道 吉井6247号線 第６号 

９ 武蔵藤沢第４号 埼玉県入間市 西武鉄道㈱ 池袋線 入間市 市道 幹２号線 第12号 

10 第二関口 埼玉県児玉郡神川町 東日本旅客鉄道㈱ 八高線 神川町 町道 １級６号線 第12号 

11 神泉２号 東京都目黒区 京王電鉄㈱ 井の頭線 目黒区 区道 Ａ９15号 第10号 

12 相模大野５号 神奈川県相模原市南区 小田急電鉄㈱ 江ノ島線 相模原市 市道 上鶴間280号 第10号 

13 高座渋谷５号 神奈川県藤沢市 小田急電鉄㈱ 江ノ島線 藤沢市 市道 長後568号 第10号 

14 高座渋谷２号 神奈川県大和市 小田急電鉄㈱ 江ノ島線 大和市 市道 小田急高座渋谷２号
踏切道

第10号 

15 中央林間３号 神奈川県大和市 小田急電鉄㈱ 江ノ島線 大和市 市道 小田急中央林間３号
踏切道

第10号 

16 波田駅 長野県松本市 アルピコ交通㈱ 上高地線 長野県 県道 塩尻鍋割穂高線 第12号 

17 岐南６号 岐阜県岐阜市 名古屋鉄道㈱ 名古屋本線 岐阜県 県道 岐阜環状線 第１号 

18 岐南７号 岐阜県岐阜市 名古屋鉄道㈱ 名古屋本線 岐阜市 市道 畷東イ号線 第３号 

19 茶所１号 岐阜県岐阜市 名古屋鉄道㈱ 名古屋本線 岐阜県 県道 岐阜那加線 第１号 

20 茶所５号 岐阜県岐阜市 名古屋鉄道㈱ 名古屋本線 岐阜県 県道 岐阜南濃線 第１号 

令
和

年

月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

〇 国 土 交 通 省 告 示 第 千 四 十 八 号

踏 切 道 改 良 促 進 法 （ 昭 和 三 十 六 年 法 律 第 百 九 十 五 号 ） 第 三 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 、 踏 切 道 改 良 基 準 に 適 合 す る 改 良 の 方 法 に よ り 改 良 す る こ と が 必 要 と 認 め ら れ る 踏 切 道 と し て 、 令 和 八 年 七 月 二 十 四 日 付

け を も っ て 次 の と お り 指 定 し た の で 、 同 条 第 七 項 の 規 定 に よ り 告 示 す る 。

令 和 八 年 八 月 十 二 日 国 土 交 通 大 臣 臨 時 代 理

国 務 大 臣 鈴 木 憲 和






21 六軒 岐阜県各務原市 東海旅客鉄道㈱ 高山線 各務原市 市道 蘇南53号線 第４号 第９号

22 深沼 岐阜県羽島郡岐南町 東海旅客鉄道㈱ 東海道線 岐阜県 県道 岐阜岐南線 第１号 

23 瓢箪山５号 愛知県名古屋市守山区 名古屋鉄道㈱ 瀬戸線 名古屋市 市道 南島線 第１号 

24 松原第２号 大阪府松原市 近畿日本鉄道㈱ 南大阪線 松原市 市道 西大塚７号線 第12号 

25 妻鹿ずい道東 兵庫県姫路市 山陽電気鉄道㈱ 本線 姫路市 市道 白浜74号線 第10号 

26 魚住学校道 兵庫県明石市 山陽電気鉄道㈱ 本線 明石市 市道 魚住62号線 第10号 

27 谷八木西 兵庫県明石市 山陽電気鉄道㈱ 本線 明石市 市道 大久保559号線 第10号 

28 中八木 兵庫県明石市 山陽電気鉄道㈱ 本線 明石市 市道 大久保55号線 第10号 

29 可愛川 広島県廿日市市 広島電鉄㈱ 宮島線 広島県 県道 虫道廿日市線 第４号 

30 平良 広島県廿日市市 西日本旅客鉄道㈱ 山陽線 広島県 県道 虫道廿日市線 第４号 

31 木屋瀬12号 福岡県直方市 筑豊電気鉄道㈱ 筑豊電気鉄道線 直方市 市道 感田53号線 第６号 

公 告
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和
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年
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月


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第



号
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官
報

諸 事 項

破産手続開始及び免責許可申
立てに関する意見申述期間
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水
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第
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
号
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官
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破産手続開始・破産手続廃止
及び免責許可申立てに関する
意見申述期間



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令 和 ７ 年 度 決 算 の 要 旨

経 理 単 位 概 要

厚 生 年 金 保 険
給 付 調 整 経 理

１ 収支の状況
 収 入 2169692277千円
ア 財政調整拠出金受入金 246169205千円
イ 組 合 払 込 金 289345694千円
ウ 信 託 の 運 用 益 1634177378千円
 支 出 256245494千円
ア 厚生年金拠出金負担金 240080807千円
イ 組 合 交 付 金 10167000千円
ウ 信 託 の 運 用 損 3229762千円
エ 業 務 経 理 へ 繰 入 2767925千円
 収 支 損 益

収入総額から支出総額を差し引いた当期利益金は
1913446783千円となり、この全額を厚生年金保険給付調整積
立金として積み立てた結果、厚生年金保険給付調整積立金は
16486758180千円となる。

２ 資産の構成割合
普 通 預 金 1013千円 00％
信 託 14863860037千円 902％
そ の 他 1622897130千円 98％

退職等年金給付調整経理 １ 収支の状況
 収 入 71119692千円
ア 財政調整拠出金受入金 54328529千円
イ 組 合 払 込 金 14832823千円
ウ 信 託 の 運 用 益 1958340千円
 支 出
業 務 経 理 へ 繰 入 493490千円

 収 支 損 益
収入総額から支出総額を差し引いた当期利益金は70626202

千円となり、この全額を退職等年金給付調整積立金として積み
立てた結果、退職等年金給付調整積立金は229726575千円とな
る。

令
和

年

月


日
水
曜
日
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外
第



号
)

官
報

地方公務員共済組合連合会公告

地方公務員共済組合連合会定款第25条の規定に基づき、令和７度決算の要旨を公告する。
令和８年８月 12 日 地方公務員共済組合連合会

理事長 池田 憲治






２ 資産の構成割合
普 通 預 金 574千円 00％
信 託 227767661千円 991％
そ の 他 1958340千円 09％

厚生年金拠出金経理 収支の状況
 収 入 6609017329千円
ア 厚生年金拠出金負担金 3112008212千円
イ 厚 生 年 金 交 付 金 3497009118千円
 支 出 6609017329千円
ア 厚 生 年 金 拠 出 金 3112008212千円
イ 厚生年金交付金支払金 3497009118千円

基礎年金拠出金経理 収支の状況
 収 入 1640123882千円
ア 基礎年金拠出金負担金 1617954565千円
イ 基 礎 年 金 交 付 金 22169317千円
 支 出 1640123882千円
ア 基 礎 年 金 拠 出 金 1617954565千円
イ 基礎年金交付金支払金 22169317千円

厚生年金保険預託経理 収支の状況
 収 入
信 託 の 運 用 益 9008277千円

 支 出 9008277千円
ア 支 払 利 息 8280560千円
イ 収 益 調 整 金 償 却 727717千円

経過的長期給付調整経理 １ 収支の状況
 収 入 1718883609千円
ア 利 息 及 び 配 当 金 633202千円
イ 信 託 の 運 用 益 1718250407千円
 支 出 231728643千円
ア 拠 出 金 167698472千円
イ 組 合 交 付 金 60506000千円
ウ 信 託 の 運 用 損 3248577千円
エ 業 務 経 理 へ 繰 入 275594千円
 収 支 損 益

収入総額から支出総額を差し引いた当期利益金は
1487154966千円となり、この全額を経過的長期給付調整積立
金として積み立てた結果、経過的長期給付調整積立金は
15832143098千円となる。

２ 資産の構成割合
普 通 預 金 33859千円 00％
信 託 14054813316千円 888％
投 資 有 価 証 券 108145千円 00％
生 命 保 険 70246795千円 04％
そ の 他 1706940983千円 108％

退職等年金預託経理 収支の状況
 収 入 
 支 出 

経過的長期預託経理 収支の状況
 収 入
信 託 の 運 用 益 9314077千円

 支 出 9314077千円
ア 支 払 利 息 8705318千円
イ 収 益 調 整 金 償 却 608759千円

介 護 保 険 経 理 収支の状況
 収 入
介 護 保 険 料 納 入 金 2428625千円

 支 出
介 護 保 険 料 2428625千円

国 民 健 康 保 険 経 理 収支の状況
 収 入
国民健康保険料（税）納入金 34686千円

 支 出
国 民 健 康 保 険 料 （税） 34686千円

後期高齢者医療経理 収支の状況
 収 入
後期高齢者医療保険料納入金 2818221千円

 支 出
後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 2818221千円

個 人 住 民 税 経 理 収支の状況
 収 入
個 人 住 民 税 納 入 金 964887千円

 支 出
個 人 住 民 税 964887千円
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業 務 経 理 収支の状況
 収 入 7979750千円
ア 組 合 分 担 金 4442712千円
組合員一人当たり1500円×組合員数2961808人

イ 厚生年金保険給付調整経理より繰入 2767925千円
ウ 退職等年金給付調整経理より繰入 493490千円
エ 経過的長期給付調整経理より繰入 275594千円
オ そ の 他 29千円
 支 出 8325309千円
ア 役員報酬及び職員給与 958929千円
イ 旅 費 及 び 事 務 費 29397千円
ウ 委 託 費 6513218千円
エ そ の 他 823765千円
 収 支 損 益

収入総額から支出総額を差し引いた当期損失金は345559千
円となり、翌年度へ繰り越される剰余金は1799192千円となる。
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令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報
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ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

仙
台
市
太
白
区
東
中
田
一
丁
目
一
一
番
一
八
号

株
式
会
社
袋
原
在
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー

代
表
清
算
人

及
川
千
惠
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

福
島
県
福
島
市
八
木
田
字
中
島
六
八
番
地
の
一

株
式
会
社
Ｃ
Ｏ
Ｂ
Ａ
Ｙ
Ａ

代
表
清
算
人

廣
田

裕
介

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
七
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

福
島
県
須
賀
川
市

田
塚
一
二
番
地

有
限
会
社
ウ
ィ
ン
テ
ッ
ク

清
算
人

上
遠
野
勝
司

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
二
十
九
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

福
島
県
二
本
松
市
本
町
二
丁
目
一
八
一
番
地

株
式
会
社
橘

代
表
清
算
人

小
笠
原

輝

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

茨
城
県
那
珂
市
東
木
倉
八
一
二
番
地
八

株
式
会
社
フ
ィ
ー
ル
ド
サ
ー
ビ
ス
茨
城

代
表
清
算
人

後
藤

文
男

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

茨
城
県
つ
く
ば
市
吾
妻
一
丁
目
一
六
番
地
二

株
式
会
社
デ
ィ
ア
ス
ポ
ラ
ス
ペ
ー
ス

代
表
清
算
人

山
城

龍
馬

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
五
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

栃
木
県
佐
野
市
飛
駒
町
三
六
一
四
番
地

有
限
会
社
山
﨑
工
業

清
算
人

山
﨑

寛
一

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

埼
玉
県
蓮
田
市
馬
込
五
丁
目
四
一
五
番
地

有
限
会
社
サ
イ
ク
ル
シ
ョ
ッ
プ
に
し
お
か

代
表
清
算
人

西
岡

憲

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

埼
玉
県
富
士
見
市
西
み
ず
ほ
台
一
丁
目
二
五
番
地

一
七

東
邦
鉄
鋼
株
式
会
社

代
表
清
算
人

窪
田

桂
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

埼
玉
県
川
口
市
鳩
ヶ
谷
本
町
四
丁
目
一
七
番
一
五
号

株
式
会
社
Ｓ
ｔ
ｙ
ｌ
ｅ
・
創

代
表
清
算
人

川
岡

和
洋

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

埼
玉
県
越
谷
市
千
間
台
西
一
丁
目
二
六
番
地
一

コ
ス
モ
せ
ん
げ
ん
台
駅
前
四
〇
一
号株

式
会
社
大
空

代
表
清
算
人

後
藤

博
史

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

埼
玉
県
朝
霞
市
泉
水
二
丁
目
一
二
番
四

四
〇
一
号

ス
ノ
ウ
デ
ザ
イ
ン
株
式
会
社

清
算
人

長
尾

茂
樹

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
三
月
二
十
五
日
開
催
の
社
員
総

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

栃
木
県
さ
く
ら
市
喜
連
川
九
七
〇
番
地
一

特
定
非
営
利
活
動
法
人
ま
ち
づ
く
り
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
・
笑
顔

清
算
人

手
塚
美
知
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
七
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

埼
玉
県
鶴
ヶ
島
市
大
字
下
新
田
六
二
一
番
地
二
〇

五
Ｋ
Ｉ
Ｖ
オ
フ
ィ
ス
下
新
田
Ｂ
号
室

Ｔ
Ｓ

Ｎ
Ｉ
Ｈ
Ｏ
Ｎ

Ｌ
Ａ
Ｎ
Ｋ
Ａ
合
同
会
社

清
算
人

近
藤

秀
将





令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

千
葉
県
木
更
津
市
中
里
二
丁
目
一
二
番
一
七
号

柿
本
建
設
株
式
会
社

代
表
清
算
人

柿
本

松
雄

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
社
員
総

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し

出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

千
葉
県
鎌
ケ
谷
市
南
鎌
ケ
谷
四
丁
目
一
二
番
七
二
号

一
般
社
団
法
人
日
本
ジ
ュ
ニ
ア
バ
ス
ケ
ッ
ト

ボ
ー
ル
協
会

代
表
清
算
人

羽
賀

篤
史

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
中
央
区
月
島
二
丁
目
一
六
番
七
号

明
豊
建
設
株
式
会
社

代
表
清
算
人

加
藤

俊

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
江
戸
川
区
松
江
七
丁
目
二
五
番
一
七
号

岸
本
金
属
株
式
会
社

代
表
清
算
人

杉
浦

良
作

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
十
七
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
練
馬
区
豊
玉
北
五
丁
目
七
番
一
五
号

株
式
会
社
内
田

代
表
清
算
人

上
野

陽
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
港
区
六
本
木
六
丁
目
一
五
番
一
号
六
本
木

ヒ
ル
ズ
け
や
き
坂
テ
ラ
ス
四
階

１
０
２
合
同
会
社

清
算
人

鄭

武
壽

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
二
十
二
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
新
宿
区
西
新
宿
三
丁
目
三
番
一
三
号
西
新

宿
水
間
ビ
ル
六
階

合
同
会
社
Ｒ
Ｓ
Ｃ

清
算
人

大
嶺

貴
宏

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
江
東
区
森
下
三
丁
目
四
番
三
号

株
式
会
社
長
英

代
表
清
算
人

浜
田

彰

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
一
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
足
立
区
一
ツ
家
二
丁
目
一
二
番
二
〇
号
小

田
第
一
ビ
ル
四
〇
二
号
室

暁
水
産
株
式
会
社

代
表
清
算
人

長
谷
川
義
一

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
二
十
二
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
杉
並
区
荻
窪
五

三
〇

一
二
グ
ロ
ー
リ

ア
荻
窪
七
一
三株

式
会
社
Ｃ
ａ
ｎ
ｔ
ｅ
ｒ
ａ
ｎ
ｚ
ａ

代
表
清
算
人

大
嶺

貴
宏

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
千
代
田
区
西
神
田
二
丁
目
七
番
五
号
東
海

西
神
田
マ
ン
シ
ョ
ン
八
〇
一
号

有
限
会
社
宏
文
社

清
算
人

宇
井

一
人

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
新
宿
区
下
宮
比
町
一
番
四
号

合
同
会
社
ジ
ェ
イ
・
イ
ー
・
ダ
ブ
リ
ュ
ー

清
算
人

神
永

信
吾

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
港
区
西
麻
布
二
丁
目
二
六
番
七
号
Ｉ
Ｖ
Ｙ

西
麻
布
Ⅱ
一
〇
三

合
同
会
社
Ｍ
ｏ
ｏ
ｎ
Ｒ
ａ
ｂ
ｂ
ｉ
ｔ

清
算
人

小
野
絵
梨
香

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
港
区
六
本
木
三
丁
目
二
番
一
号
六
本
木
グ

ラ
ン
ド
タ
ワ
ー
二
一
Ｆ

株
式
会
社
エ
ブ
リ
シ
ン
グ
ジ
ャ
パ
ン

代
表
清
算
人

山
門

孝
至

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
世
田
谷
区
玉
川
三
丁
目
二
〇
番
二
号
マ
ノ

ア
玉
川
第
三
ビ
ル
五
〇
一
号
室

合
同
会
社
ラ
ッ
ク
イ
ン
ジ
ョ
ブ

清
算
人

大
嶺

貴
宏

解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
新
宿
区
下
宮
比
町
一
番
四
号

一
般
社
団
法
人
ジ
ェ
イ
・
エ
イ
チ
・
ビ
ー

代
表
清
算
人

河
原

洋
一





令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
を
以
て
解
散
い
た

し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
九
番
二
号
グ
ラ

ン
ト
ウ
キ
ョ
ウ
サ
ウ
ス
タ
ワ
ー
一
三
階

Ｇ
プ
リ
ン
ト
株
式
会
社

代
表
清
算
人

松
田

恒
勇

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
二
十
二
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
渋
谷
区
東
三

二
一

一
四

七
〇
二

合
同
会
社
カ
リ
ド
ナ
ル

清
算
人

手
塚

直
也

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
二
十
二
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
渋
谷
区
東
三

二
一

一
四

七
〇
二

合
同
会
社
Ｅ
Ｎ
Ｉ
Ｆ

清
算
人

手
塚

直
也

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
二
十
二
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
渋
谷
区
東
三

二
一

一
四

七
〇
二

合
同
会
社
Ｖ
Ｅ
Ｎ
Ｕ
Ｓ

清
算
人

手
塚

直
也

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
十
三
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
港
区
赤
坂
三

八

一
七
パ
ン
ジ
ャ
パ
ン

ビ
ル
四
Ｆ

株
式
会
社
Ｒ
Ｏ
Ｏ
Ｔ

代
表
清
算
人

深
町

隼
輔

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
日
総
社
員
の
同
意
に
よ
り

解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
豊
島
区
西
池
袋
五
丁
目
一
番
三
号
メ
ト
ロ

シ
テ
ィ
西
池
袋

Ｅ
ｎ
ｅ
ｒ
ｇ
ｙ

Ｓ
ｔ
ｏ
ｒ
ａ
ｇ
ｅ
常
陸
大
宮

合
同
会
社

清
算
人

Ｒ
Ｙ
Ｏ
Ｋ
Ｉ

Ｅ
Ｎ
Ｅ
Ｒ
Ｇ
Ｙ
株

式
会
社職

務
執
行
者

北
川
雅
一
朗

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
を
も
っ
て
解
散
い

た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
台
東
区
花
川
戸
一
丁
目
一
三
番
六

三
〇

二
号

株
式
会
社
景
観
工
房

代
表
清
算
人

橘

健

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
大
田
区
東
矢
口
三
丁
目
一
番
七
号

有
限
会
社
ウ
メ
ザ
ワ
商
事

清
算
人

梅
澤
能
理
道

解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
練
馬
区
桜
台
二
丁
目
二
三
番
三
〇
号

一
般
社
団
法
人
Ｘ
Ｅ
Ｎ

Ｈ
ｅ
ａ
ｌ
ｔ
ｈ
ｃ
ａ

ｒ
ｅ

代
表
清
算
人

中
西

裕
之

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
千
代
田
区
平
河
町
二
丁
目
六
番
一
号
平
河

町
ビ
ル
七
階

ｄ
ａ
ｃ
ａ
ｄ
ｏ
ｏ

Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ
合
同
会
社

清
算
人

シ
ャ
ル
ル
・
オ
ク
ス
ネ
ー
ル

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
十
二
月
十
日
総
社
員
の
同
意
に
よ

り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方

は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
文
京
区
本
郷
四
丁
目
一
六
番
六

一
〇
〇

五
Ａ
号

Ｍ
Ｉ
Ｔ
Ｓ
Ｕ
Ｋ
Ｉ
合
同
会
社

清
算
人

李

革

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
七
日
に
総
社
員
の
同
意

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
墨
田
区
太
平
四
丁
目
三
番
一
号

合
同
会
社
フ
ォ
レ
ス
ト

清
算
人

森
脇

篤
史

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
一
日
開
催
の
社
員
総

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
文
京
区
小
石
川
五
丁
目
二
二
番
五
号

特
定
非
営
利
活
動
法
人
蔦
く
ら
ぶ

清
算
人

大
和

義
行

解
散
公
告

当
社
は
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は

清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
足
立
区
千
住
一
丁
目
四
番
一
号
東
京
芸
術

セ
ン
タ
ー
一
〇
階

株
式
会
社
Ｍ
＆
Ｍ

代
表
清
算
人

吉
川

武
士

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
一
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
大
田
区
東
海
三
丁
目
七
番
三
号

Ｗ
ｉ
ｌ
ｌ
Ｃ
ａ
ｔ
ｓ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

李

華
敬

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
十
九
日
総
社
員
の
同
意
に
よ

り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方

は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
品
川
区
上
大
崎
三
丁
目
一

二
ブ
リ
リ
ア

タ
ワ
ー
ズ
目
黒
ノ
ー
ス
レ
ジ
デ
ン
ス
三
八
〇
八
号

室

Ｙ
＆
Ｇ
合
同
会
社

清
算
人

王

康





〇

〇

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報 (分冊の)
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
く
だ
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
目
黒
区
青
葉
台
一
丁
目
二
〇
番
二
号

Ｄ
Ｗ
１
号
株
式
会
社

代
表
清
算
人

庄
司

顕
仁

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
葛
飾
区
青
戸
二
丁
目
八
番
四
号

株
式
会
社
日
中
総
合
研
究
所

代
表
清
算
人

角

憲
和

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
会
社
法
第
三
一
九

条
第
一
項
に
基
づ
く
議
決
権
を
行
使
す
る
こ
と
が
で
き
る

株
主
全
員
の
書
面
に
よ
る
同
意
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し

た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の

翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
墨
田
区
千
歳
三
丁
目
六
番
五
号
五
〇
二
室

プ
ロ
ス
森
下

一
鳴
驚
人
ブ
ロ
ッ
ク
チ
ェ
ー
ン
投
資
株
式
会
社

代
表
清
算
人

胡

一
鳴

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
十
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

神
奈
川
県
横
浜
市
神
奈
川
区
金
港
町
五

Ｒ
Ｕ
Ｃ
Ｉ
Ｓ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

溝
口

洋
輔

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

横
浜
市
南
区
花
之
木
町
二
丁
目
二
七
番
地
二

株
式
会
社
エ
ヌ
・
エ
ス
・
ビ
ー
・
コ
ー
ポ
レ
ー

シ
ョ
ン

代
表
清
算
人

金
原

浩
和

解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

川
崎
市
川
崎
区
藤
崎
四
丁
目
二
四
番
四
号

特
定
非
営
利
活
動
法
人
川
崎
の
海
の
歴
史
保
存
会

清
算
人

黒
川

則
彦

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
の
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
板
橋
区
高
島
平
一
丁
目
四
六
番
二
号

合
同
会
社
Ｈ
ｅ
ａ
ｒ
ｔ

Ｌ
ｉ
ｎ
ｅ

埼
玉
県
越
谷
市
新
川
町
二
丁
目
一
四
三
番
地
一

清
算
人

株
式
会
社
Ｌ
ａ
ｎ
ｋ
ｕ
ｕ
ｎ
ｏ

職
務
執
行
者

髙
橋

伸
治

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
五
月
五
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

神
奈
川
県
平
塚
市
西
八
幡
三

八

九

有
限
会
社
シ
ー
・
エ
ス
・
ピ
ー

清
算
人

高
木

敏
夫

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
付
の
総
社
員
の
同

意
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

神
奈
川
県
川
崎
市
高
津
区
久
本
三
丁
目
一
四
番
一
号

エ
ヌ
テ
ィ
・
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
合
同
会
社

清
算
人

井
原

敏
伸

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

神
奈
川
県
三
浦
市
海
外
町
五
番
一
八
号

株
式
会
社
Ｈ
Ｓ

代
表
清
算
人

山
本

浩
司

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

川
崎
市
中
原
区
今
井
南
町
三
四
番
一
五
号

合
同
会
社
コ
ン
フ
ィ

清
算
人

高
橋

研
二

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

新
潟
県
燕
市
白
山
町
一
丁
目
一
三
番
三
六
号

有
限
会
社
深
海
鉄
工
所

代
表
清
算
人

深
海

重
信

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

長
野
県
岡
谷
市
若
宮
二
丁
目
一
番
一
一
号

岡
谷
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
石
油
株
式
会
社

代
表
清
算
人

小
口

俊
光

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
十
六
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

長
野
県
上
伊
那
郡
辰
野
町
大
字
平
出
一
九
九
一
番

地
二

有
限
会
社
髙
木
光
学

清
算
人

髙
木

玲
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
十
五
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

岐
阜
県
可
児
市
若
葉
台
一
丁
目
三
五
番
地
の
一

有
限
会
社
ア
サ
ヒ

清
算
人

後
藤

恭
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

岐
阜
市
高
田
三
丁
目
九
番
六
号

シ
マ
ノ
建
設
株
式
会
社

代
表
清
算
人

島
野

典
子





令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

静
岡
県
静
岡
市
葵
区
大
岩
本
町
九
番
一
九
号

静
北
住
宅
有
限
会
社

清
算
人

外
山

和
代

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

静
岡
県
浜
松
市
中
央
区
天
王
町
一
一
四
七
番
地
の

一
幸
和
ハ
ウ
ジ
ン
グ
株
式
会
社
ビ
ル
一
階

株
式
会
社
コ
ー
ワ
住
セ
ン
タ
ー

代
表
清
算
人

鈴
木

一
道

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

名
古
屋
市
中
村
区
小
鴨
町
一
五
〇
番
地
の
二

合
同
会
社
ユ
メ
ミ
ル

清
算
人

西
本

敦
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
十
七
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

名
古
屋
市
名
東
区
極
楽
一
丁
目
一
五
番
地
の
一
四

あ
ち
は
株
式
会
社

代
表
清
算
人

阿
知
波
雅
大

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
四
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

愛
知
県
知
立
市
逢
妻
町
道
瀬
山
四
四
番
地
一
四

有
限
会
社
佑
紀

清
算
人

浅
井

誠

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
二
十
四
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

三
重
県
松
阪
市
広
陽
町
四
一
番
地
一

株
式
会
社
ゴ
ー
ト
ッ
プ

代
表
清
算
人

土
居

秀
人

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
七
日
総
社
員
の
同
意
に
よ
り

解
散
致
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
本

公
告
掲
載
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
期
間
内
に
お
申
し
出
の
な
い
債
権
は
清
算
か
ら

除
斥
致
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

三
重
県
四
日
市
市
羽
津
甲
一
三
番
地
一
一

合
同
会
社
ス
テ
ー
ジ
リ
ン
ク

清
算
人

佐
藤

朱
香

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
四
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

京
都
市
伏
見
区
醍
醐
御
霊
ケ
下
町
四
八

二
五

有
限
会
社
オ
ー
ト
・
コ
ム

清
算
人

黒
木

優

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
四
月
二
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

京
都
市
東
山
区
本
町
通
七
条
下
る
本
町
六
丁
目
一

二
番
地

扶
桑
電
機
株
式
会
社

代
表
清
算
人

菅
原
由
利
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
二
十
四
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が

な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

京
都
市
下
京
区
西
七
条
南
中
野
町
四
九
番
地

株
式
会
社
お
肉
の
大
川

代
表
清
算
人

大
川

弘
孝

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

大
阪
市
西
成
区
玉
出
中
二
丁
目
九
番
六
号

株
式
会
社
Ａ
Ｕ
Ｍ
Ｉ
Ｃ

Ｄ
Ｅ
Ｓ
Ｉ
Ｇ
Ｎ

Ｊ

Ａ
Ｐ
Ａ
Ｎ

代
表
清
算
人

馮

男

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

大
阪
府
和
泉
市
あ
ゆ
み
野
二
丁
目
三
番
七
号

パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク
・
フ
ァ
ー
ル
ゥ
ジ
ャ
パ
ン
合
同

会
社

代
表
清
算
人

郭

文

健

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

大
阪
市
中
央
区
内
本
町
二
丁
目
四
番
一
〇

一
二

〇
三
号

株
式
会
社
フ
レ
ー
バ
ー
リ
ン
ク

代
表
清
算
人

ゾ
ン
デ
ィ
ビ
ト

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
四
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

大
阪
府
豊
中
市
東
寺
内
町
五
番
一
六
号

プ
リ
マ
ス
テ
ラ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

谷

恵
理

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
五
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

大
阪
市
西
区
立
売
堀
五
丁
目
四
番
七

一
〇
一
号

Ｂ
Ｇ
Ｍ
ｐ
ｌ
ｕ
ｓ
合
同
会
社

清
算
人

花
谷

恭
昌

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

兵
庫
県
加
古
川
市
加
古
川
町
中
津
四
四
八
番
地
の
一

株
式
会
社
ギ
ガ

代
表
清
算
人

片
山

雅
義





令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

兵
庫
県
明
石
市
相
生
町
一
丁
目
八
番
二
二
号
ピ
ュ

ア
ハ
イ
ツ
中
崎
六
〇
一
号

特
定
非
営
利
活
動
法
人
エ
コ
ベ

清
算
人

片
山

香
南

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

兵
庫
県
明
石
市
大
明
石
町
一
丁
目
九
番
二
六
コ
ー

ポ
タ
カ
ハ
マ
六
〇
二
号

株
式
会
社
東
昇

代
表
清
算
人

張

楠

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

奈
良
県
奈
良
市
右
京
三
丁
目
二
番
地
の
七

株
式
会
社
よ
の
き

代
表
清
算
人

角

憲
和

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
九
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

広
島
市
西
区
西
観
音
町
一
番
一

三
〇
二
号

有
限
会
社
ス
ペ
ー
ス
タ
イ
ム

清
算
人

福
田
都
志
朗

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
八
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き

は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

広
島
県
広
島
市
中
区
東
平
塚
町
七
番
一
六

七
〇

一
号

ウ
オ
ー
ク
オ
ン
合
同
会
社

代
表
清
算
人

池
本

治

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
八
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
令
和
八
年
七
月
二
十
八
日
を
も
っ
て
解
散

い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本

公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算

か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

広
島
県
広
島
市
中
区
東
平
塚
町
七
番
一
六

七
〇

一
号

池
本
治
事
務
所
株
式
会
社

代
表
清
算
人

池
本

治

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
八
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き

は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

広
島
県
広
島
市
西
区
上
天
満
町
一
一
番
九
号

池
本
投
資
合
同
会
社

代
表
清
算
人

池
本

治

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
八
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き

は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

広
島
県
広
島
市
西
区
上
天
満
町
一
一
番
九
号

池
本
イ
ン
ベ
ス
ト
メ
ン
ト
合
同
会
社

代
表
清
算
人

池
本

治

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

広
島
市
安
佐
南
区
安
東
五
丁
目
二
三
番
一
〇
号

プ
レ
ー
ン
ズ
有
限
会
社

清
算
人

松
原

武

解
散
公
告

当
組
合
は
、
総
組
合
員
の
同
意
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま

し
た
の
で
、
当
組
合
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲

載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

福
岡
県
大
野
城
市
大
池
二
丁
目
一
八
番
九
号

柏
の
葉
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
生
産
実
証
有
限
責

任
事
業
組
合

清
算
人

株
式
会
社
B
io
m
a
teria

l
in
T
o
k
y
o

職
務
執
行
者

泉

可
也

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
七
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
社
員
総

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し

出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

福
岡
県
北
九
州
市
門
司
区
風
師
三
丁
目
八
番
二
三
号

一
般
社
団
法
人
国
際
教
育
文
化
振
興
会

代
表
清
算
人

藤
本

多
美

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

福
岡
市
南
区
野
間
一
丁
目
六
番
一
七
号
一
Ｆ

株
式
会
社
フ
ェ
ー
ル

代
表
清
算
人

飛
永

奈
緒

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

佐
賀
県
神
埼
郡
吉
野
ヶ
里
町
吉
田
九
七
七

一
五

株
式
会
社
く
ら
つ
ぼ

代
表
清
算
人

渡
邊

哲
也

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
五
月
三
十
一
日
株
主
総
会
の
決
議

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

長
崎
県
対
馬
市
上
県
町
樫
滝
九
四
三
番
地

有
限
会
社
タ
カ
産
業

清
算
人

小
宮
加
津
彦

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
二
十
五
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

長
崎
市
中
川
二
丁
目
七
番
一
四
号
中
川
ビ
ル
一
階

有
限
会
社
ホ
ー
ム
ラ
ン
ス
タ
ジ
オ

代
表
清
算
人

深
町

知
史

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
日
総
社
員
の
同
意
に
よ
り

解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算

か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

熊
本
市
北
区
山
室
三
丁
目
二
番
五
号

友
利
グ
ロ
ー
バ
ル
合
同
会
社

清
算
人

仕
明

一
宏





令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

大
分
市
日
吉
町
五
番
一
二
号

有
限
会
社
総
合
家
電

清
算
人

甲
斐

淸
見

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

宮
崎
県
宮
崎
市
大
字
小
松
字
七
田
三
一
五
二
番
地
七

ホ
ッ
ト
・
ロ
ー
ド
有
限
会
社

清
算
人

兒
玉

博
明

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

宮
崎
県
宮
崎
市
学
園
木
花
台
桜
二
丁
目
二
一
番
地

一
二

株
式
会
社
ト
ラ
ッ
ク
セ
ン
タ
ー
コ
ト
ブ
キ

代
表
清
算
人

小
川

壽
一

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

鹿
児
島
県
鹿
屋
市
獅
子
目
町
一
九
四
番
地

株
式
会
社
グ
ル
ッ
ク

代
表
清
算
人

福
留

洋
一

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
一
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

沖
縄
県
名
護
市
宮
里
七
丁
目
六
番
六
号

有
限
会
社
ヨ
シ
企
画
設
計

清
算
人

清
水
し
げ
み

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
の
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

沖
縄
県
島
尻
郡
南
風
原
町
字
兼
城
六
二
三
番
地
四

太
田
マ
ン
シ
ョ
ン
一
Ｆ

合
同
会
社
ハ
ー
ト
ラ
イ
ン

埼
玉
県
越
谷
市
新
川
町
二
丁
目
一
四
三
番
地
一

清
算
人

株
式
会
社
Ｌ
ａ
ｎ
ｋ
ｕ
ｕ
ｎ
ｏ

職
務
執
行
者

髙
橋

伸
治

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
基
金
は
、
社
会
経
済
の
変
化
を
踏
ま
え
た
年
金
制
度

の
機
能
強
化
の
た
め
の
国
民
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正
す

る
等
の
法
律
附
則
第
三
十
四
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
解

散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、当
基
金
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

北
海
道
釧
路
市
北
大
通
十
二
丁
目
一
番
地
四

石
炭
鉱
業
年
金
基
金

代
表
清
算
人

風
呂
谷
文
雄

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
、
社
員
の
欠
亡

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い

と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

福
井
県
敦
賀
市
三
島
町
一
丁
目
一
三
番
七
号

医
療
法
人
よ
し
の
眼
科

清
算
人

芳
野

佳
克

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
六
月
十
六
日
大
阪
市
保
健
所
長

の
認
可
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す

る
者
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清

算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

大
阪
市
住
之
江
区
中
加
賀
屋
一
丁
目
一
四
番
二
二
号

医
療
法
人
も
と
だ
整
形
外
科
ク
リ
ニ
ッ
ク

清
算
人

元
田

忠
伸

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
七
月
二
日
責
任
役
員
会
の
決
議

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載（
令
和
八
年
八
月
十
日
）

の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、

右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し

ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

神
戸
市
灘
区
篠
原
南
町
四
丁
目
四
番
二
二
号

宗
教
法
人
遍
照
寺

清
算
人

大
山

彰
英

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
令
和
七
年
二
月
七
日
開
催
の
責
任
役
員
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す

る
者
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
八
月
五
日
）

の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間

内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

和
歌
山
県
東
牟
婁
郡
那
智
勝
浦
町
大
野
一
四
二
二

番
地

宗
教
法
人
楞
嚴
寺

清
算
人

西
山

十
海

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
令
和
七
年
二
月
七
日
開
催
の
責
任
役
員
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す

る
者
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
八
月
五
日
）

の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間

内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

和
歌
山
県
東
牟
婁
郡
那
智
勝
浦
町
田
垣
内
七
五
五

番
地

宗
教
法
人
寳
珠
寺

清
算
人

西
山

十
海

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
令
和
七
年
二
月
七
日
開
催
の
責
任
役
員
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す

る
者
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
八
月
五
日
）

の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間

内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

和
歌
山
県
東
牟
婁
郡
那
智
勝
浦
町
熊
瀬
川
六
二
一

番
地

宗
教
法
人
両
谷
寺

清
算
人

西
山

十
海

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
令
和
七
年
十
月
一
日
開
催
の
臨
時
社
員
総

会
の
決
議
並
び
に
松
山
市
長
の
認
可
に
よ
り
、
解
散
い
た

し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公

告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
八
月
十
日
）
の
翌
日
か
ら
二

箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

愛
媛
県
松
山
市
北
条
辻
一
四
四
三
番
地
六

医
療
法
人
菅
歯
科
医
院

清
算
人

菅

泰
晴

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

宮
崎
県
宮
崎
市
中
央
通
二
番
二
一
号
マ
ジ
ソ
ン
ビ

ル
五
階

株
式
会
社
フ
ァ
イ
ト

代
表
清
算
人

黒
木
あ
い
り

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
法
人
は
、
令
和
七
年
十
一
月
十
七
日
開
催
の
責
任
役

員
会
の
決
議
及
び
北
海
道
知
事
の
認
可
に
よ
り
令
和
八
年

七
月
十
日
を
も
っ
て
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き

は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

北
海
道
苫
小
牧
市
双
葉
町
二
丁
目
一
〇
番
一
二
号

宗
教
法
人
カ
ト
リ
ッ
ク
メ
リ
ノ
ー
ル
宣
教
会

清
算
人

ラ
イ
ヤ
フ
ラ
ン
シ
ス
ア
ル
ベ
ル
ト

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
五
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

大
分
県
宇
佐
市
大
字
宝
鏡
寺
九
〇
番
地

プ
ラ
チ
ナ
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
株
式
会
社

代
表
清
算
人

佐
々
木
真
理
子





令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
八

月
十
日
）の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

鹿
児
島
県
姶
良
市
西
宮
島
町
二
番
地
三
〇

医
療
法
人
和
田
歯
科
医
院

清
算
人

和
田

秀
文

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
六
月
十
四
日
開
催
の
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方

は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
八
月
七
日
）
の
翌

日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に

お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

川
崎
市
川
崎
区
砂
子
二
丁
目
一
〇
番
地
七
ル
リ
エ

川
崎
駅
前
三
〇
三管

理
組
合
法
人
ル
リ
エ
川
崎
駅
前

清
算
人

井
ノ
本
真
佐
夫

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
七
年
十
二
月
七
日
の
責
任
役
員
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る

者
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
八
月
七
日
）
の

翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内

に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

島
根
県
出
雲
市
斐
川
町
荘
原
三
〇
八
三
番
地

宗
教
法
人
日
本
ホ
ー
リ
ネ
ス
教
団
出
雲
エ
シ
ュ

ル
ン
教
会

清
算
人

中
道

善
次

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
組
合
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
一
日
の
山
口
県
知
事

の
認
可
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
組
合
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
八
月
七
日
）

の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

山
口
県
山
口
市
小
郡
大
正
町
一
五
番
七
号

新
山
口
駅
北
地
区
市
街
地
再
開
発
組
合

清
算
人

石
田
光
一
郎

清
算
人

平
田

雅
典

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
福
岡
地
方
裁
判
所
飯
塚
支
部
の
命
令
に
よ

り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載（
令
和
八
年
七
月
二
十
八
日
）

の
翌
日
か
ら
令
和
八
年
十
月
三
十
一
日
ま
で
に
お
申
し
出

下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

福
岡
県
嘉
麻
市
山
野
二
〇
〇
二
番
地

宗
教
法
人
山
野
教
会

清
算
人

弁
護
士

明
石
美
紗
子

連
絡
先

福
岡
県
飯
塚
市
新
立
岩
四
番
四
号
ク
レ
イ

ン
３
ビ
ル
四
〇
二
号

森
法
律
事
務
所

第
六
期
決
算
公
告

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
現
在

貸
借
対
照
表
の
要
旨

（
単
位
・
千
円
）

資
産
の
部

資
産
の
部
計

一
〇
九
、
九
六
六

負
債
及
び
正
味
財
産
の
部

負
債
の
部
計

一
一
、
三
四
五

正
味
財
産
の
部
計

九
八
、
六
二
一

負
債
及
び
正
味
財
産
の
部
計

一
〇
九
、
九
六
六

令
和
八
年
八
月
十
二
日

岡
山
県
倉
敷
市
連
島
町
鶴
新
田
一
七
一
七
番
地
一

一
般
社
団
法
人
Ｃ
ｈ
ｉ
ｌ
ｄ
’
ｓ
Ｌ
ａ
ｂ

代
表
理
事

出
宮

稔
久





令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報 



令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報



第 33 期決算公告 令和８年６月24日
宮城県加美郡色麻町四竈字大原283番地
の２

ＪＡ全農ラドファ株式会社
代表取締役社長 風祭 英二
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 620,775
固 定 資 産 454,914
合 計 1,075,689

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 893,063
固 定 負 債 1,843,731
株 主 資 本 1,661,105
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 1,691,105
利 益 準 備 金 5,030
その他利益剰余金 1,696,135
(うち当期純損失) (1,786,979)
合 計 1,075,689

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報 



令
和

年

月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年

月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

有限会社シービーエム 東京都知事99252 代表取締役 細美めぶき 東京都清瀬市元町
二丁目13番25号 1000万円 東京都知事 東京都清瀬市元町二丁目13番25号 有限会社シー
ビーエム 代表取締役 細美めぶき

株式会社オープンハウス・ディベロップメント 国土交通大臣8112 代表取締役 福岡良介
東京都渋谷区渋谷三丁目12番18号 廃止した従たる事務所 福岡県福岡市博多区博多駅前３

3023 500万円 関東地方整備局長 東京都渋谷区渋谷三丁目12番18号 株式会社オープン
ハウス・ディベロップメント 代表取締役 福岡良介

合資会社戸田材木店 大阪府知事52699 代表社員 戸田隆博 大阪府茨木市大池１丁目
11番31号 1000万円 大阪府知事 大阪府茨木市大池１丁目11番31号 合資会社戸田材木店
代表社員 戸田隆博

ポンド不動産管理 大阪府知事59105 林光作 大阪府大阪市西淀川区大和田４1121
1000万円 大阪府知事 大阪府大阪市淀川区西宮原２６８1408 林光作
宅地建物取引業保証協会弁済業務保証金取りもどし公告
宅地建物取引業法第64条の11第４項の規定により次のとおり公告します。
公益社団法人全国宅地建物取引業保証協会（以下「保証協会」という。）の社員である下記の者と、
宅地建物の取引を行ったことにより生じた債権につき、宅地建物取引業法第64条の８第１項の規定に
基づき、弁済の権利を有する者は、本公告掲載の翌日から６箇月以内に同法施行規則第26条の５第１
項に規定する認証申出書３通を保証協会に提出して下さい。なお、認証申出書の提出がないときは、
下記の者に係る弁済業務保証金分担金は同人に返還されます。
令和８年８月 12 日 東京都千代田区岩本町２丁目６番３号

公益社団法人全国宅地建物取引業保証協会
記

年 度
番 号

商号又は
名 称

免 許 証
番 号

(代表者
の)氏名

主たる事務所
の所在地

営業保証金
相当額

令08全保1381 積水ハウス
シャーメゾン
ＰＭ東北株式
会社

国土交通大臣
3219

代表取締役
石井眞樹

宮城県仙台市青葉区本
町２1610メットラ
イフ仙台本町ビル２Ｆ

5500万円

令08全保1382 株式会社エル
ファースト

国土交通大臣
8155

代表取締役
小島一

埼玉県川越市熊野町
５11

1500万円

令08全保1383 株式会社ア
セットグルー
プ・オペラ

国土交通大臣
8900

代表取締役
堺智恵

東京都港区赤坂２
17503907

〃

旅 行 業 協 会 弁 済 業 務 保 証 金 分 担 金 返 還 に 関 す る 公

告
弁 済 業 務 規 約 第 二 十 二 条 の 二 （ 弁 済 業 務 保 証 金

分 担 金 を 返 還 で き な い 場 合 の 取 り 扱 い ） の 規 定 に

よ り 次 の と お り 公 告 し ま す 。

一 、 当 協 会 の 保 証 社 員 で あ っ た 者 の 名 称

株 式 会 社 ホ テ ル ・ ハ イ シ テ ィ ・ セ レ ン テ

二 、 住 所 三 重 県 鈴 鹿 市 平 田 東 町 一 四 番 一 五 号

三 、 代 表 者 代 表 取 締 役 小 林 美 津 子

右 記 会 社 は 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 五 年 以 内 に 弁

済 業 務 保 証 金 分 担 金 の 返 還 手 続 き （ 弁 済 業 務 規 約

第 十 八 条 及 び 第 二 十 二 条 ） を と り 、 同 分 担 金 の 返

還 を 受 け て 下 さ い 。 返 還 を 受 け な い と き は 、 当 該

弁 済 業 務 保 証 金 分 担 金 を 本 会 の 収 入 と し 、 こ れ を

弁 済 業 務 保 証 金 準 備 金 に 繰 り 入 れ ま す 。

手 続 場 所 東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関 三 丁 目 三 番 三 号

一 般 社 団 法 人 日 本 旅 行 業 協 会

令 和 八 年 八 月 十 二 日

東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関 三 丁 目 三 番 三 号

一 般 社 団 法 人 日 本 旅 行 業 協 会

代 表 理 事 蝦 名 邦 晴

宅地建物取引業者営業保証金取りもどし公告
宅地建物取引業法第30条及び宅地建物取引業者営業保証金規則第７条の規定により次のとおり公告
します。
下記の者に係る営業保証金につき宅地建物取引業法第27条第１項の権利を有する者は、本公告掲載
の翌日から６箇月以内にその債権の額、債権発生の原因たる事実並びに住所氏名又は名称を記載した
申出書２通を下記提出先に提出して下さい。前記の申出書の提出がないときは、下記の者に係る営業
保証金は同人に返還されます。
令和８年８月 12 日

記
［掲載順序］
商号又は名称 免許証番号 （代表者の）氏名 事務所の所在地 営業保証金の額 申
出書提出先 掲載者住所、商号又は名称及び氏名






令
和

年

月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

令08全保1384 とうや湖農業
協同組合

北海道知事
(胆振９)661

代表理事
髙井一英

北海道虻田郡洞爺湖町
香川55７

1000万円

令08全保1385 有限会社細貝
商会

北海道知事
(石狩10)4260

代表取締役
細貝政道

北海道札幌市豊平区平
岸１条16丁目６１

〃

令08全保1386 株式会社Ｎ
Ｃｏｎｎｅｃ
ｔ

北海道知事
(石狩２)8854

代表取締役
渡部直人

北海道札幌市西区西町
北７丁目４14リー
バ・デル・マーレ１階

〃

令08全保1387 有限会社山根
宅建

北海道知事
(上川５)1014

代表取締役
山根衛

北海道上川郡当麻町３
条東３丁目１12

〃

令08全保1388 有限会社ファ
ースト自動車

宮城県知事
6504

代表取締役
德永栄臣

宮城県多賀城市栄２
110

〃

令08全保1389 有限会社ライ
フ・ステージ

富山県知事
2313

代表取締役
鈴木英昭

富山県富山市根塚町
２１６

〃

令08全保1390 有限会社宮内
工務店

富山県知事
2757

代表取締役
宮内彰

富山県氷見市岩瀬1835 〃

令08全保1391 倉田建設株式
会社

滋賀県知事
712

代表取締役
茂呂信哉

滋賀県甲賀市水口町北
内貴400

〃

令08全保1392 株式会社池口
工務店

滋賀県知事
2385

代表取締役
池口彰男

滋賀県大津市馬場２
９８

〃

令08全保1393 株式会社コス
ギエッグ

滋賀県知事
4058

代表取締役
小杉栄二

滋賀県大津市大江２
1730

〃

令08全保1394 株式会社丸善
不動産

奈良県知事
4384

代表取締役
國中和美

奈良県天理市守目堂町
170番地１303号

〃

令08全保1395 株式会社物件
市場

山口県知事
3666

代表取締役
内山里江

山口県山口市小郡下郷
789番地１

〃

令08全保1396 株式会社ＢＥ
ＡＲ．ＦＲＵ
ＩＴ

大分県知事
3422

代表取締役
宇都宮富子

大分県大分市二又町三
丁目３番77号

〃

令08全保1397 エステート丸
善

富山県知事
1775

布施明 富山県氷見市幸町９
32

〃

令08全保1398 有限会社菊本
不動産

石川県知事
2054

代表取締役
菊本廣昭

石川県金沢市古府１
185

〃

令08全保1399 金沢住宅販売
株式会社

石川県知事
4119

代表取締役
山崎了

石川県金沢市久安５丁
目252

〃

令08全保1400 金光商店 鳥取県知事
1417

金光敦 鳥取県東伯郡琴浦町
束199

〃

令08全保1401 下関総合不動
産センター

山口県知事
1876

斎藤俊彦 山口県下関市宝町11
24

〃

令08全保1402 瑞穂不動産 徳島県知事
2557

三宅宏典 徳島県阿南市那賀川町
中島753

〃

令08全保1403 幸進商事 高知県知事
2990

野々村一之 高知県高知市大津乙
1142番地３

〃

令08全保1404 さかい不動産 高知県知事
3031

堺悠 高知県香美市土佐山田
町旭町１丁目１番10号
スバルｋ302

〃

令08全保1405 株式会社堀信
組

熊本県知事
2588

代表取締役
堀田ひろ子

熊本県天草市本渡町広
瀬1118

〃

令08全保1406 有明企画有限
会社

熊本県知事
2720

代表取締役
麻生奈央

熊本県玉名郡長洲町大
字長洲山の下622１

〃

令08全保1407 株式会社ａｎ 大分県知事
3123

代表取締役
甲田京子

大分県大分市大字下宗
方1137４

〃

令08全保1408 三洋開発株式
会社

鹿児島県知事
5852

代表取締役
逆瀬川勇

鹿児島県鹿児島市南郡
元町14９

〃

令08全保1409 株式会社増木 国土交通大臣
10164

代表取締役
新井健

埼玉県新座市野火止
３10５

1500万円

令08全保1410 ミライフ株式
会社

国土交通大臣
10310

代表取締役
塚越二喜男

東京都品川区東品川
１3920

〃

令08全保1411 合同会社瀬戸
田ホールディ
ングス

関整特事
111

東京建物㈱ 東京都千代田区神田錦
町１21１

1000万円

令08全保1412 合同会社ＡＬ
ＥＲＯ７５

関整特事
253

（一社）ア
レーロ・プ
ラス

東京都千代田区神田錦
町１21１

〃

令08全保1413 合同会社ＡＬ
ＥＲＯ８０

関整特事
281

（一社）ア
レーロ・プ
ラス２

東京都千代田区神田錦
町１21１

〃

令08全保1414 株式会社アオ
イ不動産

北海道知事
(留萌４)56

代表取締役
野原宏敬

北海道留萌市住之江町
１丁目81

〃

令08全保1415 ベスコムデザ
イン株式会社

秋田県知事
1956

代表取締役
菅原信夫

秋田県大館市御成町２
丁目６３２Ｆ

〃

令08全保1416 株式会社Ｙｓ
８

宮城県知事
7082

代表取締役
橋本晃輔

宮城県仙台市宮城野区
榴岡４12２

〃

令08全保1417 有限会社アサ
ヒホーム販売

山梨県知事
1274

代表取締役
深沢秀樹

山梨県甲府市富士見一
丁目４番52号

〃

令08全保1418 信和建設株式
会社

山梨県知事
1958

代表取締役
石原俊伸

山梨県甲州市勝沼町藤
井928

〃

令08全保1419 オフィース貴
真

山梨県知事
2185

田村卓正 山梨県富士吉田市上暮
地１13２

〃

令08全保1420 株式会社金子
不動産

富山県知事
3186

代表取締役
金子サチ子

富山県富山市秋吉
19411

〃

令08全保1421 有限会社岡本
家具工芸

和歌山県知事
2176

代表取締役
岡本勝二

和歌山県和歌山市鳴神
137１

〃

令08全保1422 グリーンホー
ム

和歌山県知事
3671

南剛則 和歌山県東牟婁郡串本
町二色576

〃

令08全保1423 株式会社和石 和歌山県知事
3924

代表取締役
大岩徳成

和歌山県和歌山市永穂
620２

〃

令08全保1424 株式会社はま
ぐち建設

和歌山県知事
4084

代表取締役
濵口愛寿賀

和歌山県岩出市吉田
92134

〃

令08全保1425 株式会社ベス
ト不動産

愛媛県知事
5051

代表取締役
秦和志

愛媛県今治市常盤町５
丁目８31

〃

令08全保1426 株式会社える
く

愛媛県知事
5688

代表取締役
三浦敦司

愛媛県松山市千舟町３
丁目３８６Ｆ

〃

令08全保1427 有限会社岡田
装業

愛媛県知事
5758

代表取締役
岡田陽英

愛媛県新居浜市泉池町
1135

〃

令08全保1428 コマツ住宅 高知県知事
1713

小松栄次郎 高知県高知市福井扇町
３13

〃

令08全保1429 きら不動産 高知県知事
3053

吉良純一 高知県高知市針木本町
８番16号

〃

令08全保1430 有限会社北九
州相互不動産

福岡県知事
7702

代表取締役
渡邊妙子

福岡県北九州市八幡西
区陣原５２５

〃

令08全保1431 明成不動産 福岡県知事
8422

久保田善隆 福岡県久留米市御井町
2103２

〃

令08全保1432 有限会社ジャ
パンリース

福岡県知事
11163

代表取締役
日隈茂行

福岡県福岡市博多区上
牟田３６11

〃

令08全保1433 株式会社トラ
ストリンク

福岡県知事
11616

代表取締役
古賀多依子

福岡県福岡市中央区荒
津２１７505

〃
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令08全保1434 むねひろ屋不
動産

福岡県知事
11877

宗廣道登志 福岡県宗像市武丸
88915

〃

令08全保1435 株式会社ハヤ
シトラスト

福岡県知事
18160

代表取締役
林聖一郎

福岡県中間市中間３
３７

〃

令08全保1436 株式会社シン
ビ

福岡県知事
19656

代表取締役
竹内槙優

福岡県福岡市中央区谷
２1633101号室

〃

令08全保1437 株式会社あす
か不動産

福岡県知事
20343

代表取締役
村上悦子

福岡県糸島市前原東１
５21２階Ｄ号室

1500万円

令08全保1438 株式会社Ｐｌ
ａｎＳｔｙｌ
ｅ

福岡県知事
20481

代表取締役
須田圭一

福岡県福岡市中央区天
神３３６天神サン
ビル８階

1000万円

令08全保1439 依依株式会社 福岡県知事
20990

代表取締役
陳金萍

福岡県福岡市早良区飯
倉２３11201

〃

令08全保1440 仙道不動産 秋田県知事
2083

仙道定夫 秋田県雄勝郡羽後町新
町字新町17３

〃

令08全保1441 一衣帯水ア
セット不動産
販売株式会社

宮城県知事
3183

代表取締役
藤克彦

宮城県仙台市青葉区上
愛子字雷神５86

〃

令08全保1442 株式会社ライ
フプランニン
グ

宮城県知事
6397

代表取締役
森谷祥

宮城県名取市杜せきの
した５31５

〃

令08全保1443 大和物産株式
会社

茨城県知事
1960

代表取締役
長谷川健一

茨城県日立市大久保町
２１19

〃

令08全保1444 株式会社サン
ヨー企画

茨城県知事
2838

代表取締役
島田幸雄

茨城県取手市取手１
５10

〃

令08全保1445 有限会社トー
タルプラン長
山

茨城県知事
4834

代表取締役
長山初枝

茨城県牛久市南５
12５

〃

令08全保1446 有限会社海老
原工務店

茨城県知事
5991

代表取締役
海老原恵一

茨城県つくば市下広岡
1055４

〃

令08全保1447 ありがとうホ
ーム株式会社

茨城県知事
7401

代表取締役
永木康浩

茨城県結城市山川新宿
744２

〃

令08全保1448 株式会社Ｗｏ
ｒｌｄ

茨城県知事
7428

代表取締役
田中庸介

茨城県水戸市千波町
2455１

〃

令08全保1449 塩野目ブロッ
ク株式会社

栃木県知事
383

代表取締役
塩野目功

栃木県那須烏山市宮原
176

〃

令08全保1450 株式会社三和
産業

栃木県知事
1813

代表取締役
戸澤伸元

栃木県栃木市河合町
４１

〃

令08全保1451 株式会社泰山 栃木県知事
5272

代表取締役
本澤哲

栃木県宇都宮市細谷町
215

〃

令08全保1452 渡良瀨興産有
限会社

群馬県知事
3279

代表取締役
石井道三

群馬県太田市市場町
1066番地７

〃

令08全保1453 株式会社第一
住建

群馬県知事
3582

代表取締役
小原一則

群馬県館林市松原一丁
目12番１号

〃

令08全保1454 株式会社関東
建創ホール
ディングス

群馬県知事
4057

代表取締役
今井正典

群馬県高崎市江木町
1465番地１

〃

令08全保1455 浅見不動産 群馬県知事
6061

浅見敏雄 群馬県藤岡市藤岡832
番地９

〃

令08全保1456 富士産業株式
会社

群馬県知事
7846

代表取締役
カヤオヌル

群馬県太田市東別所町
112番地10３Ｆ

〃

令08全保1457 クールコネク
ト株式会社

群馬県知事
8082

代表取締役
神戸翔太

群馬県伊勢崎市八斗島
町938番地139

〃

令08全保1458 株式会社ＡＳ
ＢＥＹＳ

埼玉県知事
3989

代表取締役
平田弘

埼玉県川口市並木３
14７ブライズＶ602

〃

令08全保1459 三幸建設株式
会社

埼玉県知事
9971

代表取締役
齋藤成三

埼玉県熊谷市弥生町
１５

〃

令08全保1460 有限会社番場
不動産

埼玉県知事
12757

代表取締役
番場順子

埼玉県比企郡嵐山町む
さし台１19４

〃

令08全保1461 有限会社内田
設計

埼玉県知事
14177

代表取締役
内田修

埼玉県朝霞市根岸台
１１36

〃

令08全保1462 有限会社ベス
トハウス

埼玉県知事
14268

代表取締役
中村陽子

埼玉県入間市下藤沢
１13６

〃

令08全保1463 埼玉大学生活
協同組合

埼玉県知事
14762

代表理事
佐々木誠司

埼玉県さいたま市桜区
下大久保255埼玉大学
内

〃

令08全保1464 株式会社須賀
工業

埼玉県知事
14855

代表取締役
須賀正明

埼玉県白岡市西２
16１

〃

令08全保1465 有限会社中村
都市開発

埼玉県知事
16519

代表取締役
中村裕一

埼玉県さいたま市南区
内谷３８８

〃

令08全保1466 クマ・ホーム
有限会社

埼玉県知事
16557

代表取締役
星野訓男

埼玉県越谷市弥十郎
551１

〃

令08全保1467 株式会社斎藤
組

埼玉県知事
19319

代表取締役
齊藤公志郎

埼玉県秩父市下影森
163

〃

令08全保1468 株式会社フォ
ープロプス

埼玉県知事
22537

代表取締役
村一義

埼玉県さいたま市見沼
区春野２1025

〃

令08全保1469 有限会社アー
バン

埼玉県知事
22812

代表取締役
宮原克平

埼玉県志木市柏町１
1919

〃

令08全保1470 ミライズ株式
会社

埼玉県知事
24506

代表取締役
沢目正也

埼玉県草加市氷川町
2166４17号室

〃

令08全保1471 株式会社クロ
スブリッジ

東京都知事
4220

代表取締役
引馬旭道

東京都中央区日本橋箱
崎町32２２階

〃

令08全保1472 丸勝商事株式
会社

東京都知事
4583

代表取締役
小早川勝一

東京都墨田区横網１
３

〃

令08全保1473 満福商事株式
会社

東京都知事
7104

代表取締役
受川朋弘

東京都世田谷区宮坂
３10７

〃

令08全保1474 玄洋建設株式
会社

東京都知事
14747

代表取締役
花田守昭

東京都江東区住吉２
22３

〃

令08全保1475 葵不動産 東京都知事
28993

吉村康雄 東京都八王子市西寺方
町50１

〃

令08全保1476 宮森総業株式
会社

東京都知事
37852

代表取締役
宮森健一

東京都北区赤羽１
1916

〃

令08全保1477 野村総業株式
会社

東京都知事
44320

代表取締役
野村茂

東京都品川区中延４
16９

〃

令08全保1478 有限会社駒込
大栄住宅社

東京都知事
47050

代表取締役
伊藤幸敬

東京都豊島区駒込１
42２

〃

令08全保1479 信誠地所株式
会社

東京都知事
52798

代表取締役
柳俊男

東京都墨田区立川４
７４

〃

令08全保1480 有限会社東陽
不動産

東京都知事
53134

代表取締役
橋本昭

東京都台東区上野５
1512

〃

令08全保1481 三輝興業株式
会社

東京都知事
74070

代表取締役
大渕清明

東京都新宿区住吉町
６３

〃

令08全保1482 タケイチバ
リュアブル不
動産株式会社

東京都知事
74955

代表取締役
柿﨑宏治

東京都渋谷区神泉町
９６明和地所渋谷神
泉ビル

〃

令08全保1483 株式会社イー
プラント

東京都知事
75483

代表取締役
遠藤雅人

東京都江戸川区平井
４５15

〃

令08全保1484 パンテオン地
所株式会社

東京都知事
77272

代表取締役
井上慶一郎

東京都千代田区霞が関
３２１

〃
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令08全保1485 株式会社ニッ
タヤ

東京都知事
78213

代表取締役
新部謙二

東京都新宿区大久保
２19１

〃

令08全保1486 株式会社ケイ
アイエーコー
ポレーション

東京都知事
80540

代表取締役
熊倉和子

東京都杉並区本天沼
３3520

〃

令08全保1487 有 限 会 社
ビー・アー
ル・イー

東京都知事
80958

代表取締役
斎藤勉

東京都板橋区上板橋
３２１306号

〃

令08全保1488 株式会社アド
バンスキャピ
タル

東京都知事
86002

代表取締役
西川隆士

東京都中央区銀座８
８１

〃

令08全保1489 株式会社いろ
葉デザイン事
務所

東京都知事
86142

代表取締役
栗原伸太郎

東京都杉並区下高井戸
２10３

〃

令08全保1490 丸和不動産株
式会社

東京都知事
86812

代表取締役
方 治郎

東京都文京区本郷３
２５

〃

令08全保1491 株式会社ユー
ケーケー

東京都知事
86843

代表取締役
海野晃一

東京都中央区日本橋富
沢町12７

〃

令08全保1492 ロックハラー
ド証券株式会
社

東京都知事
92155

代表取締役
大野一志

東京都港区虎ノ門１
13５

〃

令08全保1493 株式会社久米
設計

東京都知事
93813

代表取締役
能口卓也

東京都江東区潮見２
１22

〃

令08全保1494 株式会社プロ
レド・パート
ナーズ

東京都知事
95149

代表取締役
佐谷進

東京都港区芝公園１
１１住友不動産御成
門タワー７Ｆ

〃

令08全保1495 株式会社テッ
クジャパン

東京都知事
99054

代表取締役
別府満宏

東京都足立区花畑７
1611

〃

令08全保1496 株式会社ピー
ス・アーキテ
クツ

東京都知事
99862

代表取締役
浦野幸一

東京都中央区日本橋箱
崎町39４

〃

令08全保1497 プロマート株
式会社

東京都知事
99968

代表取締役
小池正彦

東京都千代田区神田三
崎町３８４

〃

令08全保1498 株式会社ライ
フ・ステージ

東京都知事
101121

代表取締役
仲村茂樹

東京都町田市小川４
18３

〃

令08全保1499 タ カ ユ リ
フォームＰＬ
ＵＳ不動産

東京都知事
102208

中山貴裕 東京都江東区南砂１
1011

〃

令08全保1500 ティーイー
シーコンサル
ティング株式
会社

東京都知事
103100

代表取締役
増岡康治

東京都世田谷区尾山台
３33５

〃

令08全保1501 横沢建設株式
会社

東京都知事
103313

代表取締役
萱沼弘史

東京都府中市府中町
１16４

〃

令08全保1502 住まいネクス
ト株式会社

東京都知事
103450

代表取締役
大木健太

東京都大田区大森北
１１５

〃

令08全保1503 株式会社ＰＩ
ＣＫ

東京都知事
103777

代表取締役
普家辰哉

東京都港区芝公園２
11１６階

〃

令08全保1504 株式会社金水
商事

東京都知事
103799

代表取締役
張偉

東京都江東区毛利２
1014新亜ビル401

〃

令08全保1505 アナザーブレ
インコンサル
ティング株式
会社

東京都知事
105855

代表取締役
目黒大介

東京都港区高輪２
1652

〃

令08全保1506 株式会社渡辺
組建設工業

東京都知事
105896

代表取締役
渡辺淳

東京都大田区西蒲田
５27１

〃

令08全保1507 株式会社ｏｉ
ｃｃ

東京都知事
105992

代表取締役
津孝太

東京都世田谷区南烏山
６3417

〃

令08全保1520 株式会社ＭＯ
ＡＮＡＥＳＴ
ＡＴＥ

東京都知事
111163

代表取締役
江尻一磨

東京都練馬区貫井１
24５

〃

令08全保1521 株式会社ラン
ドホーム

東京都知事
111224

代表取締役
山崎順一

東京都新宿区新宿２
１９４階

〃

令08全保1522 株式会社ハウ
ススタイル

東京都知事
111689

代表取締役
佐々木剛

東京都豊島区西池袋
１14３

1500万円

令08全保1523 株式会社バ
ディーズ

東京都知事
111980

代表取締役
田崇寛

東京都品川区西五反田
７2217ＴＯＣビル
11階４号室

1000万円

令08全保1524 株式会社ＣＦ
Ｇ

東京都知事
113228

代表取締役
野口力

東京都日野市旭が丘
２７６

〃

令08全保1525 株式会社ＹＡ
ＳＨＩＲＯ不
動産

東京都知事
113891

代表取締役
山本利恵

東京都中央区日本橋茅
場町２17９日本橋
イヅミビル409号室

〃

令08全保1526 株式会社三富 新潟県知事
5469

代表取締役
菊池正

新潟県長岡市四郎丸
１９38

〃

令08全保1508 株式会社ビー
オーセイツ・
ジャパン

東京都知事
106020

代表取締役
石原敏弘

東京都港区港南２
15１

〃

令08全保1509 株式会社イン
フィニティ
エージェント

東京都知事
106343

代表取締役
岡田裕平

東京都千代田区神田神
保町３２３３Ｆ

〃

令08全保1510 株式会社アイ
エルアイ

東京都知事
106609

代表取締役
杉山大輔

東京都渋谷区神宮前
６25８1302

〃

令08全保1511 株式会社横須
賀不動産鑑定
事務所

東京都知事
106735

代表取締役
林達郎

東京都千代田区岩本町
２３９

〃

令08全保1512 株式会社ヤス
ヒコ商事

東京都知事
107934

代表取締役
安彦俊一

東京都豊島区南大塚
２40１

〃

令08全保1513 株式会社天恵
不動産

東京都知事
108037

代表取締役
大橋文

東京都世田谷区太子堂
４2024

〃

令08全保1514 Ｓｐｌａｃ
ｅ株式会社

東京都知事
108363

代表取締役
田代勇

東京都港区新橋３
９10天翔新橋ビル
507

〃

令08全保1515 株式会社ＮＲ
Ｅ

東京都知事
108492

代表取締役
鬼頭明彦

東京都渋谷区桜丘町
３１1704

〃

令08全保1516 株式会社ス
リーヴイエス
テート

東京都知事
109881

代表取締役
小沼悟

東京都千代田区岩本町
２８12

〃

令08全保1517 株式会社ネク
サス・エス
テート

東京都知事
110038

代表取締役
石井瑠宝

東京都渋谷区広尾１
１39

〃

令08全保1518 賃貸不動産
エージェント
株式会社

東京都知事
110106

代表取締役
大田潤

東京都中央区新川１
３７604

〃

令08全保1519 風悠来商事株
式会社

東京都知事
110970

代表取締役
于国会

東京都新宿区大久保
２２12201Ｂ

〃
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令08全保1527 富士見開発有
限会社

長野県知事
2413

代表取締役
小林喜次

長野県諏訪郡富士見町
富士見359421

〃

令08全保1528 有限会社共立
エステート

長野県知事
4385

代表取締役
青沼寛

長野県諏訪市大字豊田
264１

〃

令08全保1529 株式会社フェ
イス

長野県知事
5012

代表取締役
宮島秀明

長野県長野市大字鶴賀
1427５モンマルトル
403

〃

令08全保1530 アシスト不動
産

長野県知事
5240

小林裕之 長野県北佐久郡軽井沢
町長倉1507７

〃

令08全保1531 オビワン不動
産株式会社

長野県知事
5418

代表取締役
大日方哲也

長野県長野市青木島町
大塚175１

〃

令08全保1532 株式会社祐伸 長野県知事
5700

代表取締役
平林祐貴

長野県松本市島内4661 〃

令08全保1533 有限会社ケン
スタッフ

長野県知事
6050

代表取締役
西記代子

長野県北佐久郡軽井沢
町大字長倉3655番地１

〃

令08全保1534 株式会社ＳＵ
ＧⅠＳＡＷＡ

富山県知事
1492

代表取締役
杉澤清志

富山県下新川郡入善町
目川733

〃

令08全保1535 島田木材開発
部

富山県知事
2330

島田勝由 富山県南砺市山見1755 〃

令08全保1536 株式会社山由
商事

愛知県知事
7296

代表取締役
黒川繁正

愛知県名古屋市東区相
生町79１

〃

令08全保1537 阿部不動産 愛知県知事
12262

阿部茂 愛知県名古屋市緑区大
高町字鷲津177

〃

令08全保1538 有限会社西部
興産

愛知県知事
14024

代表取締役
池田裕子

愛知県名古屋市西区上
小田井２173

〃

令08全保1539 山田地所 愛知県知事
14044

山田正義 愛知県長久手市城屋敷
1101番地

〃

令08全保1540 有限会社フロ
ンティア

愛知県知事
20286

代表取締役
吉田信太

愛知県名古屋市瑞穂区
本願寺町３31１

〃

令08全保1541 有限会社アシ
スト

愛知県知事
20666

代表取締役
吉田孝子

愛知県名古屋市東区徳
川町2006２

〃

令08全保1542 株式会社ＣＳ
不動産

愛知県知事
21639

代表取締役
田中康博

愛知県名古屋市名東区
貴船３902

〃

令08全保1543 有限会社アド
バンス

愛知県知事
23276

代表取締役
石垣登

愛知県名古屋市南区桜
台１1215

〃

令08全保1544 株式会社ディ
ストリアル

愛知県知事
24679

代表取締役
坪井英治

愛知県名古屋市中村区
十王町６13

〃

令08全保1545 株式会社エス
アイエス・
パートナーズ

愛知県知事
24728

代表取締役
秋田滋浩

愛知県名古屋市名東区
高社１89第二東昭ビ
ル４階Ｄ

〃

令08全保1546 有限会社アン
カースポット

愛知県知事
25263

代表取締役
佐藤礼子

愛知県名古屋市名東区
にじが丘１５２

〃

令08全保1547 ホームリアル
ティ株式会社

愛知県知事
25350

代表取締役
浅野正裕

愛知県名古屋市中村区
椿町1316510

〃

令08全保1548 株式会社ＦＯ
ＣＵＳ-ＬＩ
ＮＥ

愛知県知事
25960

代表取締役
相澤佑介

愛知県豊田市本地町
1072１

〃

令08全保1549 らんど株式会
社

愛知県知事
26173

代表取締役
林土気

愛知県日進市赤池町箕
ノ手２278

〃

令08全保1550 慶和株式会社 三重県知事
2971

代表取締役
坂本好和

三重県伊勢市中之町
15129

〃

令08全保1551 株式会社よつ
ば不動産

三重県知事
3429

代表取締役
岡田圭司

三重県四日市市河原田
町2097番地１

9438620円

令08全保1552 株式会社ＨＯ
ＵＳＥＬＡＢ
Ｏ

三重県知事
3653

代表取締役
福井成

三重県桑名市西別所石
曽根961１

1000万円

令08全保1553 株式会社タイ
ヨー

滋賀県知事
3821

代表取締役
横川真也

滋賀県野洲市三上2584 〃

令08全保1554 有限会社京都
ロム

京都府知事
8089

代表取締役
黄京姫

京都府京都市北区紫竹
西野山東町12１

〃

令08全保1555 北都住産 京都府知事
8645

駒月一博 京都府京都市北区鷹峯
旧土居町１番地79

〃

令08全保1556 株式会社バイ
タルホーム

京都府知事
13077

代表取締役
牧野武

京都府京都市伏見区南
新地４156１Ｆ

〃

令08全保1557 株式会社アル
ケミスト

京都府知事
13706

代表取締役
小野靖

京都府向日市鶏冠井町
山畑21番地の８向陽苑
401号

〃

令08全保1558 株式会社ＭＡ
ＣＫＹ

京都府知事
13984

代表取締役
牧和也

京都府京都市上京区役
人町251番地

〃

令08全保1559 株式会社Ｐｅ
ｃｏｒｅ＆Ｓ
ｉｎｇｅ

京都府知事
14345

代表取締役
野村舞子

京都府京都市伏見区羽
束師志水町131番地

〃

令08全保1560 京都東陽匠
会ノ株式会社

京都府知事
14360

代表取締役
東本理恵

京都府向日市物集女町
中海道58番地８

〃

令08全保1561 株式会社ＧＮ
Ｐ

京都府知事
14621

代表取締役
王森

京都府京都市中京区丸
太町通高倉東入る坂本
町686番地ＣＡＳＡ御
所南２階Ａ号室

〃

令08全保1562 株式会社Ｒａ
ｐｐｏｒｔ

京都府知事
14804

代表取締役
和田直樹

京都府京都市中京区壬
生坊城町53番地６壬生
坊城ビル２３

〃

令08全保1563 田不動産 兵庫県知事
5891

田耕次 兵庫県丹波市氷上町沼
505

〃

令08全保1564 キング不動産 兵庫県知事
7211

鈴政周二 兵庫県神戸市灘区篠原
中町２丁目１18

〃

令08全保1565 株式会社ス
マートライフ

兵庫県知事
8062

代表取締役
是恒智子

兵庫県神戸市中央区琴
ノ緒町５丁目５29三
経ビル503

〃

令08全保1566 株式会社サン
ワ不動産

兵庫県知事
9424

取締役
南俊雄

兵庫県神戸市灘区八幡
町１丁目４１

〃

令08全保1567 有限会社エイ
ワ土地

兵庫県知事
10503

代表取締役
山木敏幸

兵庫県神戸市兵庫区大
開通２丁目３10
101

〃

令08全保1568 兵庫土地建物
株式会社

兵庫県知事
10783

代表取締役
井藤裕樹

兵庫県神戸市兵庫区兵
庫町１丁目４９
701

〃

令08全保1569 株式会社ワイ
ズリアルター

兵庫県知事
11938

代表取締役
吉井史彦

兵庫県神戸市中央区磯
上通４丁目１14

〃

令08全保1570 株式会社オー
ケイハウジン
グ

兵庫県知事
11963

代表取締役
古賀治

兵庫県神戸市西区白水
２丁目６１１Ｆ

〃

令08全保1571 小松土地建物 兵庫県知事
203802

小松慶資 兵庫県西宮市今津巽町
７２1204

〃

令08全保1572 株式会社Ｇｌ
ｕｃｋＨａｕ
ｓ

兵庫県知事
204607

代表取締役
幸田加奈

兵庫県尼崎市南武庫之
荘５丁目1830101

〃
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令08全保1573 ジンリン株式
会社

兵庫県知事
204740

代表取締役
織田憲法

兵庫県芦屋市涼風町
17４

〃

令08全保1574 ノースパイン
ツリー有限会
社

兵庫県知事
204752

代表取締役
北島伯之

兵庫県西宮市鞍掛町
９22

〃

令08全保1575 広神不動産 兵庫県知事
250023

内哲哉 兵庫県明石市大久保町
大窪604４

〃

令08全保1576 アメリカヤ
ほーむクリエ
イト

兵庫県知事
300152

山中強 兵庫県宝塚市雲雀丘１
丁目２11

〃

令08全保1577 福本建設株式
会社

兵庫県知事
400562

代表取締役
福本博

兵庫県明石市二見町西
二見字町ノ坪660４

〃

令08全保1578 株式会社星住
産

兵庫県知事
450102

代表取締役
濱川正英

兵庫県姫路市白浜町寺
家２丁目91５

〃

令08全保1579 株式会社ナカ
イ綜合事務所

兵庫県知事
450934

代表取締役
中井勉

兵庫県姫路市東駅前町
70

〃

令08全保1580 株式会社髙田
事務所

兵庫県知事
450963

代表取締役
髙田英教

兵庫県姫路市御国野町
国分寺140

〃

令08全保1581 ヤマト開発 兵庫県知事
450991

坂口秀一 兵庫県姫路市飾磨区矢
倉町２丁目1329

〃

令08全保1582 村田不動産株
式会社

兵庫県知事
500032

代表取締役
村田興亞

兵庫県揖保郡太子町矢
田部344２

〃

令08全保1583 株式会社ソイ
プランニング

兵庫県知事
750170

代表取締役
松尾弥三郎

兵庫県丹波市氷上町石
生1516

〃

令08全保1584 有限会社創世
コンサルタン
ト

奈良県知事
3677

代表取締役
岩本千佳

奈良県生駒市辻町32番
地６

〃

令08全保1585 佐藤住宅 広島県知事
6809

佐藤茂樹 広島県福山市熊野町甲
乙1601１

〃

令08全保1586 宮惣不動産株
式会社

広島県知事
7564

代表取締役
宮原甚吉

広島県広島市西区井口
台１2021

〃

令08全保1587 有限会社アサ
ミ不動産

広島県知事
8271

代表取締役
山田克司

広島県広島市安佐南区
大町東２1116

〃

令08全保1588 株式会社リー
プ

広島県知事
8585

代表取締役
上西広行

広島県広島市安佐北区
亀山４１10

〃

令08全保1589 前田不動産 広島県知事
8722

前田勝男 広島県安芸郡海田町砂
走17３

〃

令08全保1590 岡野商事有限
会社

広島県知事
9322

代表取締役
岡野重人

広島県呉市広名田２
1511

〃

令08全保1591 有限会社明月 広島県知事
9354

代表取締役
兼山明

広島県広島市中区流川
町８17

〃

令08全保1592 奥田不動産株
式会社

広島県知事
9397

代表取締役
奥田眞一郎

広島県福山市新市町大
字宮内51

〃

令08全保1593 株式会社マル
ハ外装

広島県知事
10070

代表取締役
廿日出秀一

広島県東広島市西条町
下三永73021

〃

令08全保1594 株式会社Ｙｏ
ｕＨｏｍｅ

広島県知事
10304

代表取締役
河津佑美

広島県広島市南区京橋
町４18

〃

令08全保1595 ルートＧｒｏ
ｕｐ

広島県知事
10336

土井誠 広島県広島市東区光町
２６41

〃

令08全保1596 株式会社Ｃｏ
ｂａｉｎ

広島県知事
10631

代表取締役
川本孝枝

広島県東広島市黒瀬町
市飯田字久保郷1480
３

〃

令08全保1597 ＫＭカンパ
ニー株式会社

広島県知事
10772

代表取締役
吉村賢士

広島県安芸郡府中町大
須１５９Ａ１

〃

令08全保1598 淀屋不動産 広島県知事
11079

城田千鶴子 広島県廿日市市串戸
２20３

〃

令08全保1599 湯浅小野建築
設計合同会社

大分県知事
3332

代表社員
湯浅裕樹

大分県大分市大字三芳
294

〃

令08全保1600 産経物産株式
会社

鹿児島県知事
245

代表取締役
小手川康雄

鹿児島県鹿児島市中央
町28１

〃

令08全保1601 株式会社しん
でん

鹿児島県知事
1230

代表取締役
城ケ原浩幸

鹿児島県鹿児島市真砂
町１２

〃

令08全保1602 オリエンタル
第一不動産

鹿児島県知事
3708

日高薫 鹿児島県西之表市西之
表7456３

〃

令08全保1603 有限会社トー
ホー内装

北海道知事
(渡島４)1125

代表取締役
久保司

北海道函館市若松町
3120

〃

令08全保1604 株式会社アキ
タ

北海道知事
(渡島２)1189

代表取締役
秋田正悦

北海道函館市赤川町
146

〃

令08全保1605 株式会社ハウ
ジング菊地

北海道知事
(胆振３)988

代表取締役
菊地将人

北海道苫小牧市糸井
44627

〃

令08全保1606 佐藤建設興業
株式会社

北海道知事
(石狩12)2791

代表取締役
佐藤泰教

北海道札幌市北区新琴
似９条14丁目３４

〃

令08全保1607 株式会社たか
は企画

北海道知事
(石狩８)5243

代表取締役
鷹羽茂

北海道恵庭市島松仲町
９１

〃

令08全保1608 株式会社アシ
ストパート
ナーズ

北海道知事
(石狩２)8375

代表取締役
森田めぐみ

北海道札幌市中央区北
１条東８丁目１３

〃

令08全保1609 株式会社Ｕｐ
Ｈｏｕｓｉｎ
ｇ

北海道知事
(石狩２)8397

代表取締役
林知希

北海道札幌市中央区南
６条西７丁目５２

〃

令08全保1610 株式会社アー
ズ

北海道知事
(石狩１)9051

代表取締役
上中拓真

北海道札幌市豊平区平
岸２条８丁目２６第
二松井ビル１階

〃

令08全保1611 株式会社ス
タッフ・ワン

北海道知事
(石狩１)9603

代表取締役
大澤正樹

北海道札幌市南区澄川
６条10丁目１37

〃

令08全保1612 株式会社コー
ナーＦ

北海道知事
(上川２)1207

代表取締役
角田進

北海道旭川市東光２条
９丁目２４

〃

令08全保1613 株式会社サポ
ートシステム

青森県知事
1922

代表取締役
三上博明

青森県弘前市大字石川
字泉田31１

〃

令08全保1614 有限会社山口
工建

福島県知事
2420

代表取締役
山口能央

福島県会津若松市中島
町７20

〃

令08全保1615 株式会社ウェ
ルズホーム福
島

福島県知事
2486

代表取締役
澤田実

福島県福島市南沢又字
中琵琶渕34

〃

令08全保1616 コンビニ不動
産株式会社

福島県知事
2681

代表取締役
曽山敦宏

福島県福島市南矢野目
字徳元田北６９

〃

令08全保1617 株式会社アー
ル企画

福島県知事
10310

代表取締役
橋谷田良子

福島県福島市南沢又字
南舘81

〃

令08全保1618 株式会社大沢 千葉県知事
4093

代表取締役
大沢千丈

千葉県袖ケ浦市横田
1906１

〃

令08全保1619 丸千興業株式
会社

千葉県知事
4559

代表取締役
川口龍太郎

千葉県千葉市稲毛区小
仲台３８４

〃

令08全保1620 アサヒ住宅販
売株式会社

千葉県知事
7013

代表取締役
道上直器

千葉県船橋市栄町１
５21101

〃

令08全保1621 三愛ハウジン
グ有限会社

千葉県知事
7828

代表取締役
山口重雄

千葉県松戸市五香南
１13４

〃
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令08全保1622 有限会社匠建
設

千葉県知事
8892

代表取締役
柳田 士

千葉県松戸市新松戸
４243

〃

令08全保1623 ミノル商事株
式会社

千葉県知事
9601

代表取締役
西山智朗

千葉県市川市東菅野
１2412

〃

令08全保1624 有限会社幸美
住販

千葉県知事
9656

代表取締役
加藤弘光

千葉県市原市桜台２
３12

〃

令08全保1625 有限会社ガイ
ア不動産

千葉県知事
11503

代表取締役
佐瀬善和

千葉県柏市明原３
1116

〃

令08全保1626 有限会社富士
住宅

千葉県知事
13052

代表取締役
山田了全

千葉県柏市かやの町
１49

〃

令08全保1627 合同会社樹乃
不動産

千葉県知事
15483

代表社員
山口功二

千葉県南房総市千倉町
千田1011６

〃

令08全保1628 興洋ハウス有
限会社

神奈川県知事
14742

代表取締役
光哲夫

神奈川県相模原市南区
大野台７14３

〃

令08全保1629 株式会社サン
ランド

神奈川県知事
15088

代表取締役
高橋伸朗

神奈川県相模原市中央
区緑が丘１1124

〃

令08全保1630 株式会社フア
ミリーホーム

神奈川県知事
15314

代表取締役
菅井忠弘

神奈川県横浜市西区戸
部本町26８402

〃

令08全保1631 ソフトタウン 神奈川県知事
23174

土肥和一 神奈川県横浜市港北区
菊名７２２１Ｆ

〃

令08全保1632 株式会社エス
テートビルド

神奈川県知事
23959

代表取締役
伊藤政彦

神奈川県横須賀市衣笠
栄町３19１401

〃

令08全保1633 有限会社リト
ルバード

神奈川県知事
24105

代表取締役
赤坂須己子

神奈川県横須賀市馬堀
町３１17

〃

令08全保1634 株式会社ハー
トランド

神奈川県知事
24554

代表取締役
小泉喬史

神奈川県茅ヶ崎市共恵
１２22

〃

令08全保1635 ランドマーク
都市開発株式
会社

神奈川県知事
24621

代表取締役
小松玉枝

神奈川県横浜市中区山
下町222３ドメス山
下町ベイタワー13Ｆ

〃

令08全保1636 ヒロイハウス 神奈川県知事
26827

永松 海 神奈川県藤沢市朝日町
12９401

〃

令08全保1637 株式会社フジ
企画

神奈川県知事
27488

代表取締役
藤準

神奈川県横浜市戸塚区
上倉田町197422

〃

令08全保1638 今井建設株式
会社

神奈川県知事
27737

代表取締役
今井新一郎

神奈川県横浜市鶴見区
駒岡１2716

〃

令08全保1639 湘南フィール
ドランド株式
会社

神奈川県知事
27879

代表取締役
南健二

神奈川県中郡大磯町西
小磯161

〃

令08全保1640 あおしま不動
産株式会社

神奈川県知事
27998

代表取締役
青 勇

神奈川県高座郡寒川町
岡田１６７

〃

令08全保1641 ナックホーム
株式会社

神奈川県知事
28600

代表取締役
中村聖孝

神奈川県厚木市寿町
３1518ＴＫビル
402

〃

令08全保1642 株式会社リビ
ングテック

神奈川県知事
29370

代表取締役
大野純一

神奈川県横浜市旭区東
希望が丘9716

〃

令08全保1643 株式会社ハウ
スラボ

神奈川県知事
29419

代表取締役
河本正茂

神奈川県川崎市川崎区
榎町１18

〃

令08全保1644 株式会社ＨＯ
ＵＳＥＷＡＬ
ＫＥＲ

神奈川県知事
29480

代表取締役
中村和行

神奈川県横浜市神奈川
区新町５12３Ｆ

〃

令08全保1645 株式会社昭和
不動産

岐阜県知事
1617

代表取締役
吉倉和比古

岐阜県大垣市東外側町
１25

〃

令08全保1646 佑起建設株式
会社

岐阜県知事
2767

代表取締役
澤中武司

岐阜県中津川市阿木
1081６

〃

令08全保1647 中央不動産販
売有限会社

岐阜県知事
3317

代表取締役
田中知久

岐阜県高山市上岡本町
３121

〃

令08全保1648 光和株式会社 岐阜県知事
3836

代表取締役
池田輝和

岐阜県大垣市林町５
18

〃

令08全保1649 株式会社丸統
建

岐阜県知事
4400

代表取締役
吉村傳男

岐阜県可児市土田5268 〃

令08全保1650 カトウ創建 岐阜県知事
4723

加藤敦 岐阜県関市武芸川町谷
口1506５

〃

令08全保1651 株式会社桜ケ
丘ハウジング

岐阜県知事
5102

代表取締役
内藤雅行

岐阜県可児市桜ケ丘
７９

〃

令08全保1652 株式会社川嶋
建設

岐阜県知事
5140

代表取締役
川嶋康之

岐阜県各務原市那加前
洞新町１５

〃

令08全保1653 株式会社いい
な不動産

岐阜県知事
5239

代表取締役
渡 翔馬

岐阜県岐阜市中屋西25 〃

令08全保1654 株式会社カサ
ハラ開発事業

静岡県知事
1864

代表取締役
高橋明美

静岡県浜松市中央区初
生町1016７

〃

令08全保1655 有限会社伊東
地所

静岡県知事
11931

代表取締役
神戸秀行

静岡県伊東市竹の内
２８26

〃

令08全保1656 日東商事株式
会社

大阪府知事
14232

代表取締役
山下敏男

大阪府東大阪市稲田本
町２１50

〃

令08全保1657 三徳商事 大阪府知事
19212

永川成治 大阪府堺市西区浜寺石
津町中２７22

〃

令08全保1658 双葉不動産 大阪府知事
42116

寺島猛 大阪府堺市西区上野芝
町１16９

〃

令08全保1659 株式会社トー
タルトーク

大阪府知事
42218

代表取締役
片山浩司

大阪府大阪市生野区巽
東１５13

〃

令08全保1660 有限会社明成
建設

大阪府知事
42328

代表取締役
北澤千春

大阪府高槻市東和町
18７

〃

令08全保1661 有限会社オレ
ンジホーム

大阪府知事
43412

代表取締役
池端博行

大阪府大阪市東成区深
江北２４26

〃

令08全保1662 高砂屋不動産 大阪府知事
44050

村公秀 大阪府門真市松葉町
６25

〃

令08全保1663 朝日住宅販売 大阪府知事
44290

片淵定男 大阪府藤井寺市沢田
２９24

〃

令08全保1664 エビス興産株
式会社

大阪府知事
44629

代表取締役
池田正知

大阪府大阪市浪速区日
本橋４14１

〃

令08全保1665 株式会社エヌ
・ユー・ピー

大阪府知事
45335

代表取締役
野津幸弘

大阪府交野市星田６
１20１

〃

令08全保1666 みなとビル
サービス株式
会社

大阪府知事
49841

代表取締役
小林浩三

大阪府大阪市中央区農
人橋１４６103

〃

令08全保1667 株式会社ⅠＣ
ＨⅠＪＯ

大阪府知事
52275

代表取締役
城間博行

大阪府大阪市中央区谷
町７１33101号

〃

令08全保1668 大和ホーム販
売株式会社

大阪府知事
52796

代表取締役
大谷和弘

大阪府大阪市天王寺区
勝山３１21３Ｆ

〃

令08全保1669 株式会社パシ
フィック・
パートナーズ

大阪府知事
55070

代表取締役
正木邦雄

大阪府大阪市中央区鎗
屋町２２10

〃

令08全保1670 株式会社ＫＮ
Ｓ

大阪府知事
56432

代表取締役
古垣開生

大阪府東大阪市菱屋西
４１29

〃


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第 25 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日
宮城県大崎市岩出山下野目字砂田101番地
日東電工メディカル製造株式会社

代表取締役 池田 功一
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 803,801
固 定 資 産 100,589
合 計 904,390

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 137,533
固 定 負 債 190,074
株 主 資 本 576,783
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 556,783
利 益 準 備 金 5,000
その他利益剰余金 551,783
(うち当期純損失) (17,964)
合 計 904,390

第 28 期決算公告 令和８年８月12日
仙台市太白区長町五丁目３番１号

株式会社たいはっくる
代表取締役 浅間 廣信

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 126,289
固 定 資 産 1,690
資 産 合 計 127,979

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 18,935
負 債 合 計 18,935
株 主 資 本 109,044
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 99,044
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 96,544
(うち当期純利益) (10,230)
純資産合計 109,044
負債・純資産合計 127,979

第 31 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日

宮城県気仙沼市本吉町三島９番地
株式会社道の駅大谷海岸
代表取締役 赤川 郁夫

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 185,561
固 定 資 産 3,091
合 計 188,652

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 46,017
株 主 資 本 142,635
資 本 金 96,600
利 益 剰 余 金 46,035
その他利益剰余金 46,035
(うち当期純利益) (16,415)
合 計 188,652

第 １ 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日

福島県耶麻郡猪苗代町大字千代田
字千代田３番７

果樹研究所ｂｙ昭和化工株式会社
代表取締役 小椋浩之介

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 10,372
資 産 合 計 10,372

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 830
負 債 合 計 830
株 主 資 本 9,542
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金  457
その他利益剰余金  457
(うち当期純損失) (457)
純資産合計 9,542
負債・純資産合計 10,372

第 55 期 決 算 公 告
令和８年６月 18 日
福島県福島市小倉寺字中ノ内１番５

株式会社ＴＴＫエンジ福島
代表取締役社長 石川 亨

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,495
固 定 資 産 97
合 計 1,593

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 403
固 定 負 債 83
株 主 資 本 1,106
資 本 金 30
利 益 剰 余 金 1,076
利 益 準 備 金 7
その他利益剰余金 1,069
(うち当期純利益) (146)
合 計 1,593

第 37 期決算公告 令和８年８月12日
栃木県那須郡那須町大字豊原乙字大畑2486
番地５

那須リゾート株式会社
代表取締役社長 室橋 成忠

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 275,380
固 定 資 産 47,856
合 計 323,237

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 85,942
(うち賞与引当金) (6,718)
固 定 負 債 21,037
退職給付引当金 21,037
株 主 資 本 216,256
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 186,256
その他利益剰余金 186,256
(うち当期純利益) (12,143)
合 計 323,237

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報
令
08全
保
1671

オ
フ
ィ
ス
Ｙ
Ａ

Ｍ
Ａ
Ｎ
Ａ
Ｋ
Ａ
大
阪
府
知
事


57250

山
中
直
樹

大
阪
府
和
泉
市
上
代
町

776
１

910

〃

令
08全
保
1672

合
川
木
材
株
式

会
社

大
阪
府
知
事


58595

代
表
取
締
役

合
川
清

大
阪
府
大
阪
市
西
区
境
川

２

５

50

〃

令
08全
保
1673

株
式
会
社
ミ
ッ

ク
・
ジ
ャ
パ
ン
大
阪
府
知
事


58944

代
表
取
締
役

薄
井
英
司

大
阪
府
大
阪
市
旭
区
千
林

２

11
24

〃

令
08全
保
1674

Ｋ
Ｓ
ア
セ
ッ
ト

メ
ン
ト
株
式
会

社

大
阪
府
知
事


59375

代
表
取
締
役

小
林
浩
三

大
阪
府
大
阪
市
中
央
区
農

人
橋
１

４

６

102

〃

令
08全
保
1675

株
式
会
社
オ
ル

タ
ナ
テ
ィ
ブ
ア

セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト

大
阪
府
知
事


59787

代
表
取
締
役

横
山
英
樹

大
阪
府
大
阪
市
中
央
区
瓦

町
３

４

９
ス
テ
ー
ツ

本
町
７
Ｆ

〃

令
08全
保
1676

聯
宝
総
合
サ
ー

ビ
ス
株
式
会
社
大
阪
府
知
事


62678

代
表
取
締
役

凡
武

大
阪
府
大
阪
市
天
王
寺
区

味
原
町
16
３

201

〃

令
08全
保
1677

Ｐ
＆
Ｐ
ｌ
ｉ
ｎ

ｅ
株
式
会
社

大
阪
府
知
事


63607

代
表
取
締
役

岩
本
拓
也

大
阪
府
大
阪
市
平
野
区
瓜

破
東
８

３

６

〃

令
08全
保
1678

株
式
会
社
ネ
ク

サ
ス

大
阪
府
知
事


64007

代
表
取
締
役

箕
形
利
之

大
阪
府
大
阪
市
中
央
区
南

船
場
２

６

２

〃

令
08全
保
1679

株
式
会
社
大
東
大
阪
府
知
事


65484

代
表
取
締
役

陳
巍

大
阪
府
大
阪
市
港
区
波
除

３

８

14
601

〃

令
08全
保
1680

有
限
会
社
ハ
ッ

ピ
ー
不
動
産

長
崎
県
知
事


3107

代
表
取
締
役

井
上
誠
吾

長
崎
県
諫
早
市
長
野
町

1758
６

〃

令
08全
保
1681

Ｄ
ｏ
ｕ
ｂ
ａ
ｒ

ａ
不
動
産

長
崎
県
知
事


4033

道
原
慶
和

長
崎
県
諫
早
市
上
野
町

10
４

〃

令
08全
保
1682

野
崎
地
平
税
理

士
事
務
所

長
崎
県
知
事


4168

野
﨑
地
平

長
崎
県
長
崎
市
泉
１


21
13

〃

令
08全
保
1683

株
式
会
社
カ
ワ

ミ
チ

長
崎
県
知
事


4311

代
表
取
締
役

石
原
徹

長
崎
県
長
崎
市
畝
刈
町

1088
３

〃

令
08全
保
1684

合
資
会
社
徳
元

商
事

沖
縄
県
知
事


960

徳
元
哲
夫

沖
縄
県
中
頭
郡
嘉
手
納
町

嘉
手
納
63
１

〃

令
08全
保
1685

ハ
ウ
ジ
ン
グ

サ
ー
ビ
ス
・
グ

リ
ー
ン

沖
縄
県
知
事


1538

富
山
稔

沖
縄
県
う
る
ま
市
大
田

580
１

〃

令
08全
保
1686

株
式
会
社
ア
イ

ワ
コ
ー
ポ
レ
ー

シ
ョ
ン

沖
縄
県
知
事


3073

代
表
取
締
役

宮
城
嗣
男

沖
縄
県
沖
縄
市
東
１


４

18東

マ
ン
シ
ョ
ン

101号

〃

令
08全
保
1687

有
限
会
社
ホ
ー

ム
ズ

沖
縄
県
知
事


3075

代
表
取
締
役

具
志
堅
栄

沖
縄
県
島
尻
郡
与
那
原
町

与
那
原
3580

６
〃

令
08全
保
1688

Ａ
Ｒ
Ｃ
Ｈ
Ｉ
・

Ｄ
Ｏ
株
式
会
社
沖
縄
県
知
事


3728

代
表
取
締
役

謝
花
一

沖
縄
県
南
城
市
大
里
稲
嶺

933
１

１
Ｆ

〃

令
08全
保
1689

株
式
会
社
グ
ッ

ド
ワ
ン
開
発

沖
縄
県
知
事


4228

代
表
取
締
役

石
川
真
吾

沖
縄
県
う
る
ま
市
石
川

１

40
１

〃

令
08全
保
1690

與
那
覇
不
動
産
沖
縄
県
知
事


4976

與
那
覇
英
昭
沖
縄
県
浦
添
市
港
川
１


３

６

〃

令
08全
保
1691

有
限
会
社
久
茂

地
宅
建

沖
縄
県
知
事


4984

代
表
取
締
役

奥
間
康
平

沖
縄
県
那
覇
市
牧
志
１


13
１

〃

令
08全
保
1692

有
限
会
社
松
山

ハ
ウ
ジ
ン
グ

沖
縄
県
知
事


5022

代
表
取
締
役

伊
差
川
武

沖
縄
県
那
覇
市
前
島
３


11
１

１
階

〃

令
08全
保
1693

株
式
会
社
白
金
沖
縄
県
知
事


5319

代
表
取
締
役

下
地
隼
人

沖
縄
県
宮
古
島
市
平
良
松

原
276

1500万
円

令
08全
保
1694

ス
カ
イ
ホ
ー
ム

守
礼
合
同
会
社
沖
縄
県
知
事


5332

代
表
社
員

新
里
春
代

沖
縄
県
中
頭
郡
西
原
町
上

原
２

29
11

1000万
円
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第 １ 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日
千葉県千葉市中央区道場北２丁目２番８号

南州不動産株式会社
代表取締役 田口 求

貸借対照表の要旨
(令和８年６月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資

産

の

部

流 動 資 産 1,866
固 定 資 産 2,971
繰 延 資 産 210
資 産 合 計 5,048

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,754
株 主 資 本 2,293
資 本 金 2,500
利 益 剰 余 金 206
その他利益剰余金 206
(うち当期純損失) (206)

負債・純資産合計 5,048

第 15 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日

東京都港区新橋四丁目９番１号
ベストミックス・インベストメント

株式会社
代表取締役社長 古川 千春
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 177,401
固 定 資 産 1,277
資 産 合 計 178,678

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 4,453
株 主 資 本 174,224
資 本 金 80,000
利 益 剰 余 金 121,936
その他利益剰余金 121,936
(うち当期純利益) (12,106)
自 己 株 式 27,712
負債・純資産合計 178,678

第８期決算公告 令和８年８月12日
東京都豊島区東池袋四丁目６番10号

株式会社カスタムキャスト
代表取締役 川﨑 大和

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 12
固 定 資 産 9
合 計 22

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 17
株 主 資 本 4
資 本 金 40
資 本 剰 余 金 40
資 本 準 備 金 40
利 益 剰 余 金 75
その他利益剰余金 75
(うち当期純損失) (68)
合 計 22

第 45 期決算公告 令和８年８月12日
東京都港区赤坂三丁目16番11号
東海赤坂ビル２階
株式会社エム・ティー・エヌ
代表取締役 三井 惠裕

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 2,635,501
固 定 資 産 8,843,711
合 計 11,479,213

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 5,927,777
固 定 負 債 5,025,851
株 主 資 本 525,584
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 515,584
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 513,084
(うち当期純損失) (282,247)
合 計 11,479,213

第 50 期決算公告 令和８年８月12日
東京都港区赤坂三丁目16番11号
東海赤坂ビル２階

協達株式会社
代表取締役 三井 信賢

貸借対照表の要旨(令和７年11月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 231,620
固 定 資 産 9,524,204
繰 延 資 産 6,285
合 計 9,762,109

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,739,367
固 定 負 債 6,449,558
株 主 資 本 1,573,184
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 1,563,184
利 益 準 備 金 2,000
その他利益剰余金 1,561,184
(うち当期純損失) (17,409)
合 計 9,762,109

第２期決算公告 令和８年８月12日
東京都渋谷区円山町３番６号

株式会社ＬＥＲＺ
代表取締役 清水 高

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 216
固 定 資 産 14,226
合 計 14,442

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,803
固 定 負 債 9,120
株 主 資 本 3,518
資 本 金 50
資 本 剰 余 金 3,960
資 本 準 備 金 60
その他資本剰余金 3,900
利 益 剰 余 金 491
その他利益剰余金 491
(うち当期純損失) (156)
合 計 14,442

決 算 公 告
令和８年８月 12 日

神奈川県大和市深見899番地
株式会社大塚

代表取締役 大塚 文男
貸借対照表の要旨

(令和７年９月30日現在) (単位：円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 21,918,241
固 定 資 産 164,102,811
資 産 合 計 186,021,052

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 130,418,599
固 定 負 債 3,693,000
株 主 資 本 51,909,453
資 本 金 10,000,000
利 益 剰 余 金 41,909,453
その他利益剰余金 41,909,453
(うち当期純利益) (4,366,969)

負債・純資産合計 186,021,052

第 16 期 決 算 公 告
令和８年６月 18 日
静岡市葵区常磐町２丁目６番地の８
ＴＯＫＡＩライフプラス株式会社

代表取締役 松下 剛
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 224,601
固 定 資 産 165,702
資 産 合 計 390,303

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 284,401
固 定 負 債 57,476
株 主 資 本 48,425
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 51,574
その他利益剰余金 51,574
(うち当期純利益) (24,460)

負債・純資産合計 390,303

第 56 期決算公告 令和８年８月12日
浜松市浜名区新都田四丁目１番３号

杉田工業株式会社
代表取締役 杉田 知久

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,135,713
固 定 資 産 914,718
合 計 2,050,431

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 278,159
固 定 負 債 256,209
株 主 資 本 1,516,063
資 本 金 66,000
資 本 剰 余 金 36,000
利 益 剰 余 金 1,414,063
利 益 準 備 金 16,500
その他利益剰余金 1,397,563
(うち当期純利益) (23,642)

評価・換算差額等 0
合 計 2,050,431

第 22 期 決 算 公 告
2026 年８月 12 日

名古屋市中区栄四丁目５番３号
森林公園ゴルフ場運営株式会社

代表取締役 平嶋 豊三
貸借対照表の要旨

(2026年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 1,955,089
固 定 資 産 634,585
合 計 2,589,674

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 291,669
固 定 負 債 368
株 主 資 本 2,297,637
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 2,287,637
その他利益剰余金 2,287,637
(うち当期純利益) (272,702)
合 計 2,589,674

第 44 期決算公告 2026年７月21日
名古屋市中村区名駅四丁目22番20号
株式会社愛銀ディーシーカード

代表取締役社長 鈴木 規正
貸借対照表の要旨(2026年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 6,914,077
固 定 資 産 432,817
合 計 7,346,895

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,974,495
固 定 負 債 2,101
株 主 資 本 5,151,217
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 5,121,217
利 益 準 備 金 7,500
その他利益剰余金 5,113,717
(うち当期純利益) (30,637)

評価・換算差額等 219,080
合 計 7,346,895

第 １ 期 決 算 公 告
令和８年６月 26 日
名古屋市中村区名駅四丁目11番27号

株式会社
豊通マシナリーサイトマネジメント

代表取締役 北村 裕幸
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 13,006
固 定 資 産 1,331
合 計 14,338

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 5,718
株 主 資 本 8,619
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 11,380
その他利益剰余金 11,380
(うち当期純利益) (11,380)
合 計 14,338

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報 



第 76 期決算公告 令和８年８月12日
愛知県一宮市新生一丁目８番６号

愛商株式会社
代表取締役 江嵜 成教

貸借対照表の要旨(令和７年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 86,707
固 定 資 産 91,631
資 産 合 計 178,339

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 21,307
株 主 資 本 157,032
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 20,000
資 本 準 備 金 20,000
利 益 剰 余 金 37,032
利 益 準 備 金 25,000
その他利益剰余金 12,032
(うち当期純損失) (38,744)

負債・純資産合計 178,339

第 54 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日
愛知県北名古屋市鹿田竹之宮1929番地13

愛商不動産株式会社
代表取締役 江嵜 成教

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 314,560
固 定 資 産 111,320
資 産 合 計 425,880

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 30,597
固 定 負 債 263,207
株 主 資 本 132,075
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 32,075
利 益 準 備 金 25,000
その他利益剰余金 7,075
(うち当期純損失) (186,065)

負債・純資産合計 425,880

第 50 期決算公告 令和８年８月12日
三重県四日市市大治田２丁目16番13号

ジェイトランス株式会社
代表取締役 青井 光大

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 910,318
固 定 資 産 989,799
資 産 合 計 1,900,118

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 861,791
固 定 負 債 225,535
負 債 合 計 1,087,326
株 主 資 本 812,791
資 本 金 170,000
利 益 剰 余 金 642,791
利 益 準 備 金 42,500
その他利益剰余金 600,291
(うち当期純利益) (40,874)

負債・純資産合計 1,900,118

第 60 期決算公告 令和８年８月12日
大阪市中央区瓦町３丁目４番９号

株式会社サンエイ
代表取締役 佐伯 典昭

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 69,347
固 定 資 産 57,379
合 計 126,726

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 13,998
固 定 負 債 37,668
株 主 資 本 75,060
資 本 金 40,000
資 本 剰 余 金  3,200
利 益 剰 余 金 64,260
利 益 準 備 金 14,500
その他利益剰余金 49,760
(うち当期純利益) (127)
自 己 株 式  26,000
合 計 126,726

第 44 期 決 算 公 告
令和８年７月 21 日
山口県周南市大字櫛ヶ浜457番地の１

株式会社クレサンベール山田友の会
代表取締役 山田 正敏

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 355,442
固 定 資 産 150
合 計 355,592

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 261,908
株 主 資 本 93,684
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 73,684
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 71,184
(うち当期純利益) (1,292)
合 計 355,592

第 53 期 決 算 公 告
令和８年６月 10 日
福岡県久留米市荒木町荒木1961番14

株式会社石橋組
代表取締役 出口 信行

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 216,369,110
固 定 資 産 41,746,550
資 産 合 計 258,115,660

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 52,786,820
株 主 資 本 205,328,840
資 本 金 50,000,000
利 益 剰 余 金 155,328,840
利 益 準 備 金 2,230,000
その他利益剰余金 153,098,840
(うち当期純利益) (23,548,059)

負債・純資産合計 258,115,660

令和７年度決算公告
令和８年６月 16 日

埼玉県入間市大字木蓮寺874番地
公益財団法人
瑞泉院記念メモリアル・アカデミー

代表理事 細田 初男
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 32,841
固 定 資 産 462,093
合 計 494,934

負
債
及
び
正

味
財
産
の
部

流 動 負 債 8,183
固 定 負 債 134,648
負 債 合 計 142,831
指定正味財産 273,222
一般正味財産 78,881
正味財産合計 352,103
合 計 494,934

第 ２ 期 決 算 公 告
令和８年６月 18 日
東京都品川区東五反田２丁目９５

サウスウィング東五反田
一般社団法人製造ＤＸ協会

代表理事 林 英俊
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 5,597,823
合 計 5,597,823

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 392,962
負 債 合 計 392,962
繰越収支差額 5,204,861
純資産合計 5,204,861
合 計 5,597,823

第 73 期 決 算 公 告
令和８年６月 20 日

東京都中央区銀座５丁目３番８号
公益財団法人 研医会
代表理事 中泉 行弘

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 8,047
固 定 資 産 347,086
合 計 355,133

負
債
及
び
正

味
財
産
の
部

流 動 負 債 98,024
固 定 負 債 13,216
負 債 合 計 111,240
一般正味財産 243,893
正味財産合計 243,893
合 計 355,133

第 32 期決算公告 令和８年６月24日
北九州市小倉北区中島２丁目１番１号
ＴＯＴＯリモデルサービス株式会社

代表取締役 本田 雅文
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 251,463
固 定 資 産 38,495
資 産 合 計 289,958

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 240,706
固 定 負 債 1,235
株 主 資 本 48,017
資 本 金 20,000
資 本 剰 余 金 40,000
その他資本剰余金 40,000
利 益 剰 余 金 11,983
利 益 準 備 金 5,000
その他利益剰余金 16,983
(うち当期純利益) (12,885)

負債・純資産合計 289,958

第７期決算公告 令和８年３月31日
東京都渋谷区渋谷一丁目23番21号
colab渋谷キャスト

Ripples株式会社
代表取締役 ヨセフ・メシュラム

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 78,337,015
固 定 資 産 729,989
資 産 合 計 79,067,004

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 68,533,360
株 主 資 本 10,533,644
資 本 金 5,000,000
利 益 剰 余 金 5,533,644
利 益 準 備 金 577,310
その他利益剰余金 4,956,334
(うち当期純利益) (1,962,644)

負債・純資産合計 79,067,004

第１期決算公告 令和８年６月29日
東京都渋谷区桜丘町１番１号
渋谷サクラステージSHIBUYAタワー

株式会社On Technologies
代表取締役 角田 望

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 27,064
資 産 合 計 27,064

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 11,031
株 主 資 本 16,032
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 10,000
資 本 準 備 金 10,000
利 益 剰 余 金 3,967
その他利益剰余金 3,967
(うち当期純損失) (3,967)

負債・純資産合計 27,064

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報



第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年６月 20 日

東京都港区虎ノ門四丁目３番13号
株式会社ＤＲＥＡＭＢＥＥＲ
ＷＨＯＬＥＳＡＬＥ

代表取締役 砂賀久仁允
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 9,603
合 計 9,603

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 475
株 主 資 本 9,127
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 10,000
資 本 準 備 金 10,000
利 益 剰 余 金 10,872
その他利益剰余金 10,872
(うち当期純損失) (3,983)
合 計 9,603

第 12 期決算公告 令和８年８月12日
東京都羽村市神明台一丁目23番地１

株 式 会 社 Ｔ Ｏ Ｍ
代表取締役 渋谷 成寿

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 128,333
固 定 資 産 7,213
資 産 合 計 135,547

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 39,552
賞 与 引 当 金 10,800
固 定 負 債 
株 主 資 本 95,995
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 85,995
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 83,495
(うち当期純利益) (29,721)

負債・純資産合計 135,547

第 75 期決算公告 2026年６月23日
東京都板橋区常盤台２丁目12番10号

ＫＡＫＵＴＡテックフォージング株式会社
貸借対照表の要旨(2026年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資

産

の

部

流 動 資 産 1,653,153
固 定 資 産 3,303,142
繰 延 資 産 247
合 計 4,956,542

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 889,403
固 定 負 債 1,982,499
株 主 資 本 2,084,640
資 本 金 97,500
資 本 剰 余 金 52,814
利 益 剰 余 金 2,739,772
利 益 準 備 金 24,375
その他利益剰余金 2,715,397
(うち当期純利益) (91,154)
自 己 株 式 805,446
合 計 4,956,542

第 34 期決算公告 令和８年７月16日
東京都品川区東五反田五丁目21番15号

株式会社 情報工房
代表取締役社長 多田 正浩

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 101,054
固 定 資 産 8,067
資 産 合 計 109,121

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 66,851
固 定 負 債 159,460
株 主 資 本 117,190
資 本 金 65,000
資 本 剰 余 金 2,000
資 本 準 備 金 2,000
利 益 剰 余 金 183,590
その他利益剰余金 183,590
(うち当期純利益) (2,689)
自 己 株 式 600
負債・純資産合計 109,121

第１期決算公告 令和８年８月12日
東京都千代田区丸の内一丁目１番２号
株式会社
大手町インベストメントマネジメント

代表取締役 鈴木 徹
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(円)
資
産
の
部
流 動 資 産 1,169,933
固 定 資 産 601,000
合 計 1,770,933

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 434,500
株 主 資 本 1,336,433
資 本 金 5,000
資 本 剰 余 金 5,000
資 本 準 備 金 5,000
利 益 剰 余 金 1,326,433
その他利益剰余金 1,326,433
(うち当期純利益) (1,326,433)
合 計 1,770,933

第 11 期 決 算 公 告
令和８年６月 29 日

東京都中央区京橋二丁目２番１号
エバーグリーン・リテイリング株式会社

代表取締役社長 堺 大祐
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 13,527,770
固 定 資 産 105,243
資 産 合 計 13,633,014

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 4,108,199
固 定 負 債 192
株 主 資 本 9,524,622
資 本 金 468,500
資 本 剰 余 金 468,500
資 本 準 備 金 468,500
利 益 剰 余 金 8,587,622
その他利益剰余金 8,587,622
(うち当期純利益) (1,773,135)

負債・純資産合計 13,633,014

第１期決算公告 令和８年６月25日
東京都港区六本木一丁目６番１号

ＳＢＩグローバル・クレジット・
キャピタル株式会社

代表取締役 北尾 吉孝
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 100,000
資 産 合 計 100,000

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 149
株 主 資 本 99,851
資 本 金 50,000
資 本 剰 余 金 50,000
資 本 準 備 金 50,000
利 益 剰 余 金 149
その他利益剰余金 149
(うち当期純損失) (149)

負債・純資産合計 100,000

第 37 期決算公告 令和８年８月12日
東京都千代田区丸の内二丁目６番１号

ＭＣシッピング株式会社
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(百万円)
資
産
の
部
流 動 資 産 4,175
固 定 資 産 290
資 産 合 計 4,465

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 956
賞 与 引 当 金 41
固 定 負 債 82
退職給付引当金 82
株 主 資 本 3,428
資 本 金 30
資 本 剰 余 金 30
利 益 剰 余 金 3,368
利 益 準 備 金 8
その他利益剰余金 3,360
(うち当期純利益) (866)

負債・純資産合計 4,465

第 34 期 決 算 公 告
2026 年６月 19 日

東京都品川区大崎１丁目11番２号
富士ライフケアネット株式会社

代表取締役 今富 賢一
貸借対照表の要旨

(2026年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 279,436
固 定 資 産 55,925
合 計 335,362

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 123,872
株 主 資 本 211,489
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 161,489
その他利益剰余金 161,489
(うち当期純利益) (753)
合 計 335,362

第５期決算公告 令和８年６月30日
東京都千代田区大手町一丁目４番２号

ＭＭ ＳＴＥＬＬＡ株式会社
代表取締役 石﨑 克彦

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 59,338,949
固 定 資 産 1,341,329,675
資 産 合 計 1,400,668,624

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 14,739,178
固 定 負 債 803,925,800
株 主 資 本 1,058,634,146
資 本 金 5,120,800
利 益 剰 余 金 1,053,513,346
その他利益剰余金 1,053,513,346
(うち当期純利益) (593,707,923)

評価・換算差額等 476,630,500
繰延ヘッジ損益 476,630,500
負債・純資産合計 1,400,668,624

第１期決算公告 令和８年８月12日
東京都港区六本木一丁目６番１号

ＳＢＩ Ｏｎｃｈａｉｎ株式会社
代表取締役 朝倉 智也

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 97,693,963
資 産 合 計 97,693,963

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 541,751
株 主 資 本 97,152,212
資 本 金 50,000,000
資 本 剰 余 金 50,000,000
資 本 準 備 金 50,000,000
利 益 剰 余 金 2,847,788
その他利益剰余金 2,847,788
(うち当期純損失) (2,847,788)

負債・純資産合計 97,693,963

第 11 期 決 算 公 告
令和８年６月 26 日
東京都目黒区下目黒三丁目15番２号

松本ビル１階
株式会社ＡＹＵＭＵ
代表取締役 大藪 宏樹

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 82,348
固 定 資 産 6,249
資 産 合 計 88,597

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 102,010
賞 与 引 当 金 2,431
株 主 資 本 13,412
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 16,412
その他利益剰余金 16,412
(うち当期純利益) (3,747)

負債・純資産合計 88,597

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報 



第 ３ 期 決 算 公 告
令和８年６月 26 日

東京都港区赤坂一丁目８番１号
ＭＳＸ株式会社

代表取締役 大藪 宏樹
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 375,828
固 定 資 産 8,579
資 産 合 計 384,408

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 83,304
株 主 資 本 301,103
資 本 金 1,000
利 益 剰 余 金 300,103
その他利益剰余金 300,103
(うち当期純利益) (153,566)

負債・純資産合計 384,408

第 34 期 決 算 公 告
令和８年５月 26 日
東京都千代田区岩本町１丁目８番15号
エヌ・エム・ビー販売株式会社

代表取締役 金子 成幸
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(百万円)
資
産
の
部
流 動 資 産 3,216
固 定 資 産 79
合 計 3,295

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,657
固 定 負 債 15
株 主 資 本 1,599
資 本 金 30
利 益 剰 余 金 1,569
利 益 準 備 金 8
その他利益剰余金 1,561
(当期純利益) (111)

評価・換算差額等 24
合 計 3,295

第 11 期決算公告 2026年６月25日
東京都新宿区早稲田鶴巻町519

株式会社紅とん
代表取締役社長 楠元健一郎

貸借対照表の要旨(2026年３月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 151
固 定 資 産 551
合 計 702

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 365
固 定 負 債 645
株 主 資 本 308
資 本 金 50
資 本 剰 余 金 143
その他資本剰余金 143
利 益 剰 余 金 502
利 益 準 備 金 11
その他利益剰余金 514
(うち当期純損失) (96)
合 計 702

第 21 期決算公告 2026年６月25日
東京都新宿区早稲田鶴巻町519

株式会社一丁
代表取締役社長 楠元健一郎

貸借対照表の要旨(2026年３月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 53
固 定 資 産 65
合 計 118

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 554
固 定 負 債 1,691
株 主 資 本 2,126
資 本 金 50
資 本 剰 余 金 50
その他資本剰余金 50
利 益 剰 余 金 2,226
利 益 準 備 金 25
その他利益剰余金 2,251
(うち当期純損失) (103)
合 計 118

第 57 期決算公告 2026年６月25日
東京都新宿区早稲田鶴巻町519

株式会社一源
代表取締役社長 楠元健一郎

貸借対照表の要旨(2026年３月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 83
固 定 資 産 202
合 計 286

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 198
固 定 負 債 343
株 主 資 本 256
資 本 金 50
資 本 剰 余 金 3
その他資本剰余金 3
利 益 剰 余 金 309
利 益 準 備 金 13
その他利益剰余金 322
(うち当期純損失) (58)
合 計 286

第 10 期決算公告 2026年６月25日
東京都新宿区早稲田鶴巻町519
株式会社フードリーム

代表取締役社長 楠元健一郎
貸借対照表の要旨(2026年３月31日現在)

科 目 金 額(百万円)
資
産
の
部
流 動 資 産 450
固 定 資 産 986
合 計 1,437

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 645
固 定 負 債 745
株 主 資 本 46
資 本 金 50
資 本 剰 余 金 660
資 本 準 備 金 25
その他資本剰余金 635
利 益 剰 余 金 663
その他利益剰余金 663
(うち当期純損失) (438)
合 計 1,437

第 25 期決算公告 2026年６月25日
東京都新宿区早稲田鶴巻町519

株式会社扇屋東日本
代表取締役社長 楠元健一郎

貸借対照表の要旨(2026年３月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 351
固 定 資 産 889
合 計 1,240

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,125
固 定 負 債 2,188
株 主 資 本 2,072
資 本 金 50
資 本 剰 余 金 150
資 本 準 備 金 100
その他資本剰余金 50
利 益 剰 余 金 2,272
その他利益剰余金 2,272
(うち当期純損失) (105)
合 計 1,240

第 10 期決算公告 2026年６月25日
東京都新宿区早稲田鶴巻町519

株式会社扇屋西日本
代表取締役社長 楠元健一郎

貸借対照表の要旨(2026年３月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 243
固 定 資 産 1,131
合 計 1,375

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 473
固 定 負 債 278
株 主 資 本 622
資 本 金 50
資 本 剰 余 金 460
資 本 準 備 金 25
その他資本剰余金 435
利 益 剰 余 金 112
その他利益剰余金 112
(うち当期純損失) (39)
合 計 1,375

第 24 期決算公告 令和８年８月12日
東京都新宿区西新宿七丁目７番26号

ユニオンサポート株式会社
代表取締役 小檜山 隆

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 208,052
固 定 資 産 435,534
資 産 合 計 643,586

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 12,224
固 定 負 債 496,765
株 主 資 本 134,597
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 104,597
利 益 準 備 金 150
その他利益剰余金 104,447
(うち当期純損失) (27,698)

負債・純資産合計 643,586

第 42 期決算公告 令和８年８月12日
東京都新宿区西新宿七丁目７番26号
ユニオン・シティサービス株式会社

代表取締役 小檜山 隆
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 5,393,817
固 定 資 産 1,988,642
資 産 合 計 7,382,460

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 557,990
固 定 負 債 135,244
株 主 資 本 6,689,225
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 200,800
資 本 準 備 金 200,800
利 益 剰 余 金 6,388,425
利 益 準 備 金 66,120
その他利益剰余金 6,322,305
(うち当期純利益) (325,532)

負債・純資産合計 7,382,460

第 25 期決算公告 令和８年８月12日
東京都新宿区西新宿七丁目７番26号
ユーアンドアールホテルマネジメント
株式会社

代表取締役 小檜山 隆
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資

産

の

部

流 動 資 産 4,291,381
固 定 資 産 2,422,177
繰 延 資 産 1,914
資 産 合 計 6,715,473

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,030,421
固 定 負 債 210,149
株 主 資 本 4,474,902
資 本 金 99,000
利 益 剰 余 金 4,375,902
利 益 準 備 金 495
その他利益剰余金 4,375,407
(うち当期純利益) (940,783)

負債・純資産合計 6,715,473

第 25 期決算公告 令和８年８月12日
東京都新宿区西新宿七丁目７番26号
ユニオン・メディエイト株式会社

代表取締役 小檜山 隆
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 1,138,234
固 定 資 産 1,272,268
資 産 合 計 2,410,502

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 255,870
固 定 負 債 97,882
株 主 資 本 2,056,750
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 1,956,750
利 益 準 備 金 5,501
その他利益剰余金 1,951,249
(うち当期純利益) (103,560)

負債・純資産合計 2,410,502

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報



第 77 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日

神奈川県愛甲郡愛川町中津4013
株式会社ＤＮＰエリオ
代表取締役 保田 健次

貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 7,533,939 流 動 負 債 1,789,783
固 定 資 産 2,210,141 賞 与 引 当 金 73,458

そ の 他 1,716,325
固 定 負 債 189,387
退職給付引当金 182,018
役員退職慰労引当金 7,369
株 主 資 本 7,764,910
資 本 金 300,000
利 益 剰 余 金 7,464,910
利 益 準 備 金 75,000
その他利益剰余金 7,389,910
(うち当期純利益) (284,673)

資 産 合 計 9,744,081 負債・純資産合計 9,744,081

第 17 期 決 算 公 告
令和８年６月 24 日

大阪府堺市北区長曽根町13042
株式会社ケアビジネスサポートシステム

代表取締役 藤原 秀規
貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 53,105 流 動 負 債 32,072
固 定 資 産 116,485 (うち賞与引当金) (1,940)

固 定 負 債 40,862
うち退職給付引当
金  (3,462)
株 主 資 本 96,656
資 本 金 39,700
資 本 剰 余 金 38,700
資 本 準 備 金 38,700
利 益 剰 余 金 18,256
その他利益剰余金 18,256
(うち当期純損失) (14,607)

資 産 合 計 169,590 負債・純資産合計 169,590

第 131 期 決 算 公 告
2026 年６月 29 日 大阪市中央区南船場二丁目10番14号

原田産業株式会社
代表取締役社長 原田 暁

貸借対照表の要旨 (2026年３月31日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 20,806,047 流 動 負 債 10,103,116
固 定 資 産 2,810,190 固 定 負 債 1,357,000
有形固定資産 728,467 負 債 合 計 11,460,116
無形固定資産 150,222 株 主 資 本 12,156,121
投資その他の資産 1,931,500 資 本 金 300,000

資 本 剰 余 金 138,345
資 本 準 備 金 138,345
利 益 剰 余 金 11,717,775
利 益 準 備 金 80,000
その他利益剰余金 11,637,775
(うち当期純利益) (1,885,350)
純資産合計 12,156,121

資 産 合 計 23,616,237 負債・純資産合計 23,616,237

第 30 期 決 算 公 告
令和８年６月 29 日 岡山市北区駅元町１番２301号

株式会社ＪＲ西日本中国メンテック
代表取締役 折中 啓也

貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 8,732,452 流 動 負 債 1,900,637
固 定 資 産 623,422 (賞与引当金) (645,089)

固 定 負 債 75,703
(退職給付引当金) (73,807)
株 主 資 本 7,379,534
資 本 金 80,000
資 本 剰 余 金 300,000
資 本 準 備 金 300,000
利 益 剰 余 金 6,999,534
利 益 準 備 金 2,700
その他利益剰余金 6,996,834
(当期純利益) (180,009)

資 産 合 計 9,355,875 負債・純資産合計 9,355,875

第 55 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日 鹿児島市本名町1744番地１

株式会社西原食品
代表取締役 西原 一将

貸借対照表の要旨 (令和８年２月28日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 830,280 流 動 負 債 909,450
固 定 資 産 4,122,864 (うち賞与引当金) (19,545)

固 定 負 債 2,499,153
うち退職給付引当
金  (4,427)
株 主 資 本 1,544,541
資 本 金 21,000
資 本 剰 余 金 13,000
資 本 準 備 金 13,000
利 益 剰 余 金 1,510,541
利 益 準 備 金 5,250
その他利益剰余金 1,505,291
(うち当期純損失) (88,861)

資 産 合 計 4,953,144 負債・純資産合計 4,953,144

第 72 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日 鹿児島市新栄町25番５号

三和食品株式会社
代表取締役 西原 一将

貸借対照表の要旨 (令和８年２月28日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 161,342 流 動 負 債 152,334
固 定 資 産 132,989 (うち賞与引当金) (3,499)

固 定 負 債 36,853
うち役員退職慰労
引当金  (3,510)
株 主 資 本 82,407
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 72,407
利 益 準 備 金 500
その他利益剰余金 71,907
(うち当期純利益) (21,111)

評価・換算差額等 22,736
その他有価証券評価
差額金 22,736

資 産 合 計 294,331 負債・純資産合計 294,331

第 24 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日 東京都千代田区丸の内一丁目８番１号

丸の内トラストタワーＮ館
山田インベストメント株式会社

代表取締役 増田 慶作
貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 2,866 流 動 負 債 216
固 定 資 産 9,747 固 定 負 債 8,829

株 主 資 本 3,568
資 本 金 40
資 本 剰 余 金 91
資 本 準 備 金 20
その他資本剰余金 71
利 益 剰 余 金 3,437
利 益 準 備 金 1
その他利益剰余金 3,436
(うち当期純利益) (926)

資 産 合 計 12,613 負債・純資産合計 12,613

第 31 期 決 算 公 告
令和８年６月 26 日

富山市婦中町島本郷47番地６
株式会社ＨＣＳプラス

代表取締役社長 小嶋 達也
貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 691,787 流 動 負 債 131,314
固 定 資 産 64,510 賞 与 引 当 金 70,500
有形固定資産 1,897 そ の 他 60,814
無形固定資産 189 固 定 負 債 24,016
投資その他の資産 62,423 退職給付引当金 24,016

株 主 資 本 600,966
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 580,966
利 益 準 備 金 5,000
その他利益剰余金 575,966
(うち当期純利益) (118,265)
自 己 株 式 312,171

資 産 合 計 756,297 負債・純資産合計 756,297

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報 



第 10 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日

東京都港区元赤坂一丁目１番７1006号
PJMF Investments特定目的会社

取締役 菊地 耕平

損益計算書の要旨
自 令和８年１月１日
至 令和８年５月31日

(単位：百万円)
科 目 金 額
営 業 収 益 143
営 業 費 用 255
営 業 損 失 112
営 業 外 収 益 0
営 業 外 費 用 0
経 常 損 失 112
特 別 利 益 1,682
税引前当期純利益 1,570
法人税、住民税及び
事業税 2

当 期 純 利 益 1,567
前期繰越損失 195
当期未処分利益 1,371

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年５月31日現在) (単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部
特 定 資 産 1,123 流 動 負 債 56
流 動 資 産 66 固 定 負 債 206
固 定 資 産 1,056 負 債 合 計 263
その他の資産 2,761 純 資 産 の 部
流 動 資 産 2,745 社 員 資 本 3,621
繰 延 資 産 15 特 定 資 本 金 0

優 先 資 本 金 2,250
剰 余 金 1,371
当期未処分利益 1,371
純資産合計 3,621

資 産 合 計 3,884 負債・純資産合計 3,884

第 26 期決算公告 令和８年８月12日
東京都新宿区西新宿七丁目７番26号
ユニオンキャピタル株式会社

代表取締役 小檜山 隆
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 883,512
固 定 資 産 4,405,377
資 産 合 計 5,288,890

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 173,240
固 定 負 債 930,020
株 主 資 本 4,185,629
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 300,000
資 本 準 備 金 300,000
利 益 剰 余 金 3,785,629
利 益 準 備 金 24,901
その他利益剰余金 3,760,728
(うち当期純利益) (197,611)

負債・純資産合計 5,288,890

第 ９ 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日 兵庫県相生市相生柳山5315番地46

相生バイオエナジー株式会社
代表取締役 谷口 雅章

損益計算書の要旨
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

(単位：百万円)
科 目 金 額
売 上 高 28,009
売 上 原 価 31,382
売 上 総 損 失 3,372
販売費及び一般管理
費 379

営 業 損 失 3,752
営 業 外 収 益 18,905
営 業 外 費 用 1,213
経 常 利 益 13,940
税引前当期純利益 13,940
法 人 税 等 0
法人税等調整額 7,735
当 期 純 利 益 6,204

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)(単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 11,235 流 動 負 債 7,500
固 定 資 産 113,211 固 定 負 債 80,220

株 主 資 本 11,138
資 本 金 225
資 本 剰 余 金 225
資 本 準 備 金 225
利 益 剰 余 金 10,688
その他利益剰余金 10,688

評価・換算差額等 25,588
繰延ヘッジ損益 25,588

資 産 合 計 124,447 負債・純資産合計 124,447

第 ７ 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日

東京都港区港南二丁目15番１号
品川インターシティＡ棟28階

Worldwide Clinical Trials Japan
株式会社

代表取締役 ガブリエル・アン・ルイス
貸借対照表の要旨

(令和７年12月31日現在) (単位：円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 88,746,040
固 定 資 産 931,647
合 計 89,677,687

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 32,548,610
株 主 資 本 57,129,077
資 本 金 1
利 益 剰 余 金 57,129,076
その他利益剰余金 57,129,076
(うち当期純利益) (7,715,847)
合 計 89,677,687

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
二
億
三
千
二
百
万
円
減

少
し
三
千
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

た
だ
し
、
減
少
す
る
全
額
を
そ
の
他
利
益
剰
余
金

と
い
た
し
ま
す
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
九
月
三
十
日
で
あ
り
、

株
主
総
会
の
決
議
は
、
令
和
八
年
六
月
二
十
九
日
に

終
了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

北
海
道
網
走
市
南
二
条
西
三
丁
目
七
番
地

株
式
会
社
林
屋

代
表
取
締
役

林

和
子

第 86 期決算公告 令和８年８月12日
北海道網走市南二条西三丁目七番地

株式会社林屋
代表取締役 林 和子

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 19,405
固 定 資 産 257,710
資 産 合 計 277,116

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 23,931
固 定 負 債 177,372
(退職給付引当金) (3,963)
株 主 資 本 75,811
資 本 金 262,000
利 益 剰 余 金 186,188
その他利益剰余金 186,188
(うち当期純利益) (710)

負債・純資産合計 277,116

第 43 期 決 算 公 告
令和８年７月 24 日

東京都港区芝二丁目28番８号
エフコム株式会社

代表取締役 町野 武重
貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 708,168
固 定 資 産 123,133
合 計 831,301

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 129,909
固 定 負 債 220,617
株 主 資 本 480,775
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 450,775
利 益 準 備 金 7,500
その他利益剰余金 443,275
(うち当期純損失) (110,561)
合 計 831,301

吸
収
分
割
公
告

左
記
会
社
は
吸
収
分
割
し
て
甲
は
乙
の
宿
泊
開
発

事
業
に
関
す
る
権
利
義
務
を
承
継
し
乙
は
そ
れ
を
承

継
さ
せ
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
確
定
し
た
最
終
事
業
年
度
は
あ
り
ま
せ
ん
。

（
乙
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

茨
城
県
水
戸
市
住
吉
町
一
四
九
番
地
の
一
七

（
甲
）
株
式
会
社
Ｄ
Ｋ

Ｔ
Ｅ
Ｎ

代
表
取
締
役

神
林

美
治

茨
城
県
土
浦
市
東
中
貫
町
一
番
地
の
三

（
乙
）
株
式
会
社
セ
ー
フ
テ
ィ
ー
・
ネ
ッ
ト

代
表
取
締
役

神
林

美
治

第 26 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日

茨城県土浦市東中貫町１番地の３
株式会社セーフティー・ネット

代表取締役 神林 美治
貸借対照表の要旨

(令和８年２月28日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 382,681
固 定 資 産 18,400
合 計 401,081

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 67,284
株 主 資 本 333,797
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 323,797
その他利益剰余金 323,797
(うち当期純利益) (28,325)
合 計 401,081

第 27 期決算公告 令和８年８月12日
神奈川県厚木市上依知字鬼ヶ谷2930番地２

ＬＰＧ物流株式会社
代表取締役 松山 利治

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 248,090
固 定 資 産 154,040
資 産 合 計 402,131

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 223,284
賞 与 引 当 金 66,012
固 定 負 債 29,315
退職給付引当金 12,508
株 主 資 本 149,531
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 139,531
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 137,031
(うち当期純利益) (49,967)

負債・純資産合計 402,131

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報



第 54 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日

横浜市港北区新吉田町533番地
トーエルシステム株式会社

代表取締役 稲永 朝彦
貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 223,622
固 定 資 産 472,749
資 産 合 計 696,371

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 20,394
固 定 負 債 39,744
役員退職慰労引当金 6,944
株 主 資 本 636,233
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 626,233
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 623,733
(うち当期純利益) (28,338)

負債・純資産合計 696,371

新
設
分
割
公
告

当
社
は
、
新
設
分
割
に
よ
り
新
設
す
る
株
式
会
社

創
満
（
住
所
千
葉
市
稲
毛
区
宮
野
木
町
二
一
二
五
番

地
三
）
に
対
し
て
当
社
の
小
売
業
の
経
営
、
飲
食
店

の
経
営
に
関
す
る
権
利
義
務
を
承
継
さ
せ
る
こ
と
に

い
た
し
ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

こ
の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

千
葉
市
稲
毛
区
小
仲
台
四
丁
目
一
番
八
号

株
式
会
社
木
村
組

代
表
取
締
役

木
村
惠
美
子

第 56 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日
千葉市稲毛区小仲台四丁目１番８号

株 式 会 社 木 村 組
代表取締役 木村惠美子

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 6,782
固 定 資 産 9,013
資 産 合 計 15,795

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 14,109
固 定 負 債 33,331
株 主 資 本 31,645
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 41,645
利 益 準 備 金 100
その他利益剰余金 41,745
(うち当期純損失) (7,784)

負債・純資産合計 15,795

第２期決算公告 令和８年６月29日
神奈川県横浜市西区高島一丁目１番１号

Ｍｏｐｌｕｓ株式会社
代表取締役ＣＥＯ 柳瀬 賢

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 621,986
固 定 資 産 118,067
繰 延 資 産 4,796
資 産 合 計 744,849

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 26,290
株 主 資 本 718,559
資 本 金 400,000
資 本 剰 余 金 400,000
資 本 準 備 金 400,000
利 益 剰 余 金 81,441
その他利益剰余金 81,441
(うち当期純損失) (79,737)

負債・純資産合計 744,849

組
織
変
更
公
告

当
社
は
、
合
同
会
社
に
組
織
変
更
す
る
こ
と
に
い

た
し
ま
し
た
。

こ
の
組
織
変
更
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
港
区
三
田
一
丁
目
四
番
五
七

Ｅ
三

一
五
号

株
式
会
社
Ｓ

代
表
取
締
役

笹
川

善
弘

第 ２ 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日
東京都港区三田一丁目４番57－Ｅ315号

株 式 会 社 Ｓ
代表取締役 笹川 善弘

貸借対照表の要旨
(令和７年９月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 704
固 定 資 産 103,951
資 産 合 計 104,655

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 294
固 定 負 債 102,459
株 主 資 本 1,902
資 本 金 8,000
利 益 剰 余 金 6,097
その他利益剰余金 6,097
(うち当期純損失) (3,497)

負債・純資産合計 104,655

第 61 期決算公告 令和８年８月12日
富山県南砺市久戸10番地
協立アルミ株式会社

代表取締役社長 桐 忠之
貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)

科 目 金 額(百万円)
資
産
の
部
流 動 資 産 870
固 定 資 産 1,716
合 計 2,586

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,271
固 定 負 債 262
株 主 資 本 954
資 本 金 100
資 本 剰 余 金 650
利 益 剰 余 金 204
利 益 準 備 金 64
その他利益剰余金 139
(うち当期純利益) (0)

評価・換算差額等 99
合 計 2,586

準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
利
益
準
備
金
の
額
を
二
百
五
十
万
円
減

少
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

株
主
総
会
の
決
議
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
日
に

終
了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

横
浜
市
南
区
花
之
木
町
二
丁
目
二
七
番
地
二

株
式
会
社
エ
ヌ
・
エ
ス
・
ビ
ー
・
コ
ー
ポ

レ
ー
シ
ョ
ン

代
表
清
算
人

金
原

浩
和

第 22 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日
横浜市南区花之木町二丁目27番地２
株式会社
エヌ・エス・ビー・コーポレーション

代表清算人 金原 浩和
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 127,582
固 定 資 産 48,697
合 計 176,279

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 18,388
固 定 負 債 7,000
株 主 資 本 150,891
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 140,891
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 138,391
(うち当期純利益) (20,554)
合 計 176,279

第 21 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日

長野県諏訪郡原村172171233
スマートワークス株式会社

代表取締役 酒井美佳子
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 14,289
固 定 資 産 1,195
合 計 15,484

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 12,121
固 定 負 債 2,260
株 主 資 本 1,103
資 本 金 100
利 益 剰 余 金 1,003
その他利益剰余金 1,003
(うち当期純損失) (6,102)
合 計 15,484

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
金
七
千
万
円
減
少
し
金

一
千
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

株
主
総
会
の
決
議
は
、
令
和
八
年
七
月
七
日
に
終

了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

愛
知
県
豊
田
市
篠
原
町
蔵
王
下
五
七
番
地

株
式
会
社
サ
ン
・
ネ
ッ
ト

代
表
取
締
役

長
江

有
祐

第 60 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日

愛知県豊田市篠原町蔵王下57番地
株式会社サン・ネット
代表取締役 長江 有祐

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 72,396
固 定 資 産 101,592
合 計 173,989

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 67,557
固 定 負 債 167,203
株 主 資 本 60,771
資 本 金 80,000
利 益 剰 余 金 140,771
利 益 準 備 金 300
その他利益剰余金 141,071
(うち当期純利益) (7,628)
合 計 173,989

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報 



資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、資
本
金
の
額
を
四
千
五
百
万
円
減
少
し
、

四
千
五
百
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

名
古
屋
市
中
区
錦
三
丁
目
二
一
番
一
八
号

株
式
会
社
坪
井
花
苑

代
表
取
締
役

坪
井

明
治

決算公告 令和８年８月12日
名古屋市中区錦三丁目21番18号

株式会社坪井花苑
代表取締役 坪井 明治

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 661,183
固 定 資 産 959,104
合 計 1,620,287

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 277,578
固 定 負 債 30,000
株 主 資 本 1,312,709
資 本 金 90,000
資 本 剰 余 金 40,000
その他資本剰余金 40,000
利 益 剰 余 金 1,182,709
利 益 準 備 金 14,000
その他利益剰余金 1,168,708
(うち当期純利益) (118,745)
合 計 1,620,287

第 28 期決算公告 令和８年８月12日
島根県出雲市大社町菱根264番地２

株式会社島根ワイナリー
代表取締役 上野 祐司

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 602,309
固 定 資 産 655,432
合 計 1,257,741

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 80,215
固 定 負 債 607,048
株 主 資 本 570,478
資 本 金 80,100
利 益 剰 余 金 490,378
利 益 準 備 金 20,000
その他利益剰余金 470,378
(うち当期純利益) (34,178)
合 計 1,257,741

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
五
千
万
円
減
少
し
、
四

千
五
百
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

名
古
屋
市
中
区
錦
三
丁
目
二
一
番
一
八
号

株
式
会
社
坪
井
商
事

代
表
取
締
役

坪
井

清
滋

決算公告 令和８年８月12日
名古屋市中区錦三丁目21番18号

株式会社坪井商事
代表取締役 坪井 清滋

貸借対照表の要旨(令和７年７月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 96,332
固 定 資 産 2,523,325
合 計 2,619,658

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 393,400
固 定 負 債 632,700
株 主 資 本 1,593,557
資 本 金 95,000
資 本 剰 余 金 638,025
その他資本剰余金 638,025
利 益 剰 余 金 860,531
その他利益剰余金 860,531
(うち当期純利益) (91,524)
合 計 2,619,658

第 15 期 決 算 公 告
令和８年６月 30 日
広島県広島市西区井口５丁目６４

株式会社イーセル
代表取締役社長 牛坂 光

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 945,468,266
固 定 資 産 2,017,141
資 産 合 計 947,485,407

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 405,211,434
固 定 負 債 99,452,000
株 主 資 本 442,821,973
資 本 金 10,000,000
利 益 剰 余 金 432,821,973
その他利益剰余金 432,821,973
(うち当期純利益) (258,997,643)

負債・純資産合計 947,485,407

資金決済に関する法律第20条第１項に基づく前払式支払手段の払戻しの公告
「Journey of Monarch ‑ 君主の道」の日本サービスの終了に伴い、資金決済に関する

法律第20条第１項に基づき、未使用の前払式支払手段の保有者に払戻しを行いますので期
間内にお申し出ください。
【支払いを行う前払式支払手段の発行者】エヌ・シー・ジャパン株式会社
【払戻し対象前払式支払手段】ＮＣが運営するスマートフォン向けサービス「Journey of
Monarch ‑君主の道」内の有償の決済手段「ダイヤ」
【払戻しの申出期間】令和８年８月12日午前12時00分から同年11月10日午前12時00分まで
※当該期間内に申出がない場合は、本手続きから除斥されます。
【お申出方法】「Journey of Monarch ‑君主の道」公式サイト
（https://journey.plaync.com/ja-jp/board/notice/list）に払戻しのお申出方法を掲載して
おりますので、ご確認願います。
【問合わせ先】https://help.plaync.com/
令和８年８月12日

東京都港区六本木七丁目７番７号
エヌ・シー・ジャパン株式会社

代表取締役 姜 定洙

第 10 期決算公告 令和８年６月29日
宮崎県串間市大字西方1805番地15
くしま木質バイオマス株式会社

代表取締役 角間 隆司
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 38,669
固 定 資 産 2,008,405
合 計 2,047,075

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 527,584
固 定 負 債 1,424,404
株 主 資 本 95,086
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 542,701
その他資本剰余金 542,701
利 益 剰 余 金 547,615
その他利益剰余金 547,615
(うち当期純損失) (373,257)
合 計 2,047,075

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
一
日
で
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
甲
の
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の

と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

三
重
県
伊
勢
市
村
松
町
一
三
六
四
番
地
八

（
甲
）
船
谷
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
株
式
会
社

代
表
取
締
役

船
谷

哲
司

三
重
県
伊
勢
市
村
松
町
一
三
六
四
番
地
八

（
乙
）
合
同
会
社
Ｆ
ｌ
ａ
ｒ
ｅ
ａ

代
表
社
員

船
谷
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

株
式
会
社

職
務
執
行
者

船
谷

哲
司

第 23 期決算公告 令和８年８月12日
三重県伊勢市村松町1364番地８

船谷ホールディングス株式会社
代表取締役 船谷 哲司

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 765,422
固 定 資 産 2,415,756
繰 延 資 産 51,873
資 産 合 計 3,233,051

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 46,289
固 定 負 債 2,148,212
株 主 資 本 1,038,550
資 本 金 15,000
資 本 剰 余 金 28,902
利 益 剰 余 金 994,648
(利益準備金) (5,200)
(その他利益剰余金) (989,448)
(うち当期純利益) (129,346)

負債・純資産合計 3,233,051

第 10 期 決 算 公 告
令和８年６月 30 日

沖縄県那覇市西３13２
株式会社沖縄ガスニューパワー
代表取締役社長 武島 千浩

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,606,767
固 定 資 産 9,108
資 産 合 計 1,615,875

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,509,081
固 定 負 債 3,000
株 主 資 本 896,206
資 本 金 150,000
資 本 剰 余 金 50,000
資 本 準 備 金 50,000
利 益 剰 余 金 1,096,206
その他利益剰余金 1,096,206
(うち当期純利益) (812,447)

負債・純資産合計 1,615,875

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報



第９期決算公告 2026年６月22日
栃木県小山市城山町１丁目３番26号
しもつけエコセンター株式会社

代表取締役 飯島 二郎
貸借対照表の要旨(2026年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 210,414
固 定 資 産 5,254
合 計 215,668

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 59,633
固 定 負 債 0
株 主 資 本 156,035
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 56,035
その他利益剰余金 56,035
(うち当期純利益) (4,140)
合 計 215,668

第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日

東京都千代田区大手町二丁目３番１号
セレンジュノネットワーク株式会社

代表取締役 佐藤 吉雄

損益計算書の要旨
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

(単位：千円)
科 目 金 額
売 上 高 10,242,843
売 上 原 価 7,271,831
売 上 総 利 益 2,971,012
販売費及び一般管理
費 262,198
営 業 利 益 2,708,813
営 業 外 収 益 2,525
営 業 外 費 用 2,278,103
経 常 利 益 433,235
税引前当期純利益 433,235
法人税、住民税及び
事業税 124,828
法人税等調整額 9,425
当 期 純 利 益 298,981

貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 7,612,591流 動 負 債 25,394,113
固 定 資 産 44,185,464固 定 負 債 5,334,877
繰 延 資 産 7,749株 主 資 本 21,076,813

資 本 金 9,650,237
資 本 剰 余 金 9,650,237
資 本 準 備 金 9,650,237
利 益 剰 余 金 1,776,338
その他利益剰余金 1,776,338

資 産 合 計 51,805,805負債・純資産合計 51,805,805

第７期決算公告 2026年６月22日
千葉県鴨川市上小原482番地１
株式会社エコセンター鴨川

代表取締役 澤井 昭宏
貸借対照表の要旨(2026年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 373,262
固 定 資 産 4,110
合 計 377,373

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 63,832
固 定 負 債 353,189
株 主 資 本 39,648
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 69,648
その他利益剰余金 69,648
(うち当期純利益) (1,900)
合 計 377,373

第 11 期 決 算 公 告
令和８年６月 29 日

東京都中央区京橋二丁目２番１号
エバーグリーン・マーケティング株式会社 損益計算書の要旨

自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

(単位：百万円)
科 目 金 額
売 上 高 55,301
売 上 原 価 50,652
売 上 総 利 益 4,648
販売費及び一般管理
費 3,302
営 業 利 益 1,345
営 業 外 収 益 2,946
経 常 利 益 4,292
税引前当期純利益 4,292
法人税、住民税及び
事業税 406

法人税等調整額 6
当 期 純 利 益 3,879

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)(単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 16,524 流 動 負 債 10,346
固 定 資 産 1,531 賞 与 引 当 金 45

役員賞与引当金 0
そ の 他 10,301
固 定 負 債 82
退職給付引当金 82
株 主 資 本 7,626
資 本 金 504
資 本 剰 余 金 1,855
資 本 準 備 金 1,855
利 益 剰 余 金 5,266
その他利益剰余金 5,266

資 産 合 計 18,055 負債・純資産合計 18,055

第 17 期決算公告 2026年８月12日
東京都渋谷区千駄ヶ谷三丁目51番10号
ＰＯＲＴＡＬＰＯＩＮＴＨＡＲＡＪＵＫＵ

株式会社ユビレジ
代表取締役 木戸 啓太

貸借対照表の要旨(2026年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,066,320
固 定 資 産 412,089
合 計 1,478,410

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 953,101
賞 与 引 当 金 3,832
商品保証引当金 7,760
固 定 負 債 334,943
株 主 資 本 190,365
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 90,365
その他利益剰余金 90,365
(うち当期純利益) (197,098)
合 計 1,478,410

第 26 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日 東京都中央区八重洲二丁目２番１号

GLP Japan DH３特定目的会社
取締役 関口 陽平

損益計算書の要旨
自 令和８年１月１日
至 令和８年６月30日

(単位：千円)
科 目 金 額
営 業 収 益 5,894,968
営 業 費 用 32,639
営 業 利 益 5,862,328
営 業 外 収 益 402
営 業 外 費 用 
経 常 利 益 5,862,731
税引前当期純利益 5,862,731
法人税、住民税及び
事業税 737

当 期 純 利 益 5,861,993
前期繰越利益 0
当期未処分利益 5,861,993

貸借対照表の要旨 (令和８年６月30日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

特 定 資 産 3,377,800流 動 負 債 5,587
投資その他の資産 3,377,800固 定 負 債 500,000
特定資産合計 3,377,800 負 債 合 計 505,587
その他の資産 6,908,230社 員 資 本 9,780,443
流 動 資 産 6,400,891 特 定 資 本 金 51,099
固 定 資 産 500,000 優 先 資 本 金 3,867,350
繰 延 資 産 7,338 剰 余 金 5,861,993

当期未処分利益 5,861,993
その他の資産合計 6,908,230 純資産合計 9,780,443
合 計 10,286,030 合 計 10,286,030
 端数は切り捨てて表示しております。

第 13 期決算公告 2026年６月22日
神奈川県高座郡寒川町田端1591番地

エコセンター湘南株式会社
代表取締役 飯島 二郎

貸借対照表の要旨(2026年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 163,356
固 定 資 産 5,181
合 計 168,537

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 81,196
固 定 負 債 0
株 主 資 本 87,341
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 37,341
その他利益剰余金 37,341
(うち当期純損失) (4,873)
合 計 168,537

第 30 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日 東京都中央区八重洲二丁目２番１号

JDP３CoInvest特定目的会社
取締役 関口 陽平

損益計算書の要旨
自 令和８年１月１日
至 令和８年６月30日

(単位：千円)
科 目 金 額
営 業 収 益 2,235,293
営 業 費 用 18,365
営 業 利 益 2,216,928
営 業 外 収 益 188
営 業 外 費 用 
経 常 利 益 2,217,116
税引前当期純利益 2,217,116
法人税、住民税及び
事業税 694

当 期 純 利 益 2,216,421
前期繰越利益 0
当期未処分利益 2,216,421

貸借対照表の要旨 (令和８年６月30日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

特 定 資 産 1,280,850流 動 負 債 1,946
投資その他の資産 1,280,850固 定 負 債 500,000
特定資産合計 1,280,850 負 債 合 計 501,946
その他の資産 2,965,068社 員 資 本 3,743,971
流 動 資 産 2,458,678 特 定 資 本 金 50,000
固 定 資 産 500,000 優 先 資 本 金 1,477,550
繰 延 資 産 6,389 剰 余 金 2,216,421

当期未処分利益 2,216,421
その他の資産合計 2,965,068 純資産合計 3,743,971
合 計 4,245,918 合 計 4,245,918
 端数は切り捨てて表示しております。

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報 



第 68 期 決 算 公 告
2026 年６月 17 日 東京都品川区大崎１丁目11番２号

富士オフィス＆ライフサービス株式会社
代表取締役 天内 昌博

損益計算書の要旨
自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

(単位：百万円)
科 目 金 額
売 上 高 18,529
売 上 原 価 10,880
売 上 総 利 益 7,648
販売費及び一般管理
費 5,646
営 業 利 益 2,002
営 業 外 収 益 6
営 業 外 費 用 2
経 常 利 益 2,006
特 別 損 失 0
税引前当期純利益 2,006
法人税、住民税及び
事業税 659

法人税等調整額 48
当 期 純 利 益 1,394

貸借対照表の要旨 (2026年３月31日現在) (単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 7,616 流 動 負 債 6,101
固 定 資 産 15,128 固 定 負 債 4,284

株 主 資 本 12,359
資 本 金 785
資 本 剰 余 金 819
(資本準備金) (43)
(その他資本剰余金) (776)
利 益 剰 余 金 10,754
(利益準備金) (153)
(その他利益剰余金) (10,601)

資 産 合 計 22,745 負債・純資産合計 22,745

第 11 期決算公告 2026年６月22日
神奈川県中郡大磯町月京26番24号
エコセンター大磯株式会社

代表取締役 飯島 二郎
貸借対照表の要旨(2026年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 159,553
固 定 資 産 3,211
合 計 162,765

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 39,511
固 定 負 債 0
株 主 資 本 123,253
資 本 金 85,000
利 益 剰 余 金 38,253
その他利益剰余金 38,253
(うち当期純利益) (6,588)
合 計 162,765

第 ４ 期 決 算 公 告

令和８年８月 12 日 東京都港区六本木一丁目９番10号
アークヒルズ仙石山森タワー40階

ジー・エイ・ワン・レジデンス・フォー特定目的会社
代表清算人 髙橋 法彦

損益計算書の要旨
自 令和８年１月１日
至 令和８年４月30日

(単位：千円)
科 目 金 額
営 業 収 益 6,740,699
営 業 費 用 5,152,955
営 業 利 益 1,587,744
営 業 外 収 益 81
経 常 利 益 1,587,826
税引前当期純利益 1,587,826
法人税、住民税及び
事業税 405

当 期 純 利 益 1,587,420

貸借対照表の要旨 (令和８年４月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
そ の 他 資 産 1,337,690流 動 負 債 26,201
流 動 資 産 1,337,690 負 債 合 計 26,201
その他資産合計 1,337,690社 員 資 本 1,311,489

特 定 資 本 金 100
優 先 資 本 金 40,000
剰 余 金 1,271,389
当期未処分利益 1,271,389
純資産合計 1,311,489

資 産 合 計 1,337,690負債・純資産合計 1,337,690

第 32 期決算公告 2026年６月15日
兵庫県宝塚市新明和町１番１号
新明和ウエステック株式会社

代表取締役 桑原 一郎
貸借対照表の要旨(2026年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 635,169
固 定 資 産 302,039
合 計 937,208

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 253,474
固 定 負 債 31,940
株 主 資 本 605,046
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 505,046
利 益 準 備 金 25,000
その他利益剰余金 480,046
(うち当期純利益) (63,174)

評価・換算差額等 46,746
合 計 937,208

第 24 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日

東京都千代田区大手町二丁目２番１号
株式会社ＨＩＰＵＳ
代表取締役 浅海 清

損益計算書の要旨
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

(単位：百万円)
科 目 金 額
売 上 高 7,624
売 上 原 価 5,629
売 上 総 利 益 1,994
販売費及び一般管理
費 965

営 業 利 益 1,029
営 業 外 収 益 143
営 業 外 費 用 58
経 常 利 益 1,114
税引前当期純利益 1,114
法人税、住民税及び
事業税 321

法人税等調整額 2
当 期 純 利 益 795

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)(単位：百万円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 27,656 流 動 負 債 25,153
固 定 資 産 1,334 固 定 負 債 535
有形固定資産 388 負 債 合 計 25,688
無形固定資産 350 株 主 資 本 3,302
投資その他の資産 595 資 本 金 500

利 益 剰 余 金 2,801
(利益準備金) (124)
(その他利益剰余金) (2,677)
純資産合計 3,302

資 産 合 計 28,991 負債・純資産合計 28,991

第 21 期 決 算 公 告
令和８年６月 27 日

埼玉県川口市本町４丁目１番８号
川口センタービル３階
株式会社アシストビジョン

代表取締役 乙吉 俊哉
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 72,038
固 定 資 産 22,592
合 計 94,630

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 13,502
固 定 負 債 34,945
株 主 資 本 46,183
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 36,183
利 益 準 備 金 1,950
その他利益剰余金 34,233
(うち当期純損失) (3,030)
合 計 94,630

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
九
千
二
百
万
円
減
少
す

る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

愛
知
県
安
城
市
安
城
町
天
草
七
三
番
地
二

株
式
会
社
Ｄ
Ｅ
Ｎ
Ｄ
Ｅ
Ｎ

代
表
取
締
役

小
栗

敬
太

第 34 期決算公告 令和８年８月12日
愛知県安城市安城町天草73番地２

株式会社ＤＥＮＤＥＮ
代表取締役 小栗 敬太

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 36,579
固 定 資 産 602,726
合 計 639,305

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 3,144
固 定 負 債 1,440
株 主 資 本 634,720
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 403,858
その他資本剰余金 403,858
利 益 剰 余 金 130,862
利 益 準 備 金 7,500
その他利益剰余金 123,362
(うち当期純利益) (7,175)
合 計 639,305

第 59 期決算公告 2026年８月12日
新潟県上越市中郷区藤沢1070番地３

株式会社日曹建設
代表取締役社長 重野富次夫

貸借対照表の要旨(2026年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 2,059,703
固 定 資 産 206,029
合 計 2,265,732

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 339,149
固 定 負 債 16,733
株 主 資 本 1,875,868
資 本 金 45,000
利 益 剰 余 金 1,830,868
利 益 準 備 金 11,250
その他利益剰余金 1,819,618
(うち当期純利益) (223,524)

評価・換算差額等 33,982
合 計 2,265,732

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報



第 54 期決算公告 令和８年７月14日
新潟県新潟市西蒲区伏部613番地

株式会社足立製作所
代表取締役 野村 貴久

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 371,844
固 定 資 産 92,597
資 産 合 計 464,441

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 102,376
固 定 負 債 5,885
(うち賞与引当金) (5,625)
株 主 資 本 356,179
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 346,179
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 343,679
(うち当期純利益) (19,246)

負債・純資産合計 464,441

資
本
金
及
び
準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
三
〇
、
八
四
〇
、
五
九

三
円
減
少
し
て
九
〇
、
〇
〇
〇
、
〇
〇
〇
円
と
し
、

資
本
準
備
金
の
額
を
一
一
五
、
八
四
〇
、
五
八
九
円

減
少
し
て
〇
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り

で
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
文
京
区
小
日
向
二
丁
目
二
二
番
一
号

Ｂ
ｏ
ｏ
ｋ
ｙ
ｏ
ｕ
株
式
会
社

代
表
取
締
役

梅
田

茂
利

決算公告 令和８年８月12日
東京都文京区小日向二丁目22番１号

Ｂｏｏｋｙｏｕ株式会社
代表取締役 梅田 茂利

貸借対照表の要旨(令和７年10月31日現在)
科 目 金 額(円)

資

産

の

部

流 動 資 産 12,271,601
固 定 資 産 131,378,335
繰 延 資 産 202,806
資 産 合 計 143,852,742

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 7,215,798
固 定 負 債 27,065,732
株 主 資 本 109,571,212
資 本 金 120,840,593
資 本 剰 余 金 115,840,589
資 本 準 備 金 115,840,589
利 益 剰 余 金 127,109,970
その他利益剰余金 127,109,970
(うち当期純損失) (102,950,190)

負債・純資産合計 143,852,742

第 63 期決算公告 令和８年６月29日
福井県福井市門前２丁目811番地

帝商産業株式会社
代表取締役社長 古川 信之

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 228,945
固 定 資 産 529,346
合 計 758,291

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 205,981
固 定 負 債 75,858
株 主 資 本 476,452
資 本 金 36,000
資 本 剰 余 金 69,075
利 益 剰 余 金 371,377
利 益 準 備 金 17,050
その他利益剰余金 354,327
(うち当期純利益) (18,790)
合 計 758,291

第 169 期 決 算 公 告
令和８年６月 24 日 名古屋市中区丸の内３丁目11番９号

中 北 薬 品 株 式 会 社
代表取締役社長 中北 馨介

損益計算書の要旨
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

(単位：百万円)
科 目 金 額
売 上 高 217,855
売 上 原 価 203,703
売 上 総 利 益 14,152
販売費及び一般管理
費 13,244
営 業 利 益 907
営 業 外 収 益 969
営 業 外 費 用 92
経 常 利 益 1,784
特 別 利 益 727
特 別 損 失 741
税引前当期純利益 1,770
法人税、住民税及び
事業税 642

法人税等調整額 280
当 期 純 利 益 1,408

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)(単位：百万円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 69,796 流 動 負 債 70,962
固 定 資 産 60,943 固 定 負 債 21,442
有形固定資産 10,181 退職給付引当金 3,930
無形固定資産 561 そ の 他 17,512
投資その他の資産 50,199 株 主 資 本 5,541

資 本 金 867
資 本 剰 余 金 297
資 本 準 備 金 297
利 益 剰 余 金 4,376
利 益 準 備 金 216
その他利益剰余金 4,159

評価・換算差額等 32,793
資 産 合 計 130,739 負債・純資産合計 130,739

貸借対照表の要旨
(令和７年12月31日現在) (単位：円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 5,000,000
資 産 合 計 5,000,000

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 11,600
株 主 資 本 4,988,400
資 本 金 5,000,000
利 益 剰 余 金 11,600
その他利益剰余金 11,600
(うち当期純損失) (11,600)

負債・純資産合計 5,000,000

第 １ 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日

東京都渋谷区初台一丁目53番６号
Ｍｅｘｉ Ａｅｓｔｈｅｔｉｃｓ株式会社

代表取締役 陶 慧

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

（
乙
）
清
算
株
式
会
社
で
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

宮
崎
県
宮
崎
市
高
千
穂
通
一
丁
目
九
番
二
〇

号

（
甲
）
平
和
リ
ー
ス
株
式
会
社

代
表
取
締
役

松
田

眞
義

宮
崎
県
宮
崎
市
錦
町
二
番
二
号

（
乙
）
平
和
本
店
株
式
会
社

代
表
清
算
人

松
田

眞
義

第 46 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日
宮崎県宮崎市高千穂通１丁目９番20号

平和リース株式会社
代表取締役 松田 眞義

貸借対照表の要旨
(令和７年12月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 1,197,871
固 定 資 産 2,486,599
合 計 3,684,471

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 92,822
固 定 負 債 260
株 主 資 本 3,591,388
資 本 金 45,000
利 益 剰 余 金 3,546,388
その他利益剰余金 3,546,388
(うち当期純利益) (284,227)
合 計 3,684,471

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
江
戸
川
区
春
江
町
三
丁
目
三
一
番
一

六
号

（
甲
）
株
式
会
社
ワ
イ
ケ
ー
東
京

代
表
取
締
役

芳
賀

光
一

千
葉
県
館
山
市
湊
四
九
三
番
地
の
二

一
〇

六
号

（
乙
）
東
総
商
事
株
式
会
社

代
表
取
締
役

芳
賀

光
一

第 ９ 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日
東京都江戸川区春江町三丁目31番16号

株式会社ワイケー東京
代表取締役 芳賀 光一

貸借対照表の要旨
(令和７年11月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 289,573
固 定 資 産 84,536
合 計 374,109

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 25,133
固 定 負 債 4,100
株 主 資 本 344,876
資 本 金 300
利 益 剰 余 金 344,576
その他利益剰余金 344,576
(うち当期純利益) (28,350)
合 計 374,109

第 12 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日
千葉県館山市湊493番地の２106号

東総商事株式会社
代表取締役 芳賀 光一

貸借対照表の要旨
(令和８年２月28日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 112,287
固 定 資 産 76,977
合 計 189,264

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,563
固 定 負 債 21,600
株 主 資 本 166,100
資 本 金 300
利 益 剰 余 金 165,800
その他利益剰余金 165,800
(うち当期純損失) (2,379)
合 計 189,264

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報 



合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
一
日
で
あ
り
、
両

社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年
七
月
十
六

日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。
な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の

と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

福
岡
市
博
多
区
博
多
駅
前
三
丁
目
一
〇
番
三

四
号
六
階

（
甲
）
株
式
会
社
ユ
ネ
ク
ト

代
表
取
締
役

小
松

広
宣

福
岡
市
博
多
区
博
多
駅
前
三
丁
目
一
二
番
一

四
号（

乙
）
ハ
イ
ク
オ
リ
テ
ィ
Ｊ
Ｐ
株
式
会
社

代
表
取
締
役

小
松

広
宣

第２期決算公告 令和８年８月12日
福岡市博多区博多駅前三丁目10番34号６階

株式会社ユネクト
代表取締役 小松 広宣

貸借対照表の要旨(令和７年５月31日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 91,045,336
固 定 資 産 1,018,653
資 産 合 計 92,063,989

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 26,207,025
固 定 負 債 47,498,000
負 債 合 計 73,705,025
株 主 資 本 18,358,964
資 本 金 8,000,000
利 益 剰 余 金 10,358,964
その他利益剰余金 10,358,964
(うち当期純利益) (2,080,518)
純資産合計 18,358,964
負債・純資産合計 92,063,989

第４期決算公告 令和８年８月12日
福岡市博多区博多駅前三丁目12番14号

ハイクオリティＪＰ株式会社
代表取締役 小松 広宣

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 3,462,453
固 定 資 産 543,087
資 産 合 計 4,005,540

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 3,163,617
負 債 合 計 3,163,617
株 主 資 本 841,923
資 本 金 5,000,000
利 益 剰 余 金 4,158,077
その他利益剰余金 4,158,077
(うち当期純損失) (2,794,117)
純資産合計 841,923
負債・純資産合計 4,005,540

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
大
田
区
西
糀
谷
二
丁
目
一
二
番
七
号

（
甲
）
吉
民
商
事
株
式
会
社

代
表
取
締
役

高

寿
姫

東
京
都
大
田
区
大
森
南
二
丁
目
六
番
一
四

九
〇
一
号

（
乙
）
大
吉
商
事
株
式
会
社

代
表
取
締
役

高

寿
姫

第８期決算公告 令和８年８月12日
東京都大田区西糀谷二丁目12番７号

吉民商事株式会社
代表取締役 高 寿姫

貸借対照表の要旨(令和７年７月31日現在)
科 目 金 額(円)

資

産

の

部

流 動 資 産 7,948,145
固 定 資 産 152,504,770
繰 延 資 産 4,958,334
資 産 合 計 165,411,249

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 817,879
固 定 負 債 170,699,859
株 主 資 本 6,106,489
資 本 金 5,000,000
利 益 剰 余 金 11,106,489
その他利益剰余金 11,106,489
(うち当期純損失) (625,608)

負債・純資産合計 165,411,249

第３期決算公告 令和８年８月12日
東京都大田区大森南二丁目６番14901号

大吉商事株式会社
代表取締役 高 寿姫

貸借対照表の要旨(令和８年２月28日現在)
科 目 金 額(円)

資

産

の

部

流 動 資 産 4,812
固 定 資 産 104,626,350
繰 延 資 産 104,880
資 産 合 計 104,736,042

負
債
及
び

純
資
産
の
部

固 定 負 債 100,838,748
株 主 資 本 3,897,294
資 本 金 6,000,000
利 益 剰 余 金 2,102,706
その他利益剰余金 2,102,706
(うち当期純損失) (399,200)

負債・純資産合計 104,736,042

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

静
岡
県
静
岡
市
葵
区
瀬
名
二
丁
目
一
七
番
三
号

（
甲
）
株
式
会
社
オ
ネ
ス
テ
ィ

代
表
取
締
役

望
月

佑
紀

東
京
都
品
川
区
西
五
反
田
七
丁
目
一
六
番
三
号

（
乙
）
株
式
会
社
Ｄ
ａ
ｔ
ｅ
ｓ
Ｇ
ｒ
ｏ
ｕ
ｐ

代
表
取
締
役

田
中

彗
心

第 21 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日
静岡県静岡市葵区瀬名２丁目17番３号

株式会社オネスティ
代表取締役 望月 佑紀

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 251,614,334
固 定 資 産 4,294,019
合 計 255,908,353

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 27,896,922
株 主 資 本 228,011,431
資 本 金 9,980,001
利 益 剰 余 金 218,031,430
その他利益剰余金 218,031,430
(うち当期純利益) (77,342,053)
合 計 255,908,353

第 １ 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日
東京都品川区西五反田７丁目16番３号
株式会社ＤａｔｅｓＧｒｏｕｐ

代表取締役 田中 彗心
貸借対照表の要旨

(令和８年４月30日現在) (単位：円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 5,000,000
合 計 5,000,000

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 11,581,829
株 主 資 本 6,581,829
資 本 金 5,000,000
利 益 剰 余 金 11,581,829
その他利益剰余金 11,581,829
(うち当期純損失) (11,581,829)
合 計 5,000,000

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
、
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た

し
ま
し
た
。

甲
は
会
社
法
第
七
九
六
条
第
二
項
に
基
づ
き
株
主

総
会
の
承
認
決
議
は
経
ず
決
定
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
、
左
記
の
と

お
り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

大
分
県
中
津
市
大
字
蛎
瀬
四
九
〇
番
地
の
二

（
甲
）
株
式
会
社
ワ
コ
ー
産
業

代
表
取
締
役

垂
水

貴
裕

大
分
県
中
津
市
大
字
角
木
四
七
二
番
地

（
乙
）
ユ
ウ
キ
産
業
株
式
会
社

代
表
取
締
役

垂
水

貴
裕

第 21 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日

大分県中津市大字蛎瀬490番地の２
株式会社ワコー産業
代表取締役 垂水 貴裕

貸借対照表の要旨
(令和７年９月30日現在) (単位：円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 78,269,244
固 定 資 産 82,965,310
資 産 合 計 161,234,554

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 69,953,163
固 定 負 債 93,642,500
株 主 資 本 2,361,109
資 本 金 3,000,000
利 益 剰 余 金 5,361,109
その他利益剰余金 5,361,109
(うち当期純損失) (66,004,173)

負債・純資産合計 161,234,554

第 ７ 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日

大分県中津市大字角木472番地
ユウキ産業株式会社
代表取締役 垂水 貴裕

貸借対照表の要旨
(令和８年５月31日現在) (単位：円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 251,081
固 定 資 産 39,616,675
資 産 合 計 39,867,756

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 33,403,065
株 主 資 本 6,464,691
資 本 金 500,000
利 益 剰 余 金 5,964,691
その他利益剰余金 5,964,691
(うち当期純損失) (2,306,883)

負債・純資産合計 39,867,756

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報



資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
二
千
五
百
万
円
減
少
す

る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
港
区
芝
公
園
一
丁
目
八
番
一
二
号

株
式
会
社
ウ
ィ
ル
ウ
ェ
イ

代
表
取
締
役

畑
中

亮
一

第 28 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日

東京都港区芝公園一丁目８番12号
株式会社ウィルウェイ
代表取締役 畑中 亮一

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和７年９月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 333,747 流 動 負 債 166,972
固 定 資 産 65,629 固 定 負 債 77,146
繰 延 資 産 56 株 主 資 本 155,314

資 本 金 55,000
資 本 剰 余 金 10,245
資 本 準 備 金 10,245
利 益 剰 余 金 90,069
利 益 準 備 金 3,355
その他利益剰余金 86,714
(うち当期純利益) (8,166)

資 産 合 計 399,432 負債・純資産合計 399,432

吸
収
分
割
公
告

左
記
会
社
は
吸
収
分
割
し
て
甲
は
乙
の
化
粧
品
、

医
薬
部
外
品
の
製
造
及
び
販
売
事
業
、
並
び
に
そ
の

他
の
事
業
の
う
ち
不
動
産
事
業
以
外
の
も
の
に
関
す

る
権
利
義
務
（
吸
収
分
割
契
約
に
お
い
て
定
め
る
も

の
）
を
承
継
し
乙
は
そ
れ
を
承
継
さ
せ
る
こ
と
に
い

た
し
ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
九
月
二
十
六
日
で
あ

り
、
甲
及
び
乙
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八

年
七
月
三
十
一
日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
乙
の
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と

お
り
で
す
。
甲
は
確
定
し
た
最
終
事
業
年
度
は
あ
り

ま
せ
ん
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

大
阪
市
西
区
新
町
一
丁
目
三
番
一
六
号

（
甲
）
株
式
会
社
Ｅ
Ａ
Ｕ
Ｚ
Ａ
Ｕ
Ｒ
Ａ

代
表
取
締
役

斉
藤

卓
人

大
阪
市
西
区
新
町
一
丁
目
三
番
一
六
号

（
乙
）
株
式
会
社
オ
ー
ゾ
ラ

代
表
取
締
役

斉
藤

卓
人

第 28 期決算公告 令和８年８月12日
大阪市西区新町一丁目３番16号

株式会社オーゾラ
代表取締役 斉藤 卓人

貸借対照表の要旨(令和７年８月31日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,713,338,561
固 定 資 産 1,676,758,124
資 産 合 計 3,390,096,685

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 875,090,214
固 定 負 債 1,514,149,475
負 債 合 計 2,389,239,689

株 主 資 本 1,000,856,996
資 本 金 30,000,000
利 益 剰 余 金 970,856,996
その他利益剰余金 970,856,996
(うち当期純利益) (567,349,191)
純資産合計 1,000,856,996

負債・純資産合計 3,390,096,685

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
及
び
丙
の
権
利
義
務

全
部
を
承
継
し
て
存
続
し
、
乙
及
び
丙
は
解
散
す
る
こ

と
に
い
た
し
ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り
で

す
。令

和
八
年
八
月
十
二
日

神
奈
川
県
相
模
原
市
緑
区
橋
本
三
丁
目
一
三
番

一
号
パ
ー
ク
ス
ク
ウ
ェ
ア
一
〇
一
号
室

（
甲
）
株
式
会
社
ほ
ね
ご
り

代
表
取
締
役

阿
部
公
太
郎

神
奈
川
県
相
模
原
市
緑
区
橋
本
三
丁
目
一
三
番

一
号
パ
ー
ク
ス
ク
ウ
ェ
ア
一
〇
一
号
室

（
乙
）
株
式
会
社
エ
ク
ス
フ
ィ
ッ
ト
物
流

代
表
取
締
役

阿
部
公
太
郎

神
奈
川
県
相
模
原
市
緑
区
橋
本
三
丁
目
一
三
番

一
号
パ
ー
ク
ス
ク
ウ
ェ
ア
一
〇
一
号
室

（
丙
）
株
式
会
社
ほ
ね
ご
り
Ｆ
Ｇ
Ｓ

代
表
取
締
役

前
島

大
輔

第 12 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日

神奈川県相模原市緑区橋本三丁目13番１号
パークスクウェア101号室

株式会社ほねごり
代表取締役 阿部公太郎

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 3,738,503 流 動 負 債 2,658,912
固 定 資 産 2,321,870 固 定 負 債 2,005,190
繰 延 資 産 20,542 株 主 資 本 1,416,813

資 本 金 50,000
資 本 剰 余 金 50,000
資 本 準 備 金 50,000
利 益 剰 余 金 1,316,813
その他利益剰余金 1,316,813
(うち当期純利益) (387,884)

資 産 合 計 6,080,916 負債・純資産合計 6,080,916

第 ２ 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日
神奈川県相模原市緑区橋本三丁目13番１号
パークスクウェア101号室

株式会社エクスフィット物流
代表取締役 阿部公太郎

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 37,995
合 計 37,995

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 43,949
株 主 資 本 5,954
資 本 金 1,000
利 益 剰 余 金 6,954
その他利益剰余金 6,954
(うち当期純損失) (258)
合 計 37,995

第 ２ 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日
神奈川県相模原市緑区橋本三丁目13番１号
パークスクウェア101号室

株式会社ほねごりＦＧＳ
代表取締役 前島 大輔

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 2,240,121
繰 延 資 産 12,085
合 計 2,252,207

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,713,907
株 主 資 本 538,299
資 本 金 1,000
利 益 剰 余 金 537,299
その他利益剰余金 537,299
(うち当期純利益) (307,204)
合 計 2,252,207

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報 



合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部
を

承
継
し
て
存
続
し
、
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま

し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
一
日
で
あ
り
、
甲
は

会
社
法
第
七
九
六
条
第
二
項
、
乙
は
同
第
七
八
四
条
第

一
項
に
基
づ
き
株
主
総
会
の
承
認
決
議
を
経
ず
に
合
併

を
決
定
し
て
お
り
ま
す
。
ま
た
、
甲
は
乙
の
全
株
式
を

所
有
し
て
い
ま
す
の
で
、
こ
の
合
併
に
よ
る
甲
の
新
株

式
の
発
行
及
び
資
本
金
の
額
の
増
加
は
い
た
し
ま
せ

ん
。こ

の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
下
記
の
と
お
り

で
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

島
根
県
松
江
市
馬
潟
町
三
六
二
番
地
二

（
甲
）
島
根
日
産
自
動
車
株
式
会
社

代
表
取
締
役

櫻
井

誠
己

島
根
県
松
江
市
西
津
田
二
丁
目
七
番
二
五
号

（
乙
）
株
式
会
社
日
産
サ
テ
ィ
オ
島
根

代
表
取
締
役

櫻
井

誠
己

第 90 期決算公告 令和８年８月12日
島根県松江市馬潟町362番地２
島根日産自動車株式会社
代表取締役 櫻井 誠己

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,388,295
固 定 資 産 3,426,007
合 計 4,814,302

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,937,688
固 定 負 債 128,614
株 主 資 本 1,748,000
資 本 金 40,000
資 本 準 備 金 3,112
利 益 剰 余 金 1,748,099
利 益 準 備 金 10,000
その他利益剰余金 1,738,099
(うち当期純利益) (55,051)
自 己 株 式 43,211
合 計 4,814,302

第 20 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日
島根県松江市西津田二丁目７番25号

株式会社日産サティオ島根
代表取締役 櫻井 誠己

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 2,058,219
固 定 資 産 339,412
合 計 2,397,631

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 662,883
固 定 負 債 189,653
株 主 資 本 1,545,095
資 本 金 90,000
利 益 剰 余 金 1,455,095
利 益 準 備 金 22,500
その他利益剰余金 1,432,595
(うち当期純利益) (72,037)
合 計 2,397,631

第 70 期 決 算 公 告

令和８年８月 12 日

北海道留萌市船場町一丁目24番地

井原水産株式会社

代表取締役 西原 一将

貸借対照表の要旨
(令和８年２月28日現在) (単位：千円)

科 目 金 額

資
産
の
部

流 動 資 産 2,049,808
固 定 資 産 1,036,537

合 計 3,086,345

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 459,300
(うち賞与引当金) (10,417)
固 定 負 債 2,767,635
うち退職給付引当
金  (44,138)
株 主 資 本 166,605
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 256,800
資 本 準 備 金 256,800
利 益 剰 余 金 523,405
利 益 準 備 金 48,750
その他利益剰余金 572,155
(うち当期純損失) (164,889)

評価・換算差額等 26,015
その他有価証券評価
差額金 16,980
繰延ヘッジ損益 9,035

合 計 3,086,345

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部
を

承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
の
で
公
告
し
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と
お

り
で
す
。

（
甲
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

（
乙
）
下
記
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

静
岡
県
浜
松
市
中
央
区
田
町
二
三
〇
番
地
一
七
田

町
フ
ァ
ー
ス
ト
ビ
ル
三
Ｆ

（
甲
）
株
式
会
社
ネ
ク
サ
ス

代
表
取
締
役

髙
山

敏
夫

東
京
都
新
宿
区
高
田
馬
場
一
丁
目
四
番
一
五
号

（
乙
）
株
式
会
社
ネ
ク
サ
ス
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

代
表
取
締
役

狩
峰

宏
行

第 30 期決算公告 令和８年８月12日
東京都新宿区高田馬場一丁目４番15号
株式会社ネクサスホールディングス
貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 44,242
固 定 資 産 427,604
資 産 合 計 471,847

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 280,771
固 定 負 債 13,231
株 主 資 本 177,844
資 本 金 70,291
資 本 剰 余 金 31,122
資 本 準 備 金 31,122
利 益 剰 余 金 84,681
利 益 準 備 金 306
その他利益剰余金 84,375
(うち当期純利益) (14,783)
自 己 株 式 8,250
負債・純資産合計 471,847

第 11 期 決 算 公 告

令和８年８月 12 日

静岡県浜松市中央区田町230番地17

田町ファーストビル３Ｆ

株式会社ネクサス

貸借対照表の要旨
(令和７年９月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額

資
産
の
部

流 動 資 産 696,765
固 定 資 産 42,624

資 産 合 計 739,390

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 241,772
修 繕 引 当 金 7,440
固 定 負 債 282,446
株 主 資 本 215,171
資 本 金 15,000
資 本 剰 余 金 88
資 本 準 備 金 88
利 益 剰 余 金 200,083
利 益 準 備 金 1,391
その他利益剰余金 198,691
(うち当期純利益) (50,755)

負債・純資産合計 739,390

第 23 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日

大阪市北区大深町４20グランフロント

大阪タワーＡ32Ｆ

エックスサーバー株式会社
代表取締役 小林 尚希

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額

資
産
の
部

流 動 資 産 5,425,171
固 定 資 産 4,615,110

合 計 10,040,281

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 6,299,221
(うち賞与引当金) (52,293)
固 定 負 債 88,876
うち役員退職慰労
引当金  (75,737)

負債の部合計 6,388,097

株 主 資 本 3,652,184
資 本 金 99,500
資 本 剰 余 金 500
資 本 準 備 金 500
利 益 剰 余 金 3,552,184
利 益 準 備 金 24,399
その他利益剰余金 3,527,784
(うち当期純利益) (2,716,893)

純資産の部合計 3,652,184

合 計 10,040,281

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報



第 21 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日 長野県大町市平2651番地５

アルプスウォーター株式会社
代表取締役 稲永 紀

貸借対照表の要旨 (令和８年４月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 503,950 流 動 負 債 273,615
固 定 資 産 1,649,047 うち賞与引当金 16,730

固 定 負 債 338,490
うち退職給付引当金 18,919
負 債 合 計 612,105
株 主 資 本 1,540,892
資 本 金 50,000
資 本 剰 余 金 40,000
資 本 準 備 金 40,000
利 益 剰 余 金 1,450,892
その他利益剰余金 1,450,892
(うち当期純利益) (119,945)
純資産合計 1,540,892

資 産 合 計 2,152,998 負債・純資産合計 2,152,998

第 ９ 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日

名古屋市港区港町１番11号
名古屋四日市国際港湾株式会社

代表取締役社長 吉田 毅
貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 5,170,460 流 動 負 債 1,846,341
固 定 資 産 6,760,811 うち賞与引当金 22,741
繰 延 資 産 6,586 うち役員賞与引当金 827

固 定 負 債 9,408,928
うち退職給付引当金 9,489
株 主 資 本 682,588
資 本 金 32,000
利 益 剰 余 金 650,588
その他利益剰余金 650,588
(うち当期純利益) (261,747)

資 産 合 計 11,937,857 負債・純資産合計 11,937,857

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部
を

承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
。効

力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
月
一
日
で
あ
り
、
甲
は

会
社
法
第
七
九
六
条
第
二
項
、
乙
は
同
第
七
八
四
条
第

一
項
に
基
づ
き
株
主
総
会
の
承
認
決
議
を
経
ず
に
合
併

を
決
定
し
て
お
り
ま
す
。
ま
た
、
甲
は
乙
の
全
株
式
を

所
有
し
て
い
ま
す
の
で
、
こ
の
合
併
に
よ
る
甲
の
新
株

式
の
発
行
及
び
資
本
金
の
額
の
増
加
は
い
た
し
ま
せ

ん
。こ

の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
下
記
の
と
お
り

で
す
。

令
和
八
年
八
月
十
二
日

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
茅
場
町
一
丁
目
一
二
番

二
号

（
甲
）
株
式
会
社
光
正

代
表
取
締
役

駒
谷

光
豊

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
富
沢
町
四
番
一
号

（
乙
）
株
式
会
社
Ⅰ
Ｍ
Ｅ

代
表
取
締
役

駒
谷

光
豊

第 47 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日 東京都中央区日本橋茅場町一丁目12番２号

株式会社光正
代表取締役 駒谷 光豊

貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 16,943,610 流 動 負 債 12,896,279
固 定 資 産 3,376,720 賞 与 引 当 金 1,200

固 定 負 債 1,036,105
退職給与引当金 7,329
株 主 資 本 6,387,946
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 14,120
資 本 準 備 金 14,120
利 益 剰 余 金 6,350,301
利 益 準 備 金 11,505
その他利益剰余金 6,338,796
(うち当期純利益) (1,070,015)
自 己 株 式 76,475

資 産 合 計 20,320,330 負債・純資産合計 20,320,330

第 22 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日

東京都中央区日本橋富沢町４番１号

株式会社ⅠＭＥ
代表取締役 駒谷 光豊

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 548,637 流 動 負 債 135,029
固 定 資 産 2,908 株 主 資 本 416,516

資 本 金 14,000
利 益 剰 余 金 402,516
利 益 準 備 金 3,500
その他利益剰余金 399,016
(うち当期純利益) (45,205)

資 産 合 計 551,545 負債・純資産合計 551,545

第 53 期 決 算 公 告
令和８年５月 18 日 東京都港区海岸一丁目15番１号

株式会社ホンヤク社
代表取締役 原田 真

貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 315,631 流 動 負 債 236,064
固 定 資 産 198,444 (うち賞与引当金) (9,200)

固 定 負 債 199,337
うち役員退職慰労
引当金  (10,207)
負 債 合 計 435,401
株 主 資 本 78,674
資 本 金 56,000
利 益 剰 余 金 22,674
利 益 準 備 金 1,350
その他利益剰余金 21,324
(うち当期純損失) (30,056)
純資産合計 78,674

資 産 合 計 514,075 負債・純資産合計 514,075

第 49 期 決 算 公 告
令和８年８月 12 日 名古屋市中村区名駅四丁目11番27号

株式会社豊通マシナリー
代表取締役社長 北村 裕幸

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年３月31日現在) (単位：百万円)

科 目
流 動 資 産
固 定 資 産
有形固定資産
無形固定資産
投資その他の資産

資 産 合 計

金 額
63,767
2,212
417
71

1,724

65,979

科 目
流 動 負 債
固 定 負 債
負 債 合 計
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
その他資本剰余金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金

評価・換算差額等
その他有価証券評価
差額金
純資産合計
負債・純資産合計

金 額
46,150
1,521
47,672
18,489
325
387
64
323

17,777
47

17,729
 182

 182

18,307
65,979

損 益 計 算 書 の 要 旨
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日 (単位：百万円)

科 目
売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
販売費及び一般管理
費
営 業 利 益
営 業 外 収 益
営 業 外 費 用
経 常 利 益

金 額
201,702
178,230
23,471

9,867

13,604
557
622

13,539

科 目
特 別 利 益
特 別 損 失
税引前当期純利益
法人税、住民税及び
事業税
法人税等調整額
当 期 純 利 益

金 額
0
1

13,538

4,111

 74
9,501

令和年月日 水曜日 (号外第号)官 報 
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